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要　　約

本調査研究の主な目的は、新公共管理／ニュー・パブリック・マネジメント（New Public

Management: NPM）の考え方に基づいた行政改革の一環として、日本の政府開発援助（Official

Development Assistance: ODA）事業における技術協力の主な実施機関としての国際協力事業団

（Japan International Cooperation Agency: JICA）が独立行政法人化されるにあたり、開発援助

委員会（the Development Assistance Committee: DAC）諸国の二国間援助機関や多国間援助機

関における結果指向型のマネジメント改革に関する国際的潮流をふまえた上で、JICAにおいて

結果重視マネジメント（Result-Based Management: RBM）をどのように確立していくべきかに

関する考察を深めることにある。

その際にまず前提となるのは、近年の日本の行政への政策評価制度導入との関連において、日

本のODA事業全体における政策体系の明示化と、その中でのJICA事業の位置付けの再確認であ

る。また、独立行政法人としてのJICAと、主務省である外務省との関係を、独立行政法人通則

法の規定に基づき新たにとらえ直す必要がある。すなわちここでは、こうした国内の動向をふま

えた上で、ドナー機関の間で形成されつつある国際的な動向に対応すべく、JICAににおける業

績測定の有効性と、実際どのように業績測定が行われるべきであるか、といった観点から、

JICAにおける結果重視マネジメントの導入に関して、今後の大局的な方向性を提示することを

最終的な目標とする。

さらに、結果指向は組織のマネジメントのみでなく、近年のJICAにおける国別実施援助体制

の強化や、貧困削減戦略書（Poverty Reduction Strategy Paper: PRSP）やセクター・ワイド・

アプローチ（Sector-wide Approaches: SWAps）などのプログラム援助といった、今後の援助供

与のあり方やその形態にも大きくかかわってくる。本稿では、こうした事項に関しても併せて考

察し、ある一定の解釈を提示することを一つの目標とする。

第１章では本調査研究の背景、目的、実施方法について、続く第２章では本調査研究における

アプローチに関して述べた後、第３章では、本稿のテーマと深く関連し全編において理論的なよ

りどころとなるNPMの考え方について概観した。NPMの潮流は、1980年代半ばから主に英国・

ニュージーランドで形成された、行政部門に民間企業の経営理念・手法を導入する行政運営理論

を主な源泉とし、現在では日本を含めた他の経済協力開発機構（Organization for Economic

Cooperation and Development: OECD）加盟国にも急速に波及しつつある。NPMの特徴を大ま

かに要約すると、①行政への契約型システム導入による組織の変革、②フィードバック機能を伴

う経営管理サイクルにおける結果の重視と責任所在の明確化、③顧客主義とアカウンタビリティ

の重視、とされる。この契約型システムにおける経営資源管理では、フィードバック機能を伴う

マネジメント・サイクルが導入され、ここではこれまでの法令や規則に基づいたプロセス管理の

重視から脱却し、個々の業務においてプロセスの自由度を高める代わりに、業績ないし結果によ

る管理が重視されるため、事業において業績測定が実施される。こうしたNPMの考え方は、日

本における行政改革においても基幹をなす部分であり、本稿においてはNPMに関連する諸概念

を理解することが非常に重要となってくる。
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第４章では、NPMの考え方に基づく結果指向と業績測定の意義をふまえつつ、JICAにおける

RBM導入との関連において、近年の日本の行政改革において導入された２つの制度、すなわち、

日本の行政における政策評価制度および独立行政法人制度に関して検証した。まず前者に関して

は、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」の施行に先だって公表された「政策評価に関す

る標準的ガイドライン」を概観し、日本の行政における政策評価制度導入の現状を検証・考察し

た。次に後者に関しては、「独立行政法人通則法」を概観し、NPMの考え方に基づいて検証した

後、その特徴を述べた。最後に、これらをすべてふまえた上で、主に理論的側面から、日本の

ODA事業における政策評価の導入との関連において、ODA事業全体における政策体系の現状と

事業実施体制を検証した上で、JICAの独立行政法人化とODA政策のあり方に関して考察し、

ODA事業におけるJICA事業の位置付けを再確認した。ここでの議論は後に、JICAにおける

RBM導入の前提となる戦略計画策定のあり方について考察する際に重要となる。

第５章では、二国間および多国間援助供与機関におけるRBM導入の現状について検証した。

ここでは、RBM導入の動きが早くから見られた一部の機関（米国国際開発庁［United States

Agency for International Development: USAID］、英国国際開発省［Department for

International Development: DfID］、オーストラリア国際開発庁［Australian Agency for

International Development: AusAID］、カナダ国際開発庁［Canadian International

Development Agency: CIDA］、デンマーク国際開発機関［Danish International Development

Cooperation Agency: Danida］、国連開発計画［United Nations Development Programme:

UNDP］、世界銀行）を主に扱っており、その中でも特に先駆的存在といえるUSAIDにおける動

向に注目した。RBM導入の方向性や進展状況に関しては、各機関において多少異なるとされつ

つも、大まかに分けると３つのレベル、すなわち、①プロジェクト、②国別プログラム、③組織

全体、における業績測定が行われている。

プロジェクト・レベルでの業績測定は現在も多くの機関において実施され、そのツールとして

はログ・フレームが用いられており、アウトプット、アウトカム、インパクトの３つに関する測

定が行われる。国別プログラム・レベルでの業績測定はこれまでUSAIDやUNDPが行ってきてお

り、ツールとしては結果フレームワークあるいは類似のものが用いられている。組織レベルにお

ける業績測定では、まず戦略フレームワーク等のツールを用いることで、組織の戦略体系を明確

化することが前提となり、各ドナー機関において実際に策定された戦略体系では「Shaping the

21st Century」の内容に基づいた類似性が見られる。業績測定の状況は機関によって異なり、①

プロジェクトのアウトプット、②プロジェクトとプログラムのアウトカム、③対象国の国全体あ

るいはセクターにおけるインパクト、のいずれかに焦点を当てて実施している。

同章の後半部では、ドナー機関におけるRBMと業績測定の導入との関連において、マネジメ

ント上の一つの機能としての評価の役割が変化しつつあるという現状や、業績測定や評価により

得られた業績情報の主な活用の用途、さらに、近年の援助実施のあり方における結果指向という

観点から、現在活発に議論されているプログラム援助に関しても概観した。

第６章では、ドナー機関におけるRBMと業績測定導入に関する国際的潮流をふまえつつ、

RBMにおいて一つの機能としての評価の果たす役割をどうとらえるかが重要となるという視点
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から、まずJICAにおける評価活動一般について概観した後、業績測定との関連における評価の

役割について考察した。次に、JICAにおける業績測定の意義をふまえ、RBMの導入に関する筆

者の個人的見解として、まずは戦略計画の策定、国別援助実施計画、分野・課題別アプローチ強

化に関する現状と今後の大局的な方向性を提示した上で、プロジェクト・レベル、国別プログラ

ム・レベルにおける業績測定の導入に関する具体的方針を示した。

プロジェクト・レベルにおける業績測定に関しては、現場責任者が主体となり、プロジェクト

の自己評定として、プロジェクト実施期間中における定期的な業績モニタリングの実施という形

で実施され、年ごとに本部への報告を行うのが一般的である。また、ここではプロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（PDM）がツールとして用いられる。PDMは個別プロジェクトごとに作

成されることを鑑みても、事業実施において「プロジェクト」をどうとらえ、また戦略計画や国

別事業実施計画の枠内でどう位置付けるかが重要となる。プロジェクト・レベルでの業績測定に

おいて測定するのは、PDMに記載されている各項目のうち、アウトプットの達成状況と、アウ

トカムとインパクトの変化ということになる。これらに関する指標は、課題別指針や国別事業実

施計画の内容に基づいた上で、各項目ごとに厳密に分けて設定されるのが望ましく、そのため

PDMの作成も適切に行う必要がある。

プログラム・レベルにおける業績測定を想定した場合には、国別プログラム全体としてのアウ

トカムの達成度を重視するのか、あるいはプログラムの枠内に位置付けられた個別プロジェクト

全体でのアウトプットの達成度を重視するのか、という点が重要となる。ここでの国別プログラ

ムとは、国別事業実施計画に基づいて実施される事業をすべて包括したものが想定され、また、

同計画の原案作りと当該国における事業プログラムの立案を行っているのが在外事務所であるこ

とを鑑みると、国別プログラム全体でのアウトカムに関する業績測定は、在外事務所の権限にお

いて実施されるのが望ましいと考えられる。業績測定の結果は、業績情報としてマネジメント上

でフィードバックされることが想定されるが、そのためには業績情報を組織において一元的に取

り扱うシステムを構築することが前提となる。

第７章では、本調査研究の結論として、本研究の摘要、研究遂行上における限界と今後の課題

を述べた。現時点では、ODA大綱の見直し方針が公表されて間もないことや、外務省独立行政

法人評価委員会がいまだ立ち上がっておらず、JICAへの中期目標の提示も先になること等も含

め、JICAを取り巻く状況は流動的であり、本調査研究における議論を深める上での制約となっ

ている。今後の方向性としては、JICA事業におけるプログラム・セオリーに基づいたプログラ

ム評価の適用を考察していくことが有効となるであろう。
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１．本調査研究の背景、目的、用語説明

１‐１　本調査研究の背景

昨今、日本において展開されている行政改革は、国民本位の効率的で質の高い行政を実現する

といった理念に基づいており、その大局的な方向性を定めているのは、1997年12月に公表された

行政改革会議最終報告である。同報告では、日本の行政全体の再構築という観点から、中央省庁

の改革や独立行政法人の設立、さらに日本の行政における政策評価制度導入等に関する提言が行

われた1。さらに、2000年12月には行政改革大綱が閣議決定され、政府の行政改革に関する方針

が明確化された。これらを受けて、2001年１月には中央省庁の再編および独立行政法人通則法の

施行による独立行政法人の発足、さらに2002年４月には「行政機関が行う政策の評価に関する法

律」の施行により行政機関において政策評価制度が導入されるなど、日本における行政改革の動

きは徐々に進展しつつある。

一方、行政改革の動きは日本に限ったことではなく、実際は日本よりも他の経済協力開発機構

（OECD）加盟国において先行してきた。1980年代半ばには、主に英国やニュージーランドにお

いて、公的企業の民営化という方向性のもとで「公的部門」の改革が進められ、それが1990年代

になると行政システムの包括的な変革へとその焦点が移り、いわゆる新公共管理／ニュー・パブ

リック・マネジメント（NPM）として、国によってはその具体的内容に多少の差異が見られつ

つも、米国や北欧諸国、ドイツ、南欧諸国等においてその潮流が広まっていった2。例えば米国

では、1993年に制定された「政府の業績と結果に関する法律（the 1993 Government

Performance and Results Act: GPRA）」により、公的部門の改革の動きが加速したが、日本にお

ける政策評価の導入はGPRAに、また独立行政法人の設立は英国のエイジェンシー制度に基づい

ていることは自明である。

OECD加盟国の中でも、特に開発援助委員会（DAC）加盟国におけるNPMの考え方に基づい

た公的部門の改革により、各国では行政機関の一つとしての対外援助機関も例外なくその対象と

された。特にこれらのドナー機関に対しては、近年の「援助疲れ」の現象からくる大きな外的圧

力が存在していたことを背景に、援助実施がもたらした結果を、国内外の利害関係者に対し明確

に提示する必要性3から、近年ではこれらのドナー機関において、援助事業の業績や結果を重視

した事業実施体制の整備が進み、結果重視マネジメント（RBM）が確立されていった。また、

ドナー機関が形成する国際的ネットワークの存在により、1990年代半ば以降、世界銀行や国連開

発計画（UNDP）、国連児童基金（United Nations Children’s Fund: UNICEF）等の国際機関に

おいても同様の動きが見られ、こうした国際的潮流により、現在では、援助実施のあり方までも

が結果重視へとその比重を移しつつあるといえよう。

1 首相官邸「行政改革会議」（2002年12月24日アクセス）
2 大住（1999）pp. 35-36, 57, 81
3 Binnendijk（2001a）pp. 9, 129 
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１‐２　本調査研究の目的

本調査研究の主な目的は、NPMの考え方に基づいた行政改革の一環として、日本の政府開発

援助（ODA）事業における技術協力の主な実施機関としての国際協力事業団（JICA）が独立行

政法人化されるにあたり、DAC諸国の二国間援助機関や多国間援助機関における結果指向型の

マネジメント改革に関する国際的潮流をふまえた上で、JICAにおいて結果重視マネジメントを

どのように確立していくべきかに関する考察を深めることにある。

その際に前提となるのは、近年の日本の行政への政策評価制度導入との関連において、日本の

ODA事業全体における政策体系の明示化と、その中でのJICA事業の位置付けの再確認である。

また、独立行政法人としてのJICAと、主務省である外務省との関係を、独立行政法人通則法の

規定に基づき新たにとらえ直す必要がある。すなわちここでは、こうした国内の動向をふまえた

上で、ドナー機関の間で形成されつつある国際的な動向に対応すべく、JICAにおける業績測定

の有効性と、実際どのように業績測定が行われるべきであるか、といった観点から、JICAにお

ける結果重視マネジメントの導入に関して、今後の大局的な方向性を提示することを最終的な目

標とする。

さらに、結果指向は組織のマネジメントのみでなく、近年のJICAにおける国別実施援助体制

の強化や、PRSPやSWApsなどのプログラム援助といった、今後の援助供与のあり方やその形態

にも大きくかかわってくる。本稿では、こうした事項に関しても併せて考察し、ある一定の解釈

を提示することを一つの目標とする。

結果指向は、NPMの考え方に基づいた行政改革の中核となるべき概念であり、結果重視マネ

ジメントの確立とはすなわち、独立行政法人化を控えたJICAにおける行政改革の話にほかなら

ないといえよう。

１‐３　本調査研究の理論的根拠

本稿の全編において理論的なよりどころとなるのが、1980年代半ばから欧米において形成され

ていったNPMの考え方である。大住によると、NPMとはすなわち、「…公的部門に民間企業の経

営理念・手法を可能な限り導入しようという新しい公共経営理論」4のことを指し、これを経済学

的に見ると、「…部局最大化理論、プリンシパル・エイジェント理論、取引コスト理論などに代

表される新しい制度派経済学にその理論的根拠をもつ」5とされる。このNPMでは業績

（Performance）が重要視され、業績測定（Performance Measurement）が行われる6。近年、日

本ではこの業績測定が「政策評価」あるいは「行政評価」と呼称、あるいは認知されているが、

このことは、評価理論における近年の動向、すなわち業績測定に対する認識の変化とも無関係で

はない。

4 大住（1999）p. 40
5 Ibid. 詳細に関しては、同文献を参照されたい。
6 龍・佐々木（2000）pp. 126-129
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古川によると、評価理論は評価（Evaluation）、測定（Measurement）、分析（Analysis）の３

つのレジーム（Regime）からなり、現在まで独立した学問体系としてではなく、実務の影響を

受けつつ、過去100年ほどの間に既存の学問の中で徐々に発展してきた7。評価レジームとしては、

社会科学的な理論の応用として確立された、行政活動におけるプログラムを対象とした（広義で

の）プログラム評価（後述）8、分析レジームとしては、費用便益分析等の経済学的・工学的な理

論に基づいたシステム分析から発展し、近年での政策における事前の代替案選択といった政策分

析9、また、測定レジームに関しては、組織理論の伝統的な枠組み、すなわち、組織目標の達成

度合い、ないし有効性と効率性の測定が挙げられる10。

伝統的な評価理論においてはこれまで評価レジームが支配的とされ、分析レジームも有力では

あったが、歴史的に最も古いとされる測定レジームに関しては、これまでほとんど論じられてこ

なかった11。しかしながら、近年の公共経営理論としてのNPMにおいて、かつての測定レジーム

がその基底にある測定概念を保持したまま再び台頭し、結果として評価の概念が拡張した12。測

定の結果は、計画策定・調整への反映、予算編成上の情報、組織・定員・人事の管理体系との連

結といった機能や役割を果たすなど、測定レジームは「…マネジメントシステムそのもの」であ

り、また公共組織経営の中核とされる13。この（広義での）業績測定と評価レジームの（広義の）

プログラム評価は実務上重なり、また相補的機能を有するなど、近年、制度面において測定レジ

ームが評価レジームに融合されつつあるとされる14。

本調査研究では、この評価理論でいうところの測定レジームが中核となったNPMの考え方を

理論的なよりどころとする。その理由として、本稿で扱うのは一行政組織のマネジメントのあり

方についてであり、想定されるのはあくまで実際の現場や実務レベルでの議論であるが、NPM

の考え方がもともと、欧米における公的部門の改革の実践経験から形成されてきたものであるた

め、本稿では有効であることが挙げられる。

１‐４　本調査研究に関連する先行研究

本調査研究の目的のところで述べた問いに対し考察を深めるために、まず近年の日本の行政に

おける政策評価の現状について詳細に見ていく必要性がある。政策評価制度の導入に関しては、

中央府省よりも地方自治体において一般的に先行したため（後述）、都道府県や市町村レベルで

の事例を扱った先行事例研究が数多く見られる。

例えば、石原は地方自治体における会計制度の改革という観点から、事務事業評価および発生

7 古川（2002）pp. 1-2。ここでのレジームとは「政府においてとられる手法やシステム」とされている（Ibid.）。
評価理論に関する詳細は、同文献を参照されたい。

8 Ibid., p. 3
9 Ibid., pp. 2-3
10 Ibid., p. 2
11 Ibid.
12 Ibid., pp. 2-4
13 Ibid., p. 5
14 Ibid., pp. 2-4. なお、（広義での）業績測定および（広義の）プログラム評価に関しては後述。
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主義会計の導入について論じている15。また、高寄や上山らは、地方自治体における業績測定の

現状と今後におけるあり方について論じている16。そして、伊多波らは、地方自治体における政

策評価の手法に関して、主に経済学的な視点から理論的・実際的側面を紹介している17。さらに、

総合研究開発機構（National Institute for Research Advancement: NIRA）は、月刊誌において

NPM導入による自治体経営改革というテーマのもとで特集を組み、地方自治体における政策評

価制度やベンチマーキング導入の意義等を含む多くの事項について各論者が論じている。

しかしながら、1999年に総務庁（当時）のもと設置された「政策評価の手法等に関する研究会」

によると、こうした地方自治体を対象とした政策評価の事例は、中央政府にとって参考にはなる

が、そのまま適用され得ないという見解が示されている18（後述）。

また、日本の行政における政策評価一般に関する文献として、例えば、古川は政策評価の概

念・類型等について業績測定という視点から論じている19。また、窪田はNPMの考え方からの影

響という視点から政策評価について論じている20。さらに、山谷は政策評価のあり方と現状の問

題点について分析している21。

独立行政法人制度に関する先行研究については、例えば多賀谷が法制度という観点から論じて

いる文献22等があるが、全体としては現時点においてそれほど多くない。特に、独立行政法人を

対象として、業績測定や評価のあり方を含め、組織におけるマネジメントに関して包括的な視点

から論じた先行研究はほとんどなく、そのような意味においても、本研究の意義は大きいといえ

る。

１‐５　本調査研究における関連用語の説明

１‐５‐１　関連用語に関する一般的使用状況

本来、NPMの考え方やNPMに関連する概念の多くは外来のものであるため、本稿における関

連用語の定義付けをする前に、特に関連用語の日本語対訳の一般的状況について把握する必要が

ある。表１－１は、「政策評価」、「行政評価」、「評価」等に関する文献として、本調査研究で用い

た参考文献全般における、関連の英語句の日本語対訳に関する現状を、筆者なりに簡単にまとめ

たものである。

表１－１から分かるように、例えば語彙レベルにおいて「成果」という日本語に着目した場合、

文献によっては、それがOutcomeを指すのか、それともPerformance、あるいはResultを指すの

か定かではない。これはほかに「結果」、「目標」、「事業」の語についても同じことがいえる。さ

らに、語彙や語句がもつ概念のレベルで見てみると、例えば「政策」という語に関しては、「政

策評価に関する標準的ガイドライン」において「（Policyとしての狭義の）政策」、「施策」、「事

15 石原（1999）を参照されたい。
16 高寄（1999）、上山・玉村・伊関（2000）を参照されたい。
17 伊多波（1999）を参照されたい。
18 山谷（2002）p. 6
19 古川（2000a）（2000b）を参照されたい。
20 窪田（1998）を参照されたい。
21 山谷（1998）を参照されたい。
22 多賀谷（1998）を参照されたい。
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務事業」をすべて含めたものが「（広義の）政策」として定められ、二重の意味で用いられてい

る。ところが「政策評価」といった場合、文献によっては、これが同ガイドラインによるところ

の「（広義の）政策評価」を指すのか、それともPolicy Evaluation、あるいはPerformance

Measurementを指すのかが不明瞭となってしまう。

これらの用語の定義に関して、研究者の間での整理が不十分であること23を背景に、現場の実

務者や研究者の間では一般に、関連用語に対する確固とした共通認識がいまだ存在せず、その結

果として用語使用が混同されるなど、特に行政実務の現場において少なからず混乱が見られると

いう現状にある。

表１‐１　NPM関連の英語句と対訳語の使用状況

Accountability

Activity

Evaluation

Feedback

Goal

Incentive

Indicator

Input

Manager

Mission

Objective

Outcome

Output

Performance

Policy

Program

Project

Purpose

Result

Administrative Evaluation

Performance Measure / Indicator

Performance Measurement

Policy Evaluation

Public Sector Evaluation

Project Evaluation

Program Evaluation

Results-Orientation

説明責任、アカウンタビリティ

活動、事業

評価

フィードバック

目的、目標

インセンティブ、誘因

指標、インディケーター

投入、インプット

経営者、マネジャー、現場責任者

使命、ミッション

達成目標、個別目標、目標

成果、アウトカム

結果、産出、アウトプット

業績、実績、成果、パフォーマンス

政策、ポリシー

施策、プログラム

個別案件、事業、事務事業、プロジェクト

目標

結果、成果

行政評価

業績指標

業績監視、業績測定、業績評価、行政評価、政策評価

政策評価

行政評価

事務事業評価、執行評価、プロジェクト評価

施策評価、プログラム評価

成果主義、成果指向

英語句 日本語対訳

出所：本調査研究で用いた参考文献全般を基に筆者作成。

23 上山（2000）pp. 73-75
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１‐５‐２　関連用語の定義

本稿では表１－２で示すように、特に重要と思われる関連の英語句に対し、日本語句をまず対

応させた上で、本稿における定義をそれぞれ定める。これらの語句の定義は、基本的にはDAC

の援助評価作業部会（Working Party on Aid-Evaluation:WP-EV）が2002年に編纂した

「Glossary of Key Terms in Evaluation and Results Based Management」からの引用である。こ

の用語集が作成されたのは、評価および結果重視マネジメントの分野における諸概念を明確にし、

これまで見られてきたような用語の混乱を防ぐ必要性があるため24とされ、本稿における趣旨と

も一致する。なお、2003年には外務省、JICA、国際協力銀行（Japan Bank for International

Cooperation: JBIC）、日本評価学会の共同翻訳により、日本語版として「評価および結果重視マ

ネジメントにおける基本用語集」が刊行されているが、本稿における英語句への日本語句の対応

作業、各用語の定義の邦訳においては、この日本語版も参考とした上で、最終的に筆者自らが邦

訳した25。

結果指向のマネジメントにおいては、「アウトプット」と「アウトカム」の概念が重要となる。

表１－２を見ても分かるように、「アウトプット」に関しては行政のコントロールが及ぶ範囲内で

あり、「アウトカム」に関しては行政活動による対象グループや社会の変化が想定され、行政の

コントロールが及ぶ範囲外とされる26。また、「プログラム」の概念に関しては実際上、多様なと

らえ方が可能であり、（Policyとしての）政策を具現化したものという見方や、便宜的にプロジ

ェクトの集合体と考えることもできる。

さらに、評価関連の語句の定義に関しては基本的に、他の文献からの引用あるいは筆者自らに

よる定義となっているが、本文中の該当箇所において逐次その定義付けの理由を説明している。

米語でEvaluationといった場合、本来ならば一般的にProgram Evaluationを指すとされている27

が、上記の表中における「評価」の定義は、政策・プログラム・プロジェクトに関する各種評価

を包括し得るものとなっている。

「政策評価」に関しては、Policy EvaluationとPublic Sector/Administrative Evaluationの２つ

の意味において用いられる。前者が狭義での政策評価、後者が広義での政策評価ということにな

る。特に後者に関しては、日本の行政において国レベルで導入されている制度に対して固有名詞

的に用いられている。Public Sector/Administrative Evaluationの対邦訳としては「行政評価」

が一部で用いられているが、関連の公的文書等において政策評価という語がこの意味において用

いられていることや、本稿においては同制度を検証する際に便宜上、同一の呼称を用いる必要が

あることから、「行政評価」を用いず、「政策評価」を２つの意味において用いている。しかしな

がら、これらを用いる際はその都度、明確に区別している。

Performance Measurementに関しては、原義に沿って「業績測定」とした。ここでは、業績

24 The DAC Working Party on Aid-Evaluation（2002）p. 3
25「Glossary of Key Terms in Evaluation and Results Based Management」では英語、フランス語、スペイン語
の３ヵ国語が並記されており、筆者が邦訳した際には英語のみならず、これらすべてを参考とした。

26 三好・他（2003）pp. 46-47。行政評価クリアリングハウス「用語集」（2003年３月31日アクセス）
27 龍・佐々木（2000）p. 17：古川（2000a）p. 63
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表１‐２　本稿における主なNPM関連英語句と対訳語、およびその定義

活動 Activity 特定のアウトプットを生み出すことを目的とし、資金や技術支援、そしてほかの種類
の資源等を含む投入を行うためにとられる行動あるいは業務*

評価 Evaluation 継続中あるいは終了したプロジェクト、プログラム、政策およびそのデザイン、実施、
結果に関する体系的かつ客観的な評定*

アウトプット Output ある開発行為に由来する生産物、資本財、およびサービス*
（行政体系が社会に提供する財・サービスの産出量**）

業績 Performance ある開発行為が、または開発パートナーが、特定の基準、規範、指針に沿って機能・運営する
度合い、あるいは設定された上位目標や計画に沿って結果を達成する度合い*

政策 Policy （狭義）行政の大局的な目的や方向性を示すもの**

（広義）行政活動を便宜的に階層化すると（狭義の）政策、施策、事務事業の３層か
らなり、これらをすべて含めたもの**

プロジェクト／
事務事業

Project 往々にしてより広範なプログラムの枠内において、特定の資源と実施スケジュールに
より、特定の目標を達成するために計画された、ある一つの開発行為*

（施策を実現するための具体的手段**）

（政策を実現するための具体的手段**）

プログラム／
施策

Program 特定の地球規模、地域別、国別、またはセクター別の開発目標を達成するために整理
された一連の行為*

結果 Result ある開発行為における（意図的または意図されていない、建設的かつ／または望まし
くない）アウトプットやアウトカム、またはインパクト（あるいは長期的効果）*

業績測定 Performance 
Measurement

設定された上位目標に対する開発行為の業績を評定するための体系*

業績評価 Evaluation of
Performance

ある組織に対し、その業務運営の効率性や事業効果等を短期的かつ中期的な見地から
評定する目的で外部機関により実施される評価

プロジェクト／
事務事業評価

Project
Evaluation

往々にしてより広範なプログラムの枠内において、特定の資源と実施スケジュールに
より、特定の目標を達成するために計画された、ある一つの開発行為に対する評価*

プログラム／
施策評価

Program 
Evaluation

特定の地球規模、地域別、国別、またはセクター別の開発目標を達成するために整理
された一連の行為に対する評価*

（ある特定の施策／プログラムを効率性や目的の達成度の観点から評価する手法**）

結果重視
マネジメント

Results-Based 
Management
(Performance 
Management)

業績とアウトプット、アウトカム、かつインパクトの達成に焦点を当てた管理（ある
いはマネジメント）戦略*

政策評価 Policy
Evaluation

（狭義の）政策に関する実態分析、政策判断の是非に関する評価***

Public Sector /
Administrative
Evaluation)

行政機関の活動を何らかの統一的な視点と手段によって客観的に評価し、その評価結
果を行政運営に反映させること**

アウトカム Outcome ある行為のアウトプットにより達成されると見込まれる、あるいは達成された短期的
かつ中期的な効果*

（施策や事業などの行政活動の実施によってもたらされる効果**）

日本語句 英語句 定　　　義

出所：*    The DAC Working Party on Aid-Evaluation（2002）
**   行政評価クリアリングハウス「用語集」（2003年3月31日アクセス）
*** 上山（2002）

注１：アウトプット、アウトカム、プロジェクト、プログラム、プログラム評価については、比較のため
「Glossary of Key Terms in Evaluation and Results Based Management」と行政評価クリアリングハウス
の「用語集」からのものを併記しており、前者に関しては開発援助、後者に関しては行政活動という側面
に焦点が当てられている。

注２：プロジェクト、プログラムに関しては、それぞれプロジェクト評価、プログラム評価の定義からの抜粋で
ある。
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測定と実務上の一つの機能としての「評価」を後に区別して考えることが重要となるため、混乱

を避けるためにも評価という語を用いないこととした。また、「業績評価」に関しては、「業績測

定」と便宜上区別するため、独立行政法人を対象に主務府省の独立行政法人評価委員会が行う外

部評価を想定して意味を限定した上で、筆者自ら定義付けを行った。なお、「業績」に関しては、

米国連邦議会附属の会計検査院（U.S. General Accounting Office: U.S.GAO）が定めるように、

一般的には、①インプット、②労働負荷または活動水準、③アウトプットまたは最終製品、④製

品やサービスのアウトカム、⑤費用対アウトプットの効率が含まれる28。しかしながら本稿では、

DAC/WP-EVの定義に従い、インパクト、アウトカム、アウトプットを含む結果の達成度という

側面を重視するなど、より限定的な意味において同語を用いており、上述した広義の意味におい

て「業績」を用いない。

プログラム評価に関しては、広義では「行政活動をプログラム（施策）単位でとらえ、プログ

ラムを対象として実施される評価全般のこと」29を一般に指すことがある。本稿では基本的にこの

意味において「プログラム評価」を用いないが、広義の意味において用いている場合にはその旨

を明記している。

１‐６　本調査研究の全体構成と概要

本稿の全体構成は、以下のとおりである。第１章に続く第２章では、本調査研究におけるアプ

ローチを述べる。第３章では、本稿の全編において理論的なよりどころとなるNPMの考え方に

ついて概観する。ここでは特に、業績や結果指向といった概念が重要となる。

第４章では、NPMの考え方に基づき、まず、近年の日本の行政における政策評価制度および

独立行政法人制度について概観・検証した後、主に理論的側面から日本のODA事業における政

策評価の導入、およびJICAの独立行政法人化との関連におけるODA政策のあり方に関して考察

する。ここでの議論は後に、JICAにおけるRBM確立の前提となる戦略計画策定のあり方につい

て考察する際に重要となる。

第５章では、二国間および多国間援助供与機関におけるRBM導入の現状について検証する。

ここでは、RBM導入の動きが早くから見られた一部の機関を扱っており、その中でも特に、先

駆的存在といえるUSAIDにおける動向に注目する。

第６章では、RBMにおける一つの機能としての「評価」の役割に着目し、まずJICAにおける

評価活動一般について概観した後、業績測定との関連における評価の役割について考察する。次

に、本稿の結論として、JICAにおけるRBMの確立および業績測定の導入に関して、筆者の個人

的見解のもとでの今後の方向性を提示する。

第７章では、本調査研究の結論として、本研究の摘要、研究遂行上における限界と今後の課題

を述べる。

28 古川（2000a）pp. 64-65。なお、詳細に関しては後述。
29 行政評価クリアリングハウス「用語集」（2003年３月31日アクセス）。なお、ここでもやはりU.S.GAOが定める
ところのプログラム評価が想定されているものと理解される（詳細に関しては後述）。
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２．本調査研究におけるアプローチ

２‐１　資料収集方法

本調査研究では、必要とする情報の内容に応じさまざまな方法で資料収集している。NPM関

連の情報は、主に既存の出版物とそれらのレビューにより入手した２次資料に基づいている。日

本の行政における政策評価制度および独立行政法人制度に関しては、主に中央府省がインターネ

ット上で公表している資料や、国立大学図書館に所蔵されている資料等を利用している。ODA

関連の情報は、ODA白書等の一般出版物や、外務省がホームページ上で公表している資料に基

づいている。

JICA関連の資料は、JICA年報等の一般出版物や、JICAがこれまで図書館やホームページを通

じて一般公開してきた資料のほかに、調査研究の過程で提供を受けるなどして収集した資料、関

連各種セミナーに出席した際の資料等を用いている。また、必要に応じて、JICA職員を対象と

したインタビュー調査や、E-mailを用いたアンケート調査を行う機会を得ており、その際に得た

情報にも基づいている。

他のドナー機関におけるRBMの国際的潮流に関しては、主にOECD/DACがホームページ上で

公表している資料と、関連各種セミナーにおいて入手した資料等に基づいている。これらのドナ

ー機関の中でも事例研究的に取り上げているUSAIDの動向に関しては、筆者自身が過去に行っ

た別の研究において、USAID職員に対するインタビュー調査を実施した際に得た情報、その際

に収集した資料に基づいている。

２‐２　各論における視点

本調査研究で扱う事項のうち、政策評価制度および独立行政法人制度に関しては理論面から検

証しており、特に後者に関しては、NPMの考え方に基づき検証を行っている。また、日本の

ODA事業における政策評価導入に関しては、理論面と実務面の両面から論じている。一方、二

国間および多国間援助供与機関におけるRBM導入の現状については、実務面での検証に基づき、

その過去の経験から教訓を導き出すことを目的としている。JICAにおける評価活動一般につい

ては実務面から論じており、またRBMの確立および業績測定の導入に関しては、前章までの議

論に基づき、実際的な見地から今後の方向性を提示することを目的としている。

２‐３　実地調査における方針

本調査研究では全般的に社会科学的な視点から調査を進めており、実地調査としてインタビュ

ーとアンケート調査を実施した。これらの調査に関しては、本調査研究における議論の材料とし

て必要な情報を得るという目的のもと、基本的にすべて自由回答方式（Open-Ended Questions）

の方針により行っており、統計処理等をすることを目的としているものではない。
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３．新公共管理／ニュー・パブリック・マネジメントの潮流

第３章では、本稿のテーマと深く関連し全編において理論的なよりどころとなる新公共管理／

ニュー・パブリック・マネジメント（NPM）の考え方について概観する。NPMは、日本におけ

る行政改革においても基幹をなす部分であり、本稿においてはまずその概念を理解することが非

常に重要となってくる。なお、本章での記述の多くは主に大住荘四郎「ニュー・パブリック・マ

ネジメント－理念・ビジョン・戦略」に依拠する。

３‐１　NPMの特徴

NPMの潮流は、1960年代に米国において民間企業により開発されたPPBS（Planning,

Programming and Budgeting System）の流れを汲み30、1980年代半ばから、主に英国・ニュー

ジーランドで形成された、行政部門に民間企業の経営理念・手法を導入する行政運営理論を主な

源泉とする31。大住によると、このNPMの考え方を中核とした公的部門の改革の動きは、「マク

ロ経済の停滞による『政府機能』の見直し」と、「経済の成熟化に伴う行政サービス需要の増

大・多様化への経営形態の刷新」を契機としている32。当初は公的部門の民営化に重点が置かれ

ていたのが、1990年代になると行政システムの包括的な変革にその焦点が移り33、1990年代半ば

までには米国や北欧諸国へと波及し、さらに現在ではドイツや南欧諸国、さらに日本を含めた他

のOECD加盟国にも急速に波及しつつある34。

NPMの考え方は、各国での実際の行政実務における改革の経験に基づき形成されてきたため、

国によってその具体的内容に差異がみられるが35、NPMの特徴を大まかに要約すると、①行政へ

の契約型システム導入による組織の変革、②フィードバック機能を伴う経営管理サイクルにおけ

る結果（Results）の重視と責任所在の明確化、③顧客主義とアカウンタビリティの重視とされ

るであろう。すなわち、NPMの考え方のもとでは、「行政の機能をより細分化し、行政サービス

の執行にかかわる部門を企画・立案あるいは管理部門から切り離し、可能な限り『契約型』シス

テムへと置き換える」36ことで組織が統制しやすくなる。ここでいう契約型システムとは、管理を

容易にする目的で機能ごとに細分化された個々の業務に関して、数値目標の設定と同時に予算編

30 PPBSとはplanning（計画策定）‐programming（施策作成）‐budgeting（予算編成）‐system（制度）を表し、
その意味は「合目的的な予算編成を行い、さらにそれに従って政策実績の評価を行うためのシステム」を指す
（上野（2001）pp. 22, 42）。PPBSに関しては、同文献などを参照されたい。

31 大住（1999）p. 1
32 Ibid., p. 35
33 Ibid.
34 Ibid., p. 81. なお、NPMにおいてはその政策モデルによりいくつかの類型化が可能であり、「NPM」のほかにも
さまざまな呼称が存在するが、OECD、IMF、世界銀行等の国際機関はそれらの相違をあまり重視せず、「…経
営学的なアプローチを重視した公的部門改革をニュー・パブリック・マネジメントと総称」すると大住は指摘
しており、同文献においてもそうした広義の概念を用いている（Ibid., p. 4）。本稿においては、同概念に準ず
る。

35 上山・玉村・伊関（2000）p. 208
36 大住（1999）p. 36
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成が行われ、目標達成に向けて予算執行や人員配置など「経営資源」に関する各マネジャーの裁

量が拡大されるシステムを指す37。ここでは、行政サービスの業務に関する企画立案部門と執行

部門との間に契約概念が成立することになる38。

この契約型システムにおける経営資源管理では、フィードバック機能を伴うマネジメント・サ

イクルが導入される。これは、行政活動をサイクルととらえ、業績（Performance）目標の設定、

業務の執行、業績の評定の流れに沿って事業を行い、その結果を次の目標設定にフィードバック

するというシステム39であり、旧来型の手続き重視、前例重視の行政システム40とは異なり、これ

までの法令や規則に基づいたプロセス管理の重視から脱却し、個々の業務においてプロセスの自

由度を高める代わりに、業績ないし結果による管理を徹底するという特徴41を有する。換言する

と、ある目的についてあらかじめ設定された明確な数値目標に基づき、その達成の度合いを結果

に基づいた評定、すなわち業績測定（Performance Measurement）42を行い、さらにその測定結

果を新たな目的の目標設定につなげることで、行政活動の管理統制が行われる43。つまり、契約

型システムにおける経営資源管理は「業績」「結果」により統制される44こととなり、その「契約

履行に係る責任の所在は極めて明確」45となる。

また、この新しい行政システムにおいては、「権限の委譲とひきかえに生じる結果に対する説

明責任」46、すなわちアカウンタビリティという概念が重視される。行政活動をサービスととらえ、

税負担する住民をサービスの顧客と見なす顧客主義47のもとでは、サービスを提供する行政側が

住民のニーズを的確にとらえた上で活動を行い、その結果を住民に説明する義務を担う。その一

37 Ibid., pp. 36-37
38 大住によると、契約型モデルのパターンは、行政の財・サービスの属性との関連において数種類存在する
（Ibid., p. 3）。詳細に関しては論旨から外れるためここでは触れないが、例えば同文献を参照されたい（Ibid.,
pp. 45-56）。

39 Ibid., pp. 4-6, 36-37
40 龍・佐々木（2000）pp. 128-129
41 大住（1999）p. 37
42 古川によると、米国における「業績」の一般的な定義は、U.S.GAOが定めるとおり、①インプット、②労働負
荷または活動水準、③アウトプットまたは最終製品、④製品やサービスのアウトカム、⑤費用対アウトプット
の効率とされる（古川（2000a）pp. 64-65）。しかしながら本稿では、DAC/WP-EVの定義に従い、インパクト、
アウトカム、アウトプットを含む結果の達成度という側面を重視している。前者を仮に「（広義の）業績」と
すると、近年、米国での行政改革の契機となったGRPAの制定（後述）にも関連して、（広義の）業績測定に
（評価手法としての広義の）プログラム評価が含まれると古川は主張する。すなわち、「評価」とはNPMにおい
て業績という概念が注目されるようになる前から存在し、もともと「…定性的な議論が支配的」なプログラム
評価（Program Evaluation）を指していた（Ibid., pp. 65-67）。しかしながら一方で、プログラム評価と業績測
定は概念上区別して考えるべきであると述べており、プログラム評価は「…ある特定の事業について個別にま
た深くその結果を、事前または事後に測定するもの」、業績測定は「業績管理の前提」として「事業の達成度
合の常時監視と報告」に主眼を置く手法と説明している（Ibid.）。ただし、本稿では冒頭において述べたよう
に、これら両者に関してはそれぞれ、より限定的な意味において定義付けしており、ここで述べる広義での業
績測定とプログラム評価は基本的に扱わない。

43 龍・佐々木（2000）pp. 126-129
44 業績ないし結果により統制される管理システムは、英語では一般にResults-Oriented Management、
Performance- Oriented Management、Results-Based Managementなどと呼ばれている（龍・佐々木（2000）
p. 130）。本稿では、「結果重視マネジメント」に統一する。

45 大住（1999）p. 37
46 Ibid., p. 96
47 Ibid., p. 1
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方で行政は、政策の執行権限を委譲されている議会に対しても説明責任を負う48。そのため、行

政での予算の執行および業績に関する情報（以下、業績情報）の開示が進むことになる49。また、

行政側に対し、「第三者的」機関による業績に関する評価、すなわち業績評価（Evaluation of

Performance）が併せて行われる50。

３‐２　RBMにおける業績測定の意義

行政システムを、

の流れと見なした52とき、前述の「あらかじめ明確に設定されていた数値目標の達成の度合い

を測る」という業績測定の概念に基づくと、結果重視マネジメント（RBM）における業績測定

というのは、アウトプットおよびアウトカムの部分に関する評定ということになる。ここでアウ

トプットとは「行政体系が社会に提供する財・サービスの産出量」53、またアウトカムとは「施策

や事業などの行政活動の実施によってもたらされる効果」54、あるいは「ある行為のアウトプット

により達成されると見込まれる、あるいは達成された短期的かつ中期的な効果」55と定義される。

従来の行政システムにおいては、投入からアウトプットまでの部分に関して目標値を設定し、ア

ウトカムに関しては管理可能な範囲外としていた。しかし、RBMでは、アウトカムに関しても

具体的数値を用いた業績測定を行うことで、アウトカムから企画・立案部門へのフィードバック

に重点を置く56。

ここで重要となるのは、戦略計画策定（Strategic Planning）の概念である。戦略計画策定と

は、組織が自らの使命（Mission）、つまり誰のために何をするのかといった、その存在理由を明

確にした上で、使命をより具体化した目的（Goals）や、目的を達成するために期待されている

成果、いわゆるアウトカムを達成目標（Objectives）として表し、その達成度を測定するための

業績指標（Performance Measures）を設定する57ことを指す。

このことをふまえると、RBMにおける業績測定の本来の意義は、アウトカムとアウトプット

使命（Mission）－目的（Goals）－達成目標（Objectives）－業績指標（Performance Measures）

投入（Inputs）→　活動（Activities）→　産出（Outputs）→　成果（Outcome）51

48 Ibid., p. 96
49 Ibid., p. 37
50 Ibid. なお、本稿では意味上の混乱を避けるため、「業績測定」と「業績評価」を明確に区別して用いる。
51 業績（Performance）や結果（Results）との混同を避けるため、本稿では以下において、産出（Outputs）を
アウトプット、および成果（Outcome）をアウトカムとする。

52 龍・佐々木（2000）p. 130
53 行政評価クリアリングハウス「用語集」（2003年３月31日アクセス）
54 Ibid.
55 The DAC Working Party on Aid-Evaluation（2002）p.28（邦訳は筆者）
56 国によってはその適用状況に違いがあり、例えば米国ではアウトカムにおける数値目標の達成のみ重視し、ア
ウトプットに関しては原則としてほとんどあるいは全く重視しないが、その一方でアウトプットとアウトカム
を共に重視している国も見られる（龍・佐々木（2000）p. 130）。

57 上山（2001）p. 20 
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に関して定められた数値目標の妥当性や整合性を前提とした上で、策定された戦略計画

（Strategic Plan）の内容に照らし合わせてアウトカムおよびアウトプットの評定を行うこととい

える。実際、例えば英国や米国の自治体や中央政府では一般に、行政機関の長が自らの機関の評

価を行う際に、業績測定を標準手法として採用し、その結果をサービスの顧客である住民に公表

する際には、必然的に戦略計画も併せて用いられる58。

３‐３　行政における業績測定の役割：プログラムとプロジェクト

ところで、行政側から見た行政機能を大別すると、政策－施策－事務事業の３層構造となる59。

なお、ここでは、政策はポリシー（Policy）、施策はプログラム（Program）、事務事業はプロジ

ェクト（Project）とほぼ同義と考えてよい60。この縦の構造からなる行政機能において、業績測

定がどう行われるかに関しては、アウトプットとアウトカムの意義との関連において、それぞれ

の階層における機能の違いを考慮する必要がある。前述した戦略計画の内容および行政システム

の流れを見ると、使命と目的がポリシーの階層に、達成目標がプログラムの階層にそれぞれ対応

しており61、達成目標を実現するために設定されたプログラムの枠内においてプロジェクトが実

施され、プロジェクトでは投入を伴ったさまざまな活動が行われる。すなわち、明確化された政

策体系において、政策を具現化したプログラムが重視され、その中でのプロジェクト実施のあり

方が問われる。これらのプログラムあるいはプロジェクトを通じて提供された生産物、資本財、

サービスをすべて包括したものがアウトプットであり、これは行政のコントロールの範囲内であ

る一方、達成目標として表されている実現すべきアウトカムとは、ターゲットグループや社会の

変化を表し、行政のコントロールの範囲外とされる62。

これらのことをふまえた上で、行政事業実施の際には、行政サービスの受益者としての対象グ

ループや社会の変化に重点を置くという意味において、アウトプットよりもアウトカムの達成状

況がより重視されるという立場に立つと、RBMにおける業績測定の実施にあたっては本来、行

政活動における新たな業績目標の設定へのフィードバックを視野に入れた、既存の戦略計画の枠

組みの中での、個別のプロジェクトよりもプログラムに焦点を当てたアウトカムの評定が重視さ

れよう。この場合の業績とはすなわち、戦略計画における達成目標の中で設定された定量的指

標・目標値に基づいた業績を指す。一方、実際には、業績測定においてアウトプットの達成状況

に関する評定も含まれることが少なくないが、この場合の業績とは、主にプロジェクトが念頭に

置かれた際の達成目標において設定された定量的指標・目標値に基づいた業績ということにな

58 Ibid., p. 2
59 大住（1999）pp. 94-95：上山（1999）pp. 204-205
60 施策とプログラムに関しては、ニュアンス上の違いが存在するという指摘があり、上山によると、施策とは
「特定部局内で完結するルーティンの事業のことを指す」のに対し、プログラムとは「アドホックな組織横断
的な課題に対応した特定の『予算事業』を設定する単位」として使われることが多いとされる。さらに、事務
事業とプロジェクトの違いに関しても、事務事業のうち「事業」がプロジェクトと同義であり、「事務」はま
た別の概念であると考えることも可能である（上山（2002）p. 181）。本稿では、それらのニュアンスの違いを
厳密に区別することが必要な場合はその旨を明示し、それ以外の場合は基本的には同義とする。

61 米国行政学会・行政経営センター（2001）p. 19
62 三好・他（2003）pp. 46-47。 行政評価クリアリングハウス「用語集」（2003年３月31日アクセス）
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る。ただし、NPMの考え方に基づいた業績測定とは、上述した理由から一般に、施策レベルで

のアウトカムの評定に重点を置くことが想定されると理解できよう。

３‐４　会計システムの改革

NPMにおける行政の業績は、Economy、Efficiency、Effectivenessの３つの項目（３E）を用

いた評定により表される。ここで、Economyは「投入のロスを最小限に抑えること」、Efficiency

は「アウトプットの極大化を図ること」、Effectivenessは「アウトプットを通じてアウトカムを

改善すること」とされる63。EconomyはEfficiencyに含めて論じられることが多いとされるが64、

結果重視マネジメントにおいてアウトプットを対象とする場合にはEfficiency、アウトカムを対

象とする場合にはEffectivenessがより重視されるものと想定できる。

公的部門の会計システムに関しては、民間部門の経営手法を適用させることにより、上述した

3Eの観点から活性化・効率化を図ることが重要となってくる。例えば、これまで日本の財政統計

では「会計年度の現金の収支を原則とする」会計方式、すなわち現金主義により公的部門独自の

体系が維持されてきた65。その一方で、民間部門の会計制度は「各会計年度ごとの収益と費用を

正確に測定する」会計方式66、すなわち発生主義に基づいており、これら２つの部門における会

計基準は大きく乖離しているとされる。

現金主義の限界として、①議会の議決に沿い、予算が執行されることが最重要課題であるため、

資金フローの収支が均衡していることが翌年度以降の予算の積算根拠となり、その結果、あくま

で項目ごとの単年度の実際の収支が重視される。そのため、個々の事業予算の節約、執行の効率

化、事業の効果などが重視されない点、②社会資本ストックに関する資産評価では、取得価格や

処分価格が重視されるため、資産価格の変動や減価償却が常に正確に計上されるとは限らず、そ

の結果、実物資産が適正に評価されなくなる点、③資産と資金フローの管理が別々にされており、

減価償却としての資本コストが計上されないことで、フローとストックの関係が極めてあいまい

になってしまう点、等が挙げられる67。

これに対して、発生主義への転換により、①行政運営の正確なコスト計算や事業別コスト計算

が可能となり、業務単位と会計単位の細分化、マネジメントの小単位化等のダウンサイジングと

分権化により、「契約型システム」の導入が促進される点、②そのようなシステムでは、明確な

業績目標の設定、経営における裁量の拡大、業績測定システムの導入等が可能になり、効率性が

追求される点、③これまでの執行プロセス重視から、業績に対するアカウンタビリティ重視への

転換により、行政情報や予算・財政情報等に関する情報公開が促進される点などのメリットがあ

るとされる68。

63 大住（1999）p. 82
64 Ibid.
65 Ibid., pp. 115-116
66 石原（1999）pp. 117-118
67 大住（1999）pp. 117-121
68 Ibid., p. 125
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現金主義システムでは一般に単式簿記が採用され、ここでは現金フローの理由付けにのみ焦点

を当てた記帳が行われている。その一方、発生主義システムにおいては経済価値の変動を認識し

それを記帳の対象とするため、一般に複式簿記が採用され、財務諸表が作成される。これは、費

用・利益と収益の関係を示した「運営計算書（損益計算書）」、資産と負債・資本の関係を示した

「貸借対照表（バランス・シート）」の２つの決算書を基本とするが、近年では現金フローを示し

た「資金収支計算書」を加える傾向にある69。

実際、英国や米国、ニュージーランド等の政府会計において、より効率的な予算の執行を図る

目的のもと、発生主義が既に導入されており70、先進国においてごく最近まで政府や地方自治体

で貸借対照表が作成されてこなかったのはドイツと日本だけという指摘71もなされている。

３‐５　行政機能における業績測定の位置付け

これまで見てきたように、施策・事務事業レベルでのアウトカムおよびアウトプットに関する

業績測定を想定すると、測定結果のフィードバック機能が有効であることを前提とした場合、行

政のマネジメント・サイクルの中で非常に重要な役割を担う。しかしながら、ここで留意すべき

なのは、行政が実際に業績測定を行う際、実施すること自体を目的とすべきではないという点で

ある。本来大事なのは、既存の政策の枠組みの中で、新たな施策および事務事業の策定に業績測

定の結果を還元することである。それを行うためには、まず政策の明示化が大前提となる。

ここで、測定結果をもとにした検証により、政策・施策・事務事業の整合性に問題点が見いだ

された場合は、それぞれを策定し直すことで、最終的には、政策、施策、事務事業それぞれの因

果関係を含めた政策体系全体が変更されるべきである。しかし、本来のフィードバック・システ

ムの目的は、既に決定された政策の枠組みの中での施策とその中での事務事業の再設定、すなわ

ち施策・事務事業レベルにおける新たな業績目標の設定であり、さらにその機能は、行政活動に

おける経営資源管理を業績ないし結果により統制することである。すなわち、フィードバックの

主な影響範囲はあくまで施策・事務事業レベルに限定され、政策の変更に関しては実際上、政治

レベルでの意思決定が必要となるため、主目的ではない。この意味において、政策評価（Policy

Evaluation）72と施策／プログラム評価は全く別のものであり、政策、施策、事務事業という３層

構造からなる行政機能全体の枠組みの中で見た場合、業績測定は単なる一つのツールでしかな

い7
　
3といえよう。

以上、行政における業績測定の特徴を要約すると、①行政機関の使命および目的等、戦略計画

69 石原（1999）pp. 120-124
70 会計制度に加え、予算制度への発生主義の導入の是非に関しては国によって状況がさまざまであり、例えば英
国とニュージーランドでは予算編成も発生主義への転換が図られている（大住（1999）pp. 122-127）。なお、
予算制度を発生主義に基づく会計制度とどのように調和を図るかという問題に関しては、本稿の趣旨から外れ
るためここでは扱わない。

71 石原（1999）p. 193
72 上山によると、「（Policy Evaluationとしての）政策評価」とは本来、「…議会と閣僚が執行部門に命じて、ある
いは第三者の協力を得て行う実態分析であり、政策判断の是非を評価すること」を指す（上山（2002）p. 30）。

73 上山（1999）p. 189
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を含めた政策の明示化の前提、②施策レベルにおける新たな業績目標の設定と、人員や予算等、

経営資源管理の業績ないし結果による統制のためのフィードバック機能、そして③NPMの考え

方に基づいた一つのツール、となる。つまり、行政に業績測定を導入する際には、施策・事務事

業レベルにおいてどのように結果指向を取り入れるかということ、すなわち、業績目標を具体的

な指標を用いてどのように設定するかということにより焦点を当てるべきであり、行政機関の使

命や目的が明確でなかったり、あるいはフィードバック・システムが機能していない場合には、

業績測定実施の有効性が薄れてしまう。前述したように、業績測定はそれ自体を目的とするので

はなく、あくまでRBMを確立するための一つのツールでしかない、ということを明確に認識し

ておく必要がある。
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４．日本における近年の行政改革：政策評価制度および独立行政法人制

度導入

本章では、第３章で概説したNPMの考え方に基づく結果指向および業績測定の意義をふまえ

つつ、JICAにおける結果重視マネジメント（RBM）の確立との関連において、日本の行政改革

において導入された２つの制度、すなわち、日本の行政における政策評価制度および独立行政法

人制度に関して検証する。

まず前者に関しては、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」の施行に先だって公表され

た「政策評価に関する標準的ガイドライン」を概観し、日本の行政における政策評価制度導入の

現状をふまえた上で、その問題点について考察する。なお、ここでの政策評価における「政策」

とは、「（Policyとしての）狭義の政策」、「施策」、「事務事業」の３区分を包括する「（広義の）

政策」を意味する74。

次に後者に関しては、「独立行政法人通則法」を概観し、NPMの考え方に基づいて検証した後、

その特徴を述べる。最後に、これらをすべてふまえた上で、日本の政府開発援助における政策評

価の導入、およびJICAの独立行政法人化との関連におけるODA政策のあり方に関して考察する。

４‐１　日本の行政における政策評価制度導入

４‐１‐１　「行政機関が行う政策の評価に関する法律」制定までの経緯

1996年11月に施行された行政改革会議令75により、総理府において行政改革会議が継続的に開

催され、翌年12月に最終報告が公表された。その中で、政策評価制度の導入に関する提言が行わ

れ、また、1998年６月に成立した中央省庁等改革基本法において、中央省庁改革の基本方針の一

つとして政策評価制度の強化が盛り込まれた76。

1999年８月に発足した「政策評価の手法等に関する研究会」によると、政策評価制度の導入の

背景として、日本の行政における各方面からの「政策の実施効果に対する疑問」77や「行政の非効

率に対する批判」78、さらに昨今の「厳しい財政事情の下で、行政が利用する資源とその効果に対

する国民の関心の高まり」79が挙げられる。これらの状況において、「効率的で、かつ、成果重視

の政策運営を実現すること」80および「政策の在り方についての国民的議論を喚起すること」81を

74 ここでの「政策評価」は日本の行政において独自の意味で用いられている語句であり、「政策評価（Policy
Evaluation）」と同義ではない。本項では、特に注釈がない限り基本的に、総務省が定めるところの意味におい
て「政策評価」を用い、Policy Evaluationの意味で用いる場合にはその旨を明記する。詳細は本文中において
後述。

75 行政改革会議の所掌事務に関しては、「複雑多岐にわたる行政の課題に柔軟かつ的確に対応するため必要な国
の行政機関の再編及び統合の推進に関する基本的かつ総合的な事項を調査審議すること」とされている（首相
官邸「行政改革会議」（2002年12月24日アクセス））。詳細に関しては、同文献を参照されたい。

76 政策評価制度の法制化に関する研究会（2000）参考資料p. 3
77 政策評価の手法等に関する研究会（2000）p. 1
78 Ibid.
79 Ibid.
80 Ibid.
81 Ibid.
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目的とし、2001年１月の中央省庁等の改革に伴い、政策評価制度が全行政機関に導入されること

となった。また同月には、同研究会が準備段階から中心となって作成された「政策評価に関する

標準的ガイドライン」（以下、同ガイドライン）が公表された。そして、2002年４月、「行政機関

が行う政策の評価に関する法律」が施行された。

同ガイドラインは、「政策評価制度の全政府的な取組の指針」82として位置付けられている。さ

らに、その法制化に関しては、①政策評価の義務化、②政策評価の客観性の確保、③政策評価に

関する情報公開の義務化、の３点83に留意し、「政策評価に関する各府省共通のルールを定めるも

の」84と位置付けられている。以上のことをふまえ、本節では同ガイドラインに焦点を絞り、趣旨

を把握する目的のもと、その概要を述べる。

４‐１‐２　「政策評価に関する標準的ガイドライン」の概要

（１）政策評価の目的と概念

同ガイドラインでは、政策評価の目的として、①国民に対する行政の説明責任（アカウンタビ

リティ）を徹底すること、②国民本位の効率的で質の高い行政を実現すること、③国民的視点に

立った成果重視の行政への転換を図ること、の３点85を挙げている。さらに、政策評価の概念に

82 政策評価制度の法制化に関する研究会（2000）p. 2
83 Ibid.
84 Ibid. 
85 総務省「政策評価に関する標準的ガイドライン」（2002年10月16日アクセス）

表４‐１　政策評価制度に関する年表

年　月

1996年11月 行政改革会議令公布・施行

1997年12月 行政改革会議最終報告（政策評価の導入を提言）

1998年６月 中央省庁等改革基本法成立（中央省庁改革の基本方針として政策評価制度の強化が盛り込まれる）

中央省庁等改革に係る大綱（政策評価に関する大綱を提示）
総務庁行政監察局（当時）に政策評価等推進準備室を設置
国家行政組織法一部改正法、総務省設置法成立
総務庁行政監察局の研究会として「政策評価の手法等に関する研究会」発足

1999年１月
５月
７月
８月

政策評価の導入に向けた意見・論点の中間整理
同研究会による「政策評価の導入に向けた中間まとめ」公表
総務省組織令／政策評価・独立行政法人評価委員会令公布
政策評価各省庁連絡会議により「政策評価に関する標準的ガイドライン」案了承
総務庁長官の下に「政策評価制度の法制化に関する研究会」発足
（ガイドライン案の内容をふまえて）
「行政改革大綱」閣議決定
同研究会による「政策評価制度の在り方に関する最終報告」公表

2000年２月
６月

７月
９月
12月

「行政機関が行う政策の評価に関する法律」施行

2001年１月

９月

中央省庁等の改革
「政策評価に関する標準的ガイドライン」策定・公表（中間まとめの内容を基本として）
「行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令」公布

2002年４月

内　　　　　　容

出所：政策評価制度の法制化に関する研究会（2000）と政策評価の手法等に関する研究会（2000）を基に筆者作成。
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関して、以下のように記述86されている。

（２）政策評価の対象範囲

同ガイドラインにおいて、政策評価の対象としての政策は次のように区分87されている。

これらの３区分が、行政活動において「…一般に、相互に目的と手段の関係を保ちながら、全

体として一つの体系を形成して」88おり、また「…必ずしも３つの区分に明確に分かれない場合も

ある」89とされる。以上をふまえると、同ガイドラインにおいて用いられている「政策評価」の

「政策」が意味するのは、「政策（狭義）」、「施策」、「事務事業」の３区分を包括する「（広義の）

政策」であることが分かる。なお、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」第２条第２項で

は、「政策」の定義を、「行政機関が、その任務または所掌事務の範囲内において、一定の行政目

的を実現するために企画及び立案をする行政上の一連の行為についての方針、方策その他これら

に類するもの」90と定めており、政策評価の実施主体である中央府省（後述）にとっては、上記の

「政策（広義）」に対応している。

（３）政策評価の実施主体

同ガイドラインでは、政策評価の実施主体に関して以下のように記述91されている。

これらの２階層の評価のうち、まず各府省が行う政策評価に関しては、基本的には自ら行う

各府省は、政策を企画立案し遂行する立場からその政策について自ら評価を実施。総務省
は、評価専担組織の立場から各府省の政策について評価を実施。

「政策（狭義）」：特定の行政課題に対応するための基本的な方針の実現を目的とする行政
活動の大きなまとまり。

「施　　　策」：上記の「基本的な方針」に基づく具体的な方針の実現を目的とする行政活
動のまとまりであり、「政策（狭義）」を実現するための具体的な方策や対
策ととらえられるもの。

「事務事業」：上記の「具体的な方策や対策」を具現化するための個々の行政手段として
の事務および事業であり、行政活動の基礎的な単位となるもの。

中央省庁等改革に伴い導入される「政策評価」とは、「国の行政機関が主体となり、政策
の効果等に関し、測定または分析し、一定の尺度に照らして客観的な判断を行うことによ
り、政策の企画立案やそれに基づく実施を的確に行うことに資する情報を提供すること」
であり、「企画立案（plan）」、「実施（do）」、「評価（see）」を主要な要素とする政策の大
きなマネジメント・サイクルの中にあって制度化されたシステムとして組み込まれ、実施
されるものである。

86 Ibid. 
87 Ibid.
88 Ibid.
89 Ibid.
90「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（第２条）
91 総務省「政策評価に関する標準的ガイドライン」（2002年10月16日アクセス）
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「内部評価」を原則とする。これは、国家行政組織法第２条第２項および内閣府設置法第５条第

２項の「国の行政機関は、内閣の統轄の下に、その政策について、自ら評価し、企画及び立案を

行う」という規定に準拠し、その意義として、①行政課題の把握しやすさ、②所掌する政策に関

する情報・データの入手しやすさ、③自らの政策形成能力の向上が挙げられている92。内部評価

を重視する一方で、政策評価において「…高度の専門性や実践的な知見が必要な場合等にあって

は、必要に応じ学識経験者、民間等の第三者等を活用」93、すなわち、第三者による「外部評価」

を行うのが有益であるとされている94。

なお、各府省の政策評価担当組織は、政策評価の企画立案、評価状況や結果の公表等の役割を

担い、また、同ガイドラインに沿って、政策評価の目的、実施体制、一般基準、方式、政策への

反映に関する見解等の基本的事項を規定した実施要領および、実施要領をふまえた上で政策評価

の具体的な運営方針を策定することとされる95。

総務省が各府省の政策について行う評価に関しては、総務省行政評価局が評価専担組織となり、

各府省の政策に関する統一性および厳格な客観性の担保という目的96で、（政策評価を除く）行政

評価・監視97が行われる。また、総務省は、各府省における政策評価の実施要領と運営の方針と

して策定した同ガイドラインに関して、必要に応じて適宜見直しを行うとともに、各府省の情報

交換の場としての「政策評価各府省連絡会議」を開催する役割を担う98。

さらに、政策評価・独立行政法人評価委員会が第三者機関として総務省に設置され、その機能

は「…総務省の政策評価の中立性及び公平性を確保するため、総務大臣の諮問に応じ、総務省が

行う政策評価の計画、実施状況、主要な勧告等を調査審議するとともに、これに関し、総務大臣

に意見を述べる」99とされる。なお、総務省は一府省として他の府省同様、自らの組織において政

策評価を行う。

（４）政策評価結果の反映と公表

同ガイドラインでは、各府省が政策評価の結果を、定員等を含む予算要求や、法令等による制

度の新設・改廃、および各種中長期計画の策定等、政策の企画立案へ反映させることが重要であ

り、そのために、当該政策の企画立案部門への通知等、必要な措置を講ずることを規定すべきと

されている100。特に、予算に関して、「政策の実現は、最終的には多くの場合、予算によって担

92 政策評価の手法等に関する研究会（2000）p. ６
93 総務省「政策評価に関する標準的ガイドライン」（2002年10月16日アクセス）
94 Ibid.
95 Ibid.
96 これらの評価は、前者は統一性評価と総合性評価、後者は客観性担保評価と呼ばれ、例えば、2002年度、2003
年度の２ヵ年に「経済協力（政府開発援助）」が総合性評価のテーマの一つとして設定されている（総務省
「行政評価等プログラム」（2002年12月13日アクセス））。
97『総務省設置法においては、政策評価を含めた各行政機関の業務の実施状況の評価及び監視を表す語として、
「行政評価等」が用いられている。これは、「政策評価」と「政策評価を除く行政評価・監視」の両者を併せた
概念である。「政策評価を除く行政評価・監視」機能は、各行政機関の業務の実施状況について、主として合
規性、適正性、効率性（能率性）等の観点から総務省が独自に評価・監視し、業務運営の改善を図るものとさ
れている』（政策評価の手法等に関する研究会（2000）p. ５）。

98 Ibid., p. 10
99 Ibid., p. 11
100 総務省「政策評価に関する標準的ガイドライン」（2002年10月16日アクセス）
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保されるもの」101という見地から、評価結果が予算要求の段階で適切に反映されるべきとされる

一方で、財政当局は予算編成の過程において、評価結果の適切な活用を図るよう努めることとさ

れている102。

また、国民に対する説明責任という観点から、各府省および総務省は、「…評価の結論だけで

なく、評価の際に使用した仮定等の前提条件、評価手法・指標、データ、学識経験者の意見等評

価の過程を含めて可能な限り具体的に公表」103するとされている。この根拠となっているのが、

1998年に施行された中央省庁等改革基本法第29条第３号の「政策評価に関する情報の公開を進め

るとともに、政策の企画立案を行う部門が評価結果の政策への反映について国民に説明する責任

を明確にすること」104という規定である。

その一方で、1999年度に施行された「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」の考え方

に基づき、公表することにより国および公共の安全を害する情報や個人のプライバシー、企業秘

密に関する情報等の取り扱いに関しては、適切に対応することとされる105。また、「行政機関が

行う政策の評価に関する法律」において、政府は、「…立法府の的確な国勢調査活動等に資する

観点から」106、政府全体の政策評価の実施状況や、評価結果および政策への反映状況等について、

年に一度、報告書を作成し国会に提出することが規定されている。

（５）政策評価の基本的方針

同ガイドラインでは、評価の観点および一般基準として、以下の５点が挙げられている107。

各府省および総務省は、これらを基本としつつ、評価の目的、評価対象の性質等に応じて合理

的に評価を実施することとされている108。また、標準的な評価の方式として、①事業評価、②実

績評価、③総合評価の３つ109を挙げている。詳細は以下のとおりである。

「必要性」：目的の妥当性や行政が担う必然性があるかなど
「効率性」：投入された資源量に見合った結果が得られるかなど
「有効性」：期待される結果が得られるかなど
「公平性」：政策の効果の受益や費用の負担が公平に分配されるかなど
「優先性」：上記観点からの評価をふまえ、他の政策よりも優先的に実施すべきかなど

101 政策評価制度の法制化に関する研究会（2000）p. 17
102 総務省「政策評価に関する標準的ガイドライン」（2002年10月16日アクセス）
103 総務省「政策評価に関する標準的ガイドライン（概要）」（2002年10月16日アクセス）
104 「中央省庁等改革基本法」第29条を参照されたい。
105 総務省「政策評価に関する標準的ガイドライン」（2002年10月16日アクセス）
106 政策評価制度の法制化に関する研究会（2000）p. 20
107 Ibid.
108 Ibid.
109 Ibid.
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評価の対象との関連に関して、事業評価においてはその名のとおり、事務事業を中心とした評

価であり、実績評価では施策、総合評価では政策（狭義）や施策を中心とした評価とされている。

また、評価の時点に関して、事業評価では主に、事前の時点での評価および途中や事後の時点で

の検証、実績評価では主に、事後の時点での評価および途中の時点における継続的な実績測定、

そして、総合評価では、途中の時点での評価とされている110。

特に、ODA事業の事業評価に関しては、「…既存の評価の取組をふまえつつ、評価内容の充実、

評価の透明性の向上など評価の取組の一層の改善・充実を図る」111とされており、その具体的方

針について、政策評価の手法等に関する研究会によると、「…これまでの事後の時点での評価に

加えて、事前の時点での評価や途中の時点での検証の仕組みを構築し、事前から事後の時点まで

の一貫した評価の確立を図っていく」112、すなわち、事前評価の体制を強化するのと同時に、こ

れまで十分に評価が行われてこなかった技術協力事業の一部などのODA事業に関する評価のあ

り方を検討するとされている113。

４‐１‐３　「政策評価に関する標準的ガイドライン」の検証

前述したように、同ガイドラインにおいて、政策評価はマネジメント・サイクルの中にあって

制度化されたシステムとして組み込まれ、実施されるものとして述べられており、政策評価制度

の導入は、日本の行政における一連の改革に向けた動きの一つと位置付けられることからも明ら

かなように、その本来の目的は政策評価を実施すること自体ではなく、行政におけるマネジメン

トの改善であることにまず留意すべきである。

（１）政策評価の目的と概念、対象範囲、方式

同ガイドラインにおける政策評価の概念によると、評価の対象である「政策」とは、（狭義の）

政策、施策、事務事業の３区分からなる「（広義の）政策」とされている。ここでの政策評価は、

いわゆる「政策評価（Policy Evaluation）」とは異なり、前述の評価方式の３分類を見ると、事

業評価は事務事業評価ないしプロジェクト評価（Project Evaluation）、実績評価は施策レベルの

業績測定（Performance Measurement）、総合評価はPolicy Evaluationとしての政策評価、かつ

「事業評価」：事務事業を中心に事前の時点で評価を行い、途中や事後の時点で検証を行
うことにより、行政活動の採否、選択等に資する情報を提供することを主眼。

「実績評価」：行政の幅広い分野において、あらかじめ達成すべき目標を設定し、それに対
する実績を測定しその達成度を評価することにより、政策の達成度合いにつ
いての情報を提供することを主眼。

「総合評価」：特定のテーマを設定し、さまざまな角度から掘り下げて総合的に評価を行い、
政策の効果を明らかにするとともに、問題点の解決に資する多様な情報を提
供することを主眼。

110 Ibid.
111 総務省「政策評価に関する標準的ガイドライン」（2002年10月16日アクセス）
112 政策評価の手法等に関する研究会（2000）p. 36
113 Ibid.
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施策評価ないし（狭義の）プログラム評価（Program Evaluation）にほぼ対応していることが分

かる。すなわち、同ガイドラインにおける政策評価とは、これら４つの評価を包括したものと考

えられる。

しかしながら、これらいくつもの異なった方式の評価をまとめて政策評価と称するのは、その

語句の本来の意義、すなわち「（Policy Evaluationとしての）政策評価」の意味との乖離から考

えると適当とはいえないという指摘がある114。実際に、現場の実務者や研究者の間において語句

使用が混同される115など、日本の行政への業績測定の導入において少なからず混乱が生じたこと

と全く無関係ではない（後述）。前述したように、総務省は独自に政策評価と行政評価の定義を

定めているが、この「行政評価」は、総務省が各行政機関を監視するための評価活動、という意

味合いが強い。

（２）政策評価の実施主体と結果の公表

日本の行政における政策評価制度の法制化にあたり、総務庁長官のもとに発足した「政策評価

制度の法制化に関する研究会」によると、政策評価の実施主体は主に中央府省が念頭に置かれ、

例えば独立行政法人や特殊法人は実施部門に属しているため、また地方自治体は「国が行う自ら

の政策評価」という範疇に含まれないという理由で、政策評価の実施主体とはならないという見

解を述べている116。このような見解に基づくと、「行政機関が行う政策の評価に関する法律」は

それらの独立行政法人等に適用されないことになる。

ところで、上山によると、行政とは本来、施策と事務事業からなる執行部門の担当であり、政

策立案には行政が関与するにしても、本来は議会の役割のはずであるが、実際には日本では議会

が政策立案を行政に任せているなど、政策立案部門と執行部門が完全に分離されておらず、この

ような状況下で、各府省が実質的に自らの政策評価（Policy Evaluation）をするという現行の制

度上の特徴が指摘されている117。この背景として、予算立案のプロセス等により、中央府省では

政策立案が自分たちの担当であり、独立行政法人や特殊法人、地方自治体や外注先の企業等が施

策および事務事業を司るというように認識されている点が挙げられている118。

（３）政策評価結果の反映

（広義の）政策評価の結果をPolicyとしての（狭義の）政策へ最終的にどのように反映させる

かということは、非常に重要な問題といえる。この点に関して、同ガイドラインでは、前述した

ように、「政策の実現は、最終的には多くの場合、予算によって担保されるもの」という見地か

ら、評価結果が予算要求の段階で適切に反映されるべきとされる一方で、財政当局は予算編成の

過程において、評価結果の適切な活用を図るよう努めることとされている119。また、「行政機関

114 上山（2002）p. 30
115 Ibid., p. 24
116 政策評価制度の法制化に関する研究会（2000）pp. 6-8 
117 上山（2002）pp. 18, 30
118 Ibid., p. 30
119 総務省「政策評価に関する標準的ガイドライン」（2002年10月16日アクセス）
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が行う政策の評価に関する法律」第４条においても、予算の作成において評価結果を活用するこ

とに努めるべきであると規定されている120。つまり、NPMの考え方に関して既に述べたように、

業績測定によってアウトカムの評定を行い、その結果を予算の配分を通じて政策立案に反映させ

ることにより、行政運営の効率化を図るという考え方である。例えば、ニュージーランドにおい

ては、過去の業績測定の結果が予算配分に直接反映されているとされる121。

しかしながら、その一方で、政策評価の法制化に関する研究会によると、「…予算は、財政面

の制約、国民世論など様々な要素をふまえた総合的な判断に基づき決定されるものであることを

考えると、評価結果を機械的に予算の配分額に結びつけることは困難であり、最終的な政府案の

決定を様々な要素を含めた総合判断により行う中での、重要な判断材料として評価結果を活用し

ていくという位置づけが適当である」122とされている。

また、山谷は、予算と政策評価とを容易に連動させることは難しいという見解を述べている123。

さらに、上山によると、評価結果のみで直ちに施策の重要性を判断するべきではなく、評価結果

をまず戦略計画に反映させた上で、予算編成を行うのがよい124とするなど、政策評価との関連に

おける予算制度のあり方に関しては、各方面において現在も継続的に議論されている。いずれに

しても、業績測定を含む評価結果をPolicyとしての政策へ反映させるためのより実効的な制度な

いし枠組みの構築に関して、今後さらに議論を深めていくことが重要であろう。

４‐１‐４　政策評価制度導入の現状とその特徴

（１）日本の政策評価の起源：地方自治体と中央府省における２方式

「行政機関が行う政策の評価に関する法律」が、主に中央府省を対象として施行されたのは

2002年４月であるが、それ以前の1990年代半ば頃から、行政改革との関連において、地方自治体

や各種法人等の公的部門での評価に関する一般的関心が高まり、動きが活発化していった。山谷

によると、日本における政策評価の起源として、２つの方式が存在する。すなわち、一つは「…

改革志向の強い地方自治体にルーツを持つ事務事業評価に業績測定を加えた方式」であり、三重

県庁の「事務事業評価システム」がその先駆的存在とされる。もう一つは、中央府省における方

式であり、経済産業省（旧通商産業省）での（Policyとしての）「政策レビュー」がその起源と

される125。

日本の行政への政策評価制度導入においては、表４－２に示すように、上述した三重県庁のほ

かに、静岡県庁の「業務棚卸法」や北海道庁の「時のアセスメント」など、地方自治体の事例が

一般的に先行した126が、古川によると、「集権的な地方政府にあっては、既存の政策や施策を見

直すという政治的な指導性が可能だったこと」を主な理由として挙げている127。また、その起源

120「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（第４条）を参照されたい。
121 大住（1999）p. 91
122 政策評価制度の法制化に関する研究会（2000）p. 18
123 山谷（2002）p. 11
124 上山・玉村・伊関（2000）pp. 145-146
125 山谷（2002）p. 3
126 高寄（1999）pp. 72-104。なお、地方自治体における各方式に関しては、同文献のほか、例えば石田（2000）、
中村（2000）、山村（2000）などを参照されたい。

127 古川（2001）p. 25
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の一端は、1994年10月の旧自治省事務次官通知「地方公共団体における行政改革推進のための指

針について」にあると山谷は指摘する128。地方自治体における政策評価導入の傾向としては、三

重県庁が先導する形で、業績測定を加えた事務事業評価が広く普及して地方自治体における標準

手法となっており、この事務事業評価により、補助金の削減や職員の意識改革など、一応の成果

を上げてきたとされる129。

その一方で、山谷によると、中央府省における政策評価導入は行政改革、特に中央省庁再編成

の大枠の中で議論されていたため、事務事業評価よりも（Policyとしての）政策自体の合理性に

関心が払われた130。実際、先進事例としての経済産業省における「政策レビュー」の目的とは、

「…既存政策の意義を問い直し、意義を失った『政策』のスクラップや改善を行」131うことであり、

その根底にあったのは次のような認識であった。すなわち、縦割り行政の影響も受け、整合性の

とれない政策が積み重なっているという現状の改善に向けて、「…政策の企画立案と執行の部分

を区別して内閣官房機能を強化、あるいは官邸機能を強化するため」の、政策評価のような仕組

みの必要性132である。同省では、1997年７月には既に政策評価広報課を設置し、政策のレビュー

に加えて政策評価に関する先進的な研究を行ったとされる133など、中央府省の中でも比較的早い

時期から政策評価制度導入に積極的であった。

また、ほかにも国土交通省（旧運輸省、建設省、国土庁、北海道開発庁）では、統合前より政

策評価導入に関する継続的な検討が行われた。同省では政策評価を「…21世紀型国土交通行政改

革を目指す重要な手段の一つ」と位置付け、政策評価の担当部局として大臣直結の「政策統括官」

を長とする組織を設置しているが、局長級幹部が専属に担務しているのは中央府省の中でも同省

のみとされるなど、政策評価制度導入の取り組みに熱心なことがうかがえる。2001年１月には、

128 山谷（2002）p. 4
129 上山（2001）pp. 1-2。なお、上山は、事務事業評価を「…行政機関にすでに存在する『事務』や『事業』を1
つずつ取り上げ、その必要性、効率改善の余地などを点検する手法である」としている（Ibid.）。

130 山谷（2002）p. 6
131 Ibid.
132 Ibid., pp. 6-7 
133 山谷・高田・池永（2001）p. 51

表４‐２　地方自治体における政策評価制度導入の事例

地方自治体 名称（導入年） 概　　　　要

三重県庁 事務事業評価
システム
（1995年）

事務事業を政策体系の中で明確に位置付け、マネジメント・サイク
ルを確立した上で目的の明確化と業績指標の設定を行い、事務事業
評価を行う

静岡県庁 業務棚卸法
（1997年）

各課・係が自らの事務事業に関して目的別に「業務棚卸表」を作成
し、施策のグループごとに目的・手段の妥当性の評価を行う

北海道庁 時の
アセスメント
（1997年）

施策の妥当性に関して設定した基準に基づき、選定した特定の事務
事業を対象に、事業継続・実施の可否に関して評価を行う（なお、
これを一般的事務事業に拡大させたものとして「政策アセスメント」
を1998年から開始）

出所：高寄（1999）を基に筆者作成。
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NPMの考え方における戦略計画としての「国土交通省の使命・目標・仕事の進め方」を公表、

さらに、これに基づいた事前評価（政策アセスメント）、業績測定（政策チェックアップ）、プロ

グラム評価（政策レビュー）からなるマネジメント・サイクルの確立に取り組んでいるとされ

る134。
・

このように、日本の行政において、中央府省と地方自治体とで政策評価導入の流れが異なって

いる背景として、山谷は次のことを指摘する。すわなち、政策官庁としての中央府省と事業担当

機関としての地方自治体では、政策立案や執行、予算の制度とプロセスが根本的に異なるという

制度的要因により、地方自治体においては「…自治体経営、とくに財務管理、予算管理、組織管

理、人事管理などマネジメントの改善、管理能力強化がどうしても重要」である一方、中央府省

では「…むしろ政策官庁としての政策能力、政策それ自体の品質改善（通産省）」が重視されて

いたという点135である。

（２）政策評価制度導入の特徴

日本の行政への政策評価制度導入に関しては、政策決定の現場における導入前の段階での準備

が不十分だったことが指摘されている。実際、政策評価制度の導入が公式の場での議論を経て提

言されるに至ったのは、1997年の行政改革会議の最終報告にさかのぼるが、同改革会議における

政策評価に関する議論が不十分であったことを古川は指摘する136。また、国民の視点からみた政

策評価の意義や有効性のみならず、政策評価が依拠する理論的背景に関する議論の欠如をも山谷

は指摘する137。

このことに関連して、窪田によると、政策評価導入の動きが先行した地方自治体レベルにおい

ては当初、（Policyとしての）政策や施策ではなく事業レベルでのインパクト評価ないし費用効

果分析がほとんどであるなど、「…NPM型政策評価が理想どおりの形で導入されているケースは

稀有である」138というのが実態であり、さらに、地方自治体間における評価手法の共通化・互換

化などの試みの動きが見られないという問題点も指摘する139。

これらの結果として、現在の日本の、特に地方自治体における政策評価は、「…特定・個別の

手法というよりはいろいろな手法の集合体」140であり、また、総務庁（当時）のもと設置された

「政策評価の手法等に関する研究会」からも、地方自治体と中央府省とでは、事務や財源として

の税制などを含めた統治の制度自体が根本から違うという理由により、地方自治体で現在用いら

134 渋谷（2001）pp. 79-88。なお、国土交通省における政策評価制度導入に関しては、同文献や、上山（2002）を
参照されたい。

135 山谷（2002）p. 7
136 古川（2001）p. 25
137 山谷（2002）pp. 3-4
138 窪田（1998）pp. 52-55。窪田はNPM型政策評価の特徴として、①画一的な評価手法、②政策実施担当者によ
る自己評価、③評価手法の簡易化、④評価プロセスと評価結果の積極的な情報公開、の４点を挙げている
（Ibid., p. 51）。

139 Ibid., p. 54. 例えば都道府県レベルの先行事例として先に挙げた３つの地方自治体においては、政策評価の手法
を絶えず発展させており、その対象を事務事業から施策ないし政策へと拡大しているなど、近年では地方自治
体における政策評価制度導入の方向性に変化が見られるという報告もある（上山（2000）pp. 39-46）。

140 山谷（2002）p. 5
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れている政策評価の手法は、中央府省にとって参考にはなるが適用はされないという見解が示さ

れた141。

これとは別に、日本での政策評価導入においては、用語使用上の混乱という現象が見られる。

例えば、日本の政策評価では、NPMに見られる「業績測定（Performance Measurement）」とい

う語が一般に普及しないまま、この「業績測定」が「政策評価」という名称のもと実施されるよ

うになり、また、本来の「業績測定」と「政策評価（Policy Evaluation）」は同じではないこと

を古川は指摘する142。さらに、「政策評価」という語に関しても、「行政評価」とほぼ同一に用い

られているが、これらも本来は別々の意義を有し、特に、中央府省を対象とした法律の中で、

「政策評価」という「…誤訳とも何ともいえない不可解な名称」が付けられ、「…研究者の間での

整理が不十分で、これが実務家の混乱に輪をかけている」ことを上山は指摘する143。これらの用

語使用上の混乱が、日本の行政における政策評価制度、すなわちNPMの考え方に基づいた業績

測定の導入に与える負の影響は否定できず、研究者により用語使用の統一に向けて整理が進むこ

とで、実務者を含めた関係者間において各用語の意味に関する共通認識が形成されることが望ま

れる。

４‐１‐５　政策評価制度導入に関する考察

これまで見てきたように、日本の行政における政策評価は、行政改革が早くから行われてきた

OECD加盟国においては見られない独自のものとして発展しつつあると理解される。その特徴の

一つとして、まず、政策評価の「政策」が意味するのは「（狭義の）政策」、「施策」、「事務事業」

の３区分を包括する「（広義の）政策」であるが、日本の行政活動では必ずしも３つの区分に明

確に分かれない場合があるとされるなど、その概念が不明瞭な点が挙げられる。このことは、行

政の現場においてはこれまで個別の活動が重視されてきたゆえに、政策あるいは施策という概念

が希薄だったためではないかと筆者には思われる。

また、別の特徴として、地方自治体と中央府省とでは政策評価の導入・実施状況が異なってい

ることが挙げられ、さらにそれぞれに関して特有の問題点が指摘されている。先に述べたように、

地方自治体では一般に、早い時期から政策評価制度の導入に対して積極的であったものの、その

手法に関しては当初、本来のNPMの考え方に基づいたものではなかったという批判がある。さ

らに、中央府省においては、渋谷が指摘するように、目的意識のないまま政策評価制度導入の手

続きを形式的に整備するといった、当初の現場での問題意識の低さに対する危惧144や、山谷が指

摘するように、総務省の定めた主に中央府省を対象に適用される同ガイドラインに関して、実務

レベルでは見直しの声が聞かれる145といった問題点が見られる。

141 Ibid., p. 6
142 古川（2000a）p. 66。これらの違いに関しては、本稿の冒頭部における関連用語の定義を参照されたい。
143 上山（2000）pp. 73-75。上山は「行政評価」の定義を、「行政の活動によって達成した成果を、数値を利用し
て測定し、行政活動の改善につなげるもの」（ただし、中央官庁の方針に従い、すべての自治体が行っている
公共事業再評価は除外）としている（Ibid., p. 5）。詳細に関しては、本稿の冒頭部における関連用語の定義を
参照されたい。

144 渋谷（2001）pp. 79-80
145 山谷（2002）p. 4
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政策評価制度は本来、効率的で質の高い行政を実現することを目的とした行政改革の一環とし

て導入されるものであり、行政改革の一つのツールでしかない。それゆえ、政策評価制度導入に

おいては現場の意識改革が同時に行われる必要があり、目的意識が伴わないと、政策評価とは名

ばかりで「評価のための評価」に陥る危険性146や制度自体が形骸化する可能性147も否定できない。

日本の行政における政策評価制度に関する状況は継続的に変化しており、手法等に関しても絶

えず進展が見られる。いずれにせよ、今後の展開に大きく注視すべきである。

４‐２　日本の行政における独立行政法人制度導入

４‐２‐１　「独立行政法人通則法」制定までの経緯

1997年12月に公表された行政改革会議最終報告148では、特殊法人に関して「…時代の変遷に伴

う役割の低下などに加え、主務官庁による強い事前関与・統制による自立性・自主性の欠如、事

業運営の非効率性・硬直性の顕在化、経営責任体制の不明確性など、従来から様々な問題点が指

摘されてきた」とされ、その原因として「…これらの問題点を解決するような共通の制度的枠組

みが存在しない」という状況をふまえ、独立行政法人の設立に関する提言が行われた。さらに、

1998年６月に成立した中央省庁等改革基本法において、中央省庁改革の基本方針の一つとして独

立行政法人の設立が正式決定された149。これを受け、1999年４月には独立行政法人関連法案の作

成や方針等の設定により独立行政法人制度の大枠が決定され、同年７月、独立行政法人通則法

（以下、同法）が成立した。2001年１月には同法が施行され、同年12月に閣議決定された特殊法

人等整理合理化計画の内容に従い、2002年４月の時点で、９府省58の独立行政法人が既に発足し

ている150。

同法は独立行政法人の運営の基本と共通的な事項を規定するものとの観点から、本節では、そ

の趣旨を把握する目的のもと、同法に関してその概要を述べる。また、同法における条文の内容

をより深く理解するという観点から、独立行政法人制度の骨格を定めた「中央省庁等改革の推進

に関する方針」についても併せて述べる。

４‐２‐２　「独立行政法人通則法」の概要

（１）独立行政法人の概念と個別法の意義

「独立行政法人」は、同法第２条第１項において以下のように規定されている。

国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見地から確実に実施されることが必要な事務及
び事業であって、国が自ら主体となって直接に実施する必要のないもののうち、民間の主
体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるもの又は一の主体に独占して行
わせることが必要であるものを効率的に行わせることを目的として、この法律及び個別法
の定めるところにより設定される法人

146 渋谷（2001）p. 79
147 上山（2002）p. 21
148 首相官邸「行政改革会議 最終報告」（2002年12月24日アクセス）なお、以下の引用箇所に関しても同様。
149 総務省「独立行政法人制度に関するこれまでの経緯」（2002年12月24日アクセス）
150 総務省「独立行政法人一覧」（2002年12月24日アクセス）
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なお、独立行政法人の目的および業務内容に関しては、第１条第１項において、「各独立行政

法人の名称、目的、業務の範囲等に関する事項を定める法律」、すなわち個別法により定められ

ることとされている。また第１条第２項では、各独立行政法人の組織、運営、管理に関しても同

様に、個別法において定めるとされている。

行政改革会議最終報告151では、独立行政法人は「…極力自立性、自発性を与えるような制度設

計とする」とされ、さらに「中央省庁等改革の推進に関する方針」によると、独立行政法人の特

性に応じた組織、運営が可能となるよう弾力的な仕組みとなることを考慮した上で、個別法が整

備されるとしている。また、個別法により「独立行政法人の業務等が国民のニーズとは無関係に

自己増殖的に膨張することを防止する」としている152など、独立行政法人にとって個別法は非常

に重要な位置付けとなっている。

（２）独立行政法人の業務方法書と中期目標、中期計画、年度計画

同法第28条第１項によると、各独立行政法人は業務開始の際、業務の基本的な事項等に関する

業務方法書を作成し、当該独立行政法人を所管する府省、すなわち主務省の大臣（以下、主務大

臣）の認可を受けなければならないとされている。

そして、第29条第１項では、主務大臣は３～５年の期間において、独立行政法人が達成すべき

業務運営に関する目標、すなわち中期目標を定めること、第２項では、中期目標に以下のような

項目が含まれることが規定されている。

151 首相官邸「行政改革会議 最終報告」（2002年12月24日アクセス）
152 首相官邸「中央省庁等改革の推進に関する方針」（2002年12月13日アクセス）

表４‐３　独立行政法人制度に関する年表

年　月

1996年11月 行政改革会議令公布・施行

1997年12月 行政改革会議最終報告（独立行政法人の設立の提言）

1998年６月 中央省庁等改革基本法成立（中央省庁改革の基本方針として独立行政法人制度の導入が正式決定）

総務庁長官の委嘱により「独立行政法人会計基準研究会」発足
「中央省庁等改革の推進に関する方針」決定
（独立行政法人制度の骨格および89の事業・事務の独立行政法人化の方針が定まる）
独立行政法人通則法成立（独立行政法人の運営の基本と共通的な事項を規定）
各府省独立行政法人評価委員会令
「独立行政法人の業務実施の円滑化のための関係法律の整備に関する法律」成立

1999年３月
４月

７月

12月

「独立行政法人の組織、運営及び管理に係る共通的な事項に関する政令」公布
政策評価・独立行政法人評価委員会令公布
「行政改革大綱」閣議決定
独立行政法人会計基準研究会により「独立行政法人会計基準」のまとめ・公表

2000年６月

12月

2001年１月
12月

独立行政法人通則法施行
「独立行政法人の業務実施の円滑化のための関係法律の整備に関する法律」施行
「独立行政法人の組織、運営及び管理に係る共通的な事項に関する政令」施行
「特殊法人等整理合理化計画」閣議決定

内　　　　　　容

出所：総務省「独立行政法人とは何か」（2002年12月13日アクセス）
総務省「独立行政法人制度に関するこれまでの経緯」（2002年12月24日アクセス）
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なお、中期目標に関しては、「…できる限り数値目標による等その達成状況が判断しやすいよ

うに定めることとする」153とされている。

また、第30条第１項では、主務大臣が定めた中期目標に基づき、独立行政法人は、当該中期目

標を達成するための計画、すなわち中期計画を作成し、主務大臣の認可を受けなければならない

とされ、第２項では、中期計画に以下のような項目が含まれるとされている。

さらに、第30条第１項では、独立行政法人はこの中期計画に基づき、毎事業年度の開始前に、

その事業年度の業務運営に関する計画、すなわち年度計画を定め、主務大臣に届けなければなら

ないとされている。

（３）主務府省における独立行政法人評価委員会

同法第28条第１項によると、主務府省の所管に係る独立行政法人の業務運営を評価するため、

独立行政法人評価委員会が置かれるとされている。「中央省庁等改革の推進に関する方針」によ

ると、同委員会の委員は主務大臣により外部有識者から任命されるため、基本的には外部評価と

いうことになる155。

同委員会は、中期目標の期間において、独立行政法人が定めた中期計画の実施状況の調査およ

び分析を行った上で、当該独立行政法人の各事業年度における業務の実績について評価を実施す

る。その結果は当該独立行政法人へ通知され、必要な際には、同委員会から当該独立行政法人に

対し、業務運営の改善等の勧告が出されることもあり得る156。さらに、当該中期目標の期間にお

ける目標達成状況の調査および分析が行われ、同期間中の業務の実績の全体に関して総合的な評

一　業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき処置
二　国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため
とるべき処置

三　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画　
四　短期借入金の限度額
五　重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画
六　剰余金の使途
七　その他主務省令154で定める業務運営に関する事項

一　中期目標の期間
二　業務運営の効率化に関する事項
三　国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項
四　財務内容の改善に関する事項
五　その他業務運営に関する重要事項

153 Ibid.
154 主務省令とは、当該独立行政法人を所管する府省により定められた内閣府令または省令のことを指す（「独立
行政法人通則法」第28条第２項）。

155 首相官邸「中央省庁等改革の推進に関する方針」（2002年12月13日アクセス）
156 「独立行政法人通則法」（第32条）を参照されたい。
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価が行われる。その結果に基づき、主務大臣が当該独立行政法人に対し、所要の措置を講ずると

される157。なお、主務大臣が業務方法書および中期計画を認可する際や、主務省が中期目標を設

定あるいは変更する場合には、同委員会の意見を聴かなければならない158。

また、同委員会による独立行政法人の事業年度ごとの評価結果は、審議会、すなわち総務省に

置かれる政策評価・独立行政法人評価委員会に通知され、中期目標の期間の終了時に、審議会は

当該独立行政法人の事務および事業の改廃に関し、主務大臣に勧告することができる159。

（４）独立行政法人の予算運営と会計制度

独立行政法人はその業務運営の財源として、国からの運営費交付金に依存し160、その予算計画

に関しては、主務大臣が定める中期目標に基づき、その３～５年の期間内で独立行政法人が作成

する中期計画の項目に含まれ、最終的には主務大臣の認可を受けることとされる。このことに関

して、同法第44条第1項では、「独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において利益を生じたと

きは、全事業年度から繰り越した損失をうめ、なお残余があるときは、その残余の額は、積立金

として整理しなければならない」とされるなど、中期計画の枠内において、基本的には独立行政

法人が弾力的かつ効率的に、人件費の見積もりを含めた予算、収支計画および資金計画などの運

営をすることが可能となるとされる161。

独立行政法人の会計制度に関しては、「中央省庁等改革の推進に関する方針」によると、「…公

共的な性格を有し、利益の獲得を目的とせず、独立採算性を前提としない等の独立行政法人の特

殊性」という観点から、「独立行政法人の会計については、適切に情報開示を行うために、独立

行政法人の財政状態及び運営状況を明らかにすることを目的とし、発生主義の考え方を導入する」

とされている162。

これらの考え方に基づき、同法第37条では、「独立行政法人の会計は、主務省令で定められる

ところにより、原則として企業会計原則163によるものとする」とされている。また、同法第38条

第１項によると、「独立行政法人は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損

失の処理に関する書類その他主務省令で定める書類及びこれらの附属明細書（以下『財務諸表』

という。）を作成」することとされる。

会計基準に関しては、1999年３月に、総務庁長官の委嘱により「独立行政法人会計基準研究会」

が発足し、2000年12月には、「独立行政法人会計基準」を注釈付きで取りまとめ、公表した。同

基準および注釈は、「…独立行政法人の会計に関する認識、測定、表示及び開示の基準を定める

もの」であり、「…独立行政法人に共通に適用される一般的かつ標準的な会計基準を示すもの」

157 「独立行政法人通則法」（第34条～第35条）を参照されたい。
158 「独立行政法人通則法」（第28条～第30条）を参照されたい。
159「独立行政法人通則法」（第32条、第35条）を参照されたい。
160 首相官邸「『独立行政法人会計基準』の設定について」（2002年12月24日アクセス）
161 国際協力事業団独立行政法人化準備室（2002）資料７
162 首相官邸「中央省庁等改革の推進に関する方針」（2002年12月13日アクセス）
163 石原によると、「企業会計方式」とは本来マスコミ用語であり、一般には「発生主義の導入」を意味する。よ
り具体的には、「民間の企業会計で導入されている発生主義会計の思考で、民間企業が作成している貸借対照
表と損益計算書を用いた発生主義決算書の作成」を意味しているとされる（石原（1999）p. 21）。
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とされ、「独立行政法人は…この基準及び注釈に定めるところに従わなければならない」と位置

付けられている。なお、同基準においては、財務諸表の体系として、先に挙げた書類のほかに、

キャッシュ・フロー計算書と行政サービス実施コスト計算書が加えられている164。

（５）独立行政法人の自主性と説明責任

同法第３条第３項によると、「この法律及び個別法の運用に当たっては、独立行政法人の業務

運営における自主性は、十分配慮されなければならない」とされている。このことに関して、人

事の面では、独立行政法人の長以外の役員の任命は主務大臣の認可事項とならない165ことや、前

述したように独立行政法人が中期計画の枠内において、弾力的に人件費等を含めた予算運営をす

ることが可能となるため、定員を独自に決定できるなど、その裁量が拡大される。さらに、同法

第63条第１項では、「特定独立行政法人166以外の独立行政法人の職員の給与は、その職員の勤務

成績が考慮されるものでなければならない」とされ、職員のインセンティブを高めるために業績

給与制度が導入される167など、独立行政法人の主体性や自主性、効率性が高められるようになっ

ている。

このように、独立行政法人の自主的権限が増大する一方、それに相応した説明責任も負うこと

になる。第３条第２項では、独立行政法人の説明責任に関して、「独立行政法人は、この法律の

定めるところによりその業務の内容を公表すること等を通じて、その組織及び運営の状況を国民

に明らかにするよう努めなければならない」とされている。このことに関連して、2001年11月に

は、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」（以下、独立行政法人等情報公開法）

が成立し、独立行政法人が情報公開をより一層推進するための制度が整備されつつある。同法で

は、「…独立行政法人等の保有する情報の一層の公開を図り、もって独立行政法人等の有するそ

の諸活動を国民に説明する責務が全うされるようにする」168という法人の情報公開の目的や、開

示請求の対象文書の範囲、開示請求権や開示義務に関する事項、不開示情報の定義、さらに開示

請求手続き等に関して、より詳細に規定されている169。

４‐２‐３ 「独立行政法人通則法」の検証

（１）NPMの考え方に基づいた独立行政法人の権限

日本の行政における独立行政法人の設立に関して、「独立行政法人とは、国民の需要に即応し

た効率的な行政サービスの提供を実現する、という行政改革の基本理念に立って、政策の企画立

164「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注釈」第34項
165「独立行政法人通則法」（第18条～第26条）を参照されたい。
166「特定独立行政法人」とは、「…独立行政法人のうち、その業務の停滞が国民生活または社会経済の安定に直接
かつ著しい支障を及ぼすと認められるものその他当該独立行政法人の目的、業務の性質等を総合的に勘案して、
その役員及び職員に国家公務員の身分を与えることが必要と認められるものとして個別法で定めるもの」とさ
れる（「独立行政法人通則法」第２条第２項）。ただし、国際協力事業団はその対象とされないため、特定独立
行政法人に関して本稿では扱わない。

167 国際協力事業団独立行政法人化準備室（2002）資料７
168「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」第１条
169「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律」を参照されたい。
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案機能と実施機能とを分離し、国の実務及び事業の一定のものの実施主体として創設」170された

ものとされるが、これは前述したように、行政の機能をより細分化し、行政サービスの実施部門

を企画立案部門から切り離し、契約型システムを導入するというNPMの考え方に基本的には基

づいているといえる。すなわちここでは、中央府省の「政策立案は議会ではなく自分たちの担当

である」という認識に基づき、主務府省が行政におけるPolicyとしての政策の企画立案部門、独

立行政法人が実施部門、という観点において、制度上は契約概念が成立していると考えられる。

NPMの考え方においては、この契約概念により、実施部門において組織、人事等に関する権

限や裁量が拡大するとされる。この点に関して、日本における独立行政法人制度で見ると、①組

織面では、主務大臣の一般的監督権を排することでその関与が必要最小限に限定され、独立行政

法人の裁量が確保される。具体的には、主務大臣の関与は制度上、原則として中期目標の設定と

中期計画の認可のみ171であり、また、これらにおいて独立行政法人の権限が明確化される。②予

算面では、国からの運営費交付金の枠内において、基本的には独立行政法人が人件費の見積もり

を含めた予算、収支計画および資金計画などの運営をすることが可能となり、制度上は、中期目

標の３～５年の期間を視野に入れた多年度にわたる予算運営となるなど、その弾力性および効率

性が高まる。すなわち、これらの点をふまえ、契約概念のもとでは、主務府省あるいは大臣に対

し独立行政法人の経営における権限や裁量が、制度上は拡大すると考えられるであろう。

また、NPMの考え方によると、このような契約型システムにおいては、行政の企画立案部門

あるいは管理部門による事前関与または統制を排除し、事後チェックへの重点の移行を図るとい

う意味において、従来のようにプロセスに重点を置くのではなく、あらかじめ設定した業績目標

に基づいて行う評定、すなわち業績測定が重要とされる。これとは別に、独立行政法人は「行政

機関が行う政策の評価に関する法律」の適用の対象外、すなわち、総務省の定めるところの政策

評価は独立行政法人を対象としていないとされる一方で、主務府省の所管に係る独立行政法人の

業務運営を評価する目的で、主務大臣が任命する外部有識者からなる評価委員会、すなわち独立

行政法人評価委員会により行われる評価が、独立行政法人の業績に関する評価、つまり「第三者」

機関による業績評価に対応すると理解される。このことは、同委員会による独立行政法人の各事

業年度ごとの評価結果が、総務省に置かれる政策評価・独立行政法人評価委員会に通知されるこ

とからも明らかといえよう。

この評価結果により、独立行政法人の長の責任が問われる172のみでなく、職員のインセンティ

ブを高めるために個人の業績を反映した給与制度が導入されることとなるが、これらに関しても

やはり前述したように、NPMの考え方に基づいた行政の企画立案部門と実施部門との間での契

約概念、その契約履行に係る責任の所在の明確化、および契約型システムにおける経営資源管理

の業績による統制というNPMの特徴が反映されているといえる。

170 首相官邸「『独立行政法人会計基準』の設定について」（2002年12月24日アクセス）
171 国際協力事業団独立行政法人化準備室（2002）資料７
172 Ibid.
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（２）独立行政法人の説明責任と評価の実施主体

NPMの考え方によると、契約型の行政システムにおいては、権限の委譲と引き換えに生じる

業績に関する説明責任という概念が重視される。すなわち、権限や裁量の拡大に相応して、行政

情報や予算・財政情報等に関する説明責任が伴うことになる。ここで、行政活動をサービスとと

らえた際の行政全体にとっての説明責任の対象は、税を負担する顧客としての国民、および政策

の執行権限を委譲されている議会ということになる。しかしながら、行政システムを、契約概念

に基づき、政策の企画立案部門としての主務府省と、実施部門としての独立行政法人とに分けた

場合、独立行政法人にとっては、上述の国民と議会に加え、主務府省ないしその長としての主務

大臣に対する説明責任も生じてくる。

この「誰を対象とした説明責任か」ということは、独立行政法人に対する評価とその実施主体

を考える際に重要となってくる。すなわち、説明責任の対象とされる者あるいは組織にとって、

①必要とされる情報がきちんと開示されているかどうか、②それらの情報が理解しやすいように

整理がなされているか、③また、そのために（誰によって）評価が行われているかどうか、ある

いは④独立行政法人に対し自ら主体的に何らかの評価が行えるような制度があるか、等の点が重

要である。

これらの点をふまえ、前述した独立行政法人の説明責任の３つの対象のうち、主務府省（主務

大臣）と国民のそれぞれに関して、評価の実施主体という観点から見てみると、まずは主務府省

あるいは主務大臣に関しては、当該府省の独立行政法人評価委員会が担当となり、所管の独立行

政法人を対象に業績評価を行う。すなわち、中期計画の実施状況をふまえた上で事業年度ごとに

業務実績の評価を実施し、さらに中期目標の期間全体を通して総合的な評価を行うなど、独立行

政法人との関係は直接的であるため、独立行政法人の主務大臣に対する説明責任が、制度上は適

切に果たされやすい仕組みになっているといえよう。

また、行政サービスの顧客としての国民が、行政活動へどのようにかかわっていくかというこ

とに関して、近年、関連法案や手続きが成立している。例えば、行政の意思決定過程において、

国民等の意見を考慮することを目的として1999年４月に導入された「規制の設定又は改廃に係る

意見提出手続」、いわゆるパブリック・コメント手続き173が存在する。さらに、国民への説明責

任を果たすために、情報公開をより一層推進することを目的として「独立行政法人等情報公開法」

が2001年11月に成立した。しかしながら、制度上、国民が主体となって独立行政法人ないしその

業務実績を対象に実施する評価というのは存在せず、基本的にはあくまで独立行政法人が顧客と

しての国民に対し自主的に、あるいは請求に応じて情報公開を行うことになると理解される。そ

のため、どのように国民が行政活動に積極的に参加しやすい仕組みを構築していくかということ

が重要となってくる174。

173 総務省「規制の設定又は改廃に係る意見提出手続（いわゆるパブリック・コメント手続）」（2003年１月９日ア
クセス）なお、本手続きにおける「国の行政機関」とは、「…内閣又は府、省、委員会、庁若しくはこれらに
置かれる機関若しくは部局等」であり、法人等に関しては、「…本手続に準じた手続を経るよう、その規制の
根拠となる法令を所管する行政機関が指導する」とされる（Ibid.）。

174 例えば、英米の自治体では近年、行政評価の目標数値は経営サイド、つまり首長や議会、市民の代表者から構
成される評議会から与えられていることを上山は指摘する（上山（1999）p. 209）。また、米国の公的部門にお
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（３）中期目標、中期計画、事業計画

独立行政法人がNPMの考え方における契約概念に基づき、実際に業務運営していくにあたり、

主務大臣の一般的監督権を排除し、自主的あるいは主体的に行政活動を展開できるかどうかに関

しては、不透明な部分も大きい。すなわち、前述したように、独立行政法人の組織や制度に関す

る事項は個別法により規定されるが、独立行政法人の業務運営は事業計画および中期計画に基づ

くため、これらが依拠する中期目標のあり方により大きく左右されることとなる。中期目標に関

してはいうまでもなく、主務大臣により定められるものであり、また業務運営の点において、中

期計画は主務省令に左右される部分も少なくないため、独立行政法人の主体性との関連において、

中期目標と中期計画の整合性の問題が生じてくる可能性がある。

また、主務府省は行政におけるPolicyとしての政策の企画立案部門、独立行政法人は実施部門

と見なすことができるが、中期目標では主に、主務府省の政策に関してよりはむしろ、独立行政

法人の業務運営に関する枠組みや、独立行政法人に対する業績評価実施における根拠の提示に重

点を置いていると解釈される。その見地からすると、独立行政法人における業績測定の重要性と

の関連において、独立行政法人に対して主務府省の政策が明示されるような仕組みが別に存在す

るか、あるいは中期目標において明示化された政策が含まれる必要があると考えられる。

このことに関連して、独立行政法人における業績測定と業績評価の役割の違い、および両者の

関係をここで明確化する必要があろう。すなわち、業績測定に関しては通則法の中で特に規定事

項等はないが、NPMの考え方に基づいた業績測定とは本来、独立行政法人が自らの業務におい

て事前に設定した目標値に基づき、その達成状況に関して自ら自主的に行う評定のことを指す。

また、本稿における業績評価とは、主務府省がその所管に係る独立行政法人の業務運営に関し、

あらかじめ提示した中期目標に基づき、主務府省の独立行政法人評価委員会により行われる外部

評価のことを指す。この中期目標には、独立行政法人の業務に関する目標値等も含まれるとされ

るため、業績評価において用いられる業績情報は、独立行政法人が自ら実施した業績測定から得

られるものと想定されよう。

その場合、独立行政法人の主体性の問題にも関連して、誰が主体となりアウトカムやアウトプ

ットにおける業績指標と目標値を設定するのか、これらが中期目標に含まれるのか、あるいはこ

れらに関して主務府省と独立行政法人との間で実際どのように同意を得るのか、ということに関

しては独立行政法人通則法において特に規定されていない。

４‐２‐４　独立行政法人制度導入に関する考察

これまで見てきたように、日本の行政における独立行政法人制度導入は、少なくとも制度上に

おいて、独立行政法人と主務府省との関係を、NPMの考え方における契約概念に基づきとらえ

いては、市民が行政の顧客あるいは株主であるという見地から、業績測定のプロセスへの市民の関与が必要不
可欠と認識されつつあることをTanakaは指摘する（Tanaka（2001）p. 63）。これらの例で見られるのは、市
民も政策立案に参加するべきであるという「パブリック・インボルブメント（Public Involvement）」の概念
である。また、国内における例としては、社会問題の解決に向けて、行政のみならずNPOや住民が自発的に
関わり、役割分担するという「シェアード・アウトカム（Shared Outcome）」の概念と、それを政策レベルで
の評価に取り込んだ「政策マーケティング」と呼ばれる青森県の事例が報告されている（上山（2002）pp.
113-139）。
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直すという動きと位置付けられよう。ここでの契約関係とは、政策の企画立案部門としての主務

府省が実施部門としての独立行政法人に対し、予算執行や人員配置など経営資源に関する権限・

裁量を付与する代わりに業績評価の実施という形で、業務の結果に関する説明責任の遂行を求め

るというものである。

しかしながら、行政全体を見た場合、同制度に関してはまだ導入の初期段階にあり、同制度導

入の契機の一つとなった、これまでの特殊法人等において見られた主務官庁による強い事前関与

や統制という問題点が解決され、独立行政法人において自立性や主体性が確保されるといった保

証はない。実際この点に関しては、独立行政法人がこれまで主務府省との間において築いてきた

個別の関係、および独立行政法人と主務府省それぞれにおける組織改革に向けた意識の変化によ

るところが大きいといえよう。

４‐３　日本の政府開発援助における政策評価導入

本節では、まず日本のODA事業および政策立案形成と決定の過程について概観した後、ODA

事業への政策評価制度導入に関して考察する。次に、ODA事業実施機関の一つとしてのJICAの

独立行政法人化について概観した後、JICAの独立行政法人化という観点からのODA政策のあり

方に関して考察する。

４‐３‐１　日本のODA

（１）ODA事業の特徴と事業実施機関

日本のODAの事業内容は大変複雑であり、１府10省にかかわっているが175、これは日本政府の

ODA予算が独立の予算項目ではなく、各府省のODA関係予算部分の合計となっていることと関

係している。ODA予算の財源は、一般会計支出、財政投融資資金、出資国債、各省庁特別会計

予算等であり、これを形態別財源から見ると、無償資金協力と技術協力などの二国間贈与と国際

機関への出資に必要な資金は主に一般会計支出から、円借款は財政投融資資金から、国際開発金

融機構への出資などは国債から出資する176。

ODA事業予算の大半を占めるのは、財務省、外務省、文部科学省、経済産業省であり、2000

年度予算に関しては、未回収金を除く総額１兆8863億円のうち、財務省と外務省がそれぞれ

61.0％、30.6％を占め、文部科学省と経済産業省はそれぞれ約３％前後、農林水産省は約1.4％、

他の府省庁は１％を下回っている。財務省の割合が高いのは、国際開発金融機構への出資に加え、

日本のODA事業予算の約５割を占める円借款を主管するためであり、その資金交付先はJBICと

なっている。外務省が担当するのは二国間贈与、JICAに交付する技術協力事業費、国連等の国

際機関への出資費用である。なお、JICAの予算は日本のODAにおける技術協力事業費の約５割

を占める。その他各府省のODA予算は主に技術協力にかかわっており、文部科学省では国費留

175 内閣本府とその管轄下の警察庁および金融庁、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、
農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省を含む（外務省（2002）p. 141）。

176 金（2002）p. 127
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学生事業予算、経済産業省では人材育成支援事業予算や日本貿易振興会（JETRO）への資金交

付等がある177。

（２）ODA事業における政策178立案形成と決定の過程

日本のODAに関して、援助基本法等の統轄法は存在しない179一方、ODA政策形成のよりどこ

ろとされるべきであるのが、1992年６月に閣議決定を経て制定された「政府開発援助大綱」（以

下、ODA大綱）といえるであろう。このODA大綱は、「我が国のODAの理念と原則を明確にす

るために、援助の実績、経験、教訓をふまえ、日本の援助方針を集大成したODAの最重要の基

本文書」180とされ、その内容は「…基本理念、原則、重点事項、政府開発援助の効果的実施のた

めの方策、内外の理解と支持を得る方策及び実施体制の６部」181から構成される。

さらに、1997年５月に外務大臣の私的諮問機関として発足した「21世紀に向けてのODA改革

懇談会」（以下、ODA改革懇談会）により、1998年１月に発表された最終報告書において、ODA

中期政策（以下、中期政策）や国別援助計画の策定が盛り込まれた。中期政策は、ODA大綱を

ふまえた上で、「…今後５年程度を念頭に置いた我が国ODAの基本的考え方、重点課題、地域別

援助のあり方等を内外に体系的に示すもの」182として、1999年８月に公表された。また国別援助

計画は、「…被援助国の政治・経済・社会情勢の認識をふまえ、開発計画や開発上の課題を勘案

した上で、今後５年間程度を目途とした我が国の援助計画を示すもの」183とされている。これら

の３つに関して、ODA大綱の下に中期政策が、そしてその下に国別援助計画が位置付けられる184

とされている。

しかしながら、これらの３つには法的拘束力がないため、ODA大綱185に関していえば、それが

必ずしも日本のODA政策決定において適切に運用されているとは限らない186。すなわち、援助理

念とは、「…対外援助の意義を論証するために、正当な根拠を提供する価値観念」187ではあるが、

それをどう運用するかというのは全く別の話といえよう。それゆえ、「…『ODA大綱』が出され

177 金（2002）pp. 127-128：外務省（2002）pp. 133-150
178 ここでの「政策」とは、「（Policyとしての狭義の）政策」を指す。なお、本項では「（総務省の定める）政策
評価」および「政策体系」において「政策」が「（広義の）政策」として用いられている場合を除き、「ODA
政策」や「ODA中期政策」等において用いられている「政策」は「（狭義の）政策」を指す。詳細に関しては、
冒頭の間連用語の定義を参照されたい。

179 日本における援助基本法をめぐるこれまでの議論に関しては、例えば小浜（1998）、村井（2002）などを参照
されたい。

180 外務省「ODA政策２. 政府開発援助に関する中期政策 a.概要」（2003年１月10日アクセス）
181 Ibid.
182 外務省「『政府開発援助に関する中期政策』の公表について」（2003年１月14日アクセス）
183 外務省「ODA政策３. 国別援助計画」（2003年１月10日アクセス）なお、国別援助計画は2000年３月よりバン
グラデシュおよびタイの２ヵ国をはじめとして順次公表され、2002年７月の時点において計151ヵ国が策定済
み、さらに９ヵ国が策定予定とされている（Ibid.）。

184 Ibid.
185 齋藤によると、「大綱」に関して「…法律としての拘束力はないが、政府の中・長期的な方針を文書の形で明
確化したものを大綱と呼ぶことが多い…すなわち、大綱とは国会答弁や国会決議、省令や行政指導などに比べ
ればその持つ意味は重いものの、法律ほどではないという中間的な位置を占めるもの」としている（下村・中
川・齋藤（1999）p. 89）。

186 神田（2002）p. 247 
187 金（2002）p. 123
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たにもかかわらず、依然はっきりとした政策をもたず、…その効果が均霑されていないという批

判が根強い」188といった指摘が実際にあることも否めない。

日本のODA政策形成に関して、本来の政策決定機関である国会は、「外交は政府の専管事項」189
　

という観点から、ODA予算の総額と各省庁別予算額を含む審議部分にしか関与せず、具体的な

対外援助の内容は政府が決定する190とされる。日本の対外援助の窓口は外務省となっているが、

その政策決定に関しては、関係各省庁間での協議により決定される。例えばODAの無償資金協

力は外務省が担当するのに対し、ODAの大半を占める円借款については上述した１府10省２庁

のうち財務省（旧大蔵省）、外務省、経済産業省（旧通商産業省）、内閣府（旧経済企画庁）191の

旧「四省庁」体制による協議事項であり、ODAの案件提起等、政策決定過程に関与している192。

さらに、技術協力には１府10省２庁すべてが関与する193など、日本のODAにおける政策決定過程

はその事業実施体制ゆえに大変複雑である。

この多くの省庁が関与する実施体制には、「…各省庁がそれぞれの専門知識を活用した援助を

行うことによる範囲の経済と分業の利益がある」194とされる。しかしその一方で、その体制の複

雑さゆえの弊害として「…国内の縦割り行政の写像として、各省庁の都合で援助が実施される可

能性」195や、「省庁間で相互牽制する弊害」196が挙げられ、これこそが政策決定の非効率をもたら

す原因であり、結果として援助政策が不明確とならざるを得ない、という金の指摘197は決して否

めない。

しかしながら、2001年１月から施行された「外務省設置法」において、「…外務省が政府開発援

助全体に共通する方針に関する関係行政機関の行う企画の調整並びに政府開発援助のうち技術協

力及び有償の資金供与による協力に関する関係行政機関の行う企画・立案の調整を掌握する」
　
198

とされるなど、ODA政策決定における外務省の権限が近年増大する動きが見られることが特徴

の一つとして挙げられる。

（３）ODA評価体制整備への動き

1997年には、行政改革の一環として、ODA予算の一律10％削減が公表されたのを受け、同年

７月には、通商産業省と経済企画庁（それぞれ当時）が別々に、有識者委員会の「ODA改革」

案を公表した199。また、日本の対外援助の窓口である外務省は、前述のODA改革懇談会を発足さ

せたが、その最終報告書において、より効率的なODA実施体制の構築のための「評価システム

188 小浜（1998）p. 206
189 村井（2002）p. 272
190 金（2002）p. 129
191 内閣府の場合は、総理府本府、経済企画庁、沖縄開発庁、金融再生委員会が統合された。
192 Ibid., pp. 128-129
193 外務省（2002）pp. 143-146
194 下村・中川・齋藤（1999）p. 94
195 Ibid.
196 金（2002）p. 125
197 金（2002）pp. 128-129：小浜（1998）p. 206
198 外務省（2002）p. 51
199 神田（2002）pp. 253-254
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の確立」の重要性の視点から、政策決定部門と実施機関の評価役割分担の明確化、フィードバッ

クの強化などの改善の必要性が指摘された200。これを受けて、外務省経済協力局長の私的諮問機

関「援助評価検討部会」のもとに、1998年11月、「評価研究作業委員会」が設置され、ここでは

政府関係機関による日本のODA評価に関する初めての体系的な議論が行われた201とされる。

2000年３月には同委員会の最終報告書として「『ODA評価体制』の改善に関する報告書」が公

表され、その中でODA評価の問題点と課題に対する改善策の提言を行った202。さらに、評価手法

の更なる改善、政策評価導入に関するより具体的な検討を行う目的のもと、2000年７月、援助評

価検討部会のもとに「ODA評価研究会」が設置され、2001年２月に「ODA評価研究会報告書」

が公表された203。

同委員会では、以下の５つの課題について重点的に議論された。すなわち、「…①政策レベル

の評価の導入とプログラム・レベルの評価の拡充、②評価のフィードバック体制の強化、③評価

の人材育成と有効活用、④評価の一貫性の確保（事前から中間・事後に至る一貫した評価システ

ムの確立）、⑤ODA関係省庁間の連携推進」204である。このうち①に関して、上述した両委員会

において主査を務めた牟田は、「プログラム・レベル、政策レベルの評価の導入は、従来のプロ

ジェクト・レベル中心の評価方法では十分ではなく…これまでのODA評価の実践例等も援用し

ながら、プログラム・レベル、政策レベルに適した評価手法を開発し拡充していくことが求めら

れている」205という見解を述べている。

（４）ODA事業への政策評価導入に関する考察

複雑な政策形成過程からなる日本のODAを、政策評価導入を前提とした行政活動と見なした

場合、①日本におけるODA政策はどのように形成されるのか、②行政のサービスが対象とする

顧客は誰か、③顧客の視点から見た場合のODA政策はどうあるべきか、という観点が非常に重

要になってくる。

まず最初の政策形成の点に関しては、これまで見てきたように、ODA政策決定におけるODA

大綱の運用状況や、中期政策や国別援助計画等も含めた法的拘束力の問題や制定までの過程206を

ふまえると、これらのODA大綱、中期政策、国別援助計画は、政府によるODA事業全般に関す

る中・長期的な統一的見解であると理解できる。その一方で、関係各省庁等が関与する事業実施

体制の実際の状況をふまえると、ODA事業の主流は、基本的にはその事業を管轄する関係各省

庁の意図や方針に従って実施されている207と理解され、さらに政策評価導入に関連して、各省庁

200 山谷・高田・池永（2001）p. 56
201 牟田（2001）pp. 3-4
202 山谷・高田・池永（2001）p. 56
203 牟田（2001）p. 4：山谷・高田・池永（2001）p. 56
204 牟田（2001）p. 4
205 Ibid., pp. 5-6
206 ODA大綱および中期政策は、原案は外務省が担当するが、最終的には閣議を経て関係各省庁すべての合作と
なる（神田（2002）p. 255：下村・中川・齋藤（1999）p. 89）。

207 政府が何らかの突発的要因によりODA事業に関する政治的決断を下す場合等においてはこの限りではない。
日本のODA政策決定における制約要因に関しては、例えば金（2002）などを参照されたい。
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を（Policyとしての狭義の）政策の企画立案部門と見なした場合、この各省庁における個別の方

針こそが、ODA事業実施における個別の政策であるといえよう。

次に、サービスの対象としての顧客は誰かという点に関しては、「政策評価に関する標準的ガ

イドライン」における「政策評価の目的」のところで述べたように、「国民に対する説明責任の

徹底」、「国民本位の効率的な行政の実現」、「国民的視点に立った成果重視の行政への転換」208な

ど、国民を顧客と見なしているのは明らかである。しかしながら、これはODA事業が内包する

性質には合致しない。すなわち、ODA事業はその多くが途上国において行われることを考える

と、そのサービスの対象としての顧客は、①納税者である日本国民、および②税負担はしていな

いが援助の受け手とされる援助受入国の関係機関および国民、の二者と理解できる。

さらに、顧客の視点から見たODA政策のあり方に関しては、上述した二者をそれぞれ別に考

える必要がある。まず、日本国民をサービスとしてのODA事業の顧客（あるいは株主）と考え

た場合、ODA事業が国民に利益をもたらすような政策が立てられているか、ということが重要

になってくる。これは、国や国民全体にとっての利益、すなわち国益ということに関連して、

「ODAの供与が国益にかなっているか」という問いにつながる。国益自体に関してはいろいろな

議論があり得るが209、政策評価導入との関連において、ここで最も重要なのは、政府が国益のた

めのODA供与ということに関して明確な方針なり考えを持ち、それらの考え方をODA政策に反

映し、公文書等において明示することで、国民に対して適切に提示しているかどうかであるとい

えよう。

このことについて、政府のODA事業一般に関する統一的見解としてのODA大綱および中期政

策について見てみると、筆者の見る限り、ODA大綱では「国際社会の相互依存関係」という前

提のもと、「国際社会の繁栄を確保するため、その国力に相応しい役割を果たす」210という理念を

提示することに重点が置かれており、国益に関する見解が十分に示されているとはいえない。こ

のODA大綱に関しては、2003年３月に見直しの方針が公表された211が、現時点ではどのような内

容になるかは不明である。また、中期政策に関しては、その概要において「…世界の平和と安定

に依拠し、資源・エネルギー、食料等の供給を海外に依存する我が国にとり、開発途上国支援に

引き続き積極的な貢献を行っていくことは、我が国自身の安全と繁栄の確保にとって重要な意義

を有し、平和の維持を含む広い意味での我が国の国益の増進に資する」212と記述されてはいるも

のの、これ以外には特に国益に関する具体的記述は見当たらず、より詳細な見解の表明が必要で

あろう。

208 総務省「政策評価に関する標準的ガイドライン」（2002年10月16日アクセス）
209 例えば神田は、ODAの外交手段としての位置付けと役割を、小浜は、援助供与による相対的に自由な世界経
済体制の維持のための、開発途上国の持続的経済成長の確保を挙げている（神田（2002）p. 245：小浜（1998）
p. 211）。しかしながら本論では、ODA事業における国益ではなく、ODA事業への政策評価導入を論じること
が主目的であるため、ここでは国益について論じない。

210 外務省「ODA政策１. 政府開発援助大綱」（2003年１月10日アクセス）
211 外務省が公表したODA大綱見直しの方針においては、国益に関連すると思われる事項として、ODAへの国民
参加が一層求められているという見地から、広報・情報公開および開発教育の普及に関して規定を置くとされ
ている（外務省「政府開発援助大綱見直しについて」（2003年３月14日アクセス））。

212 外務省「ODA政策２. 政府開発援助に関する中期政策 a.概要」（2003年１月10日アクセス）
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ここで本論に戻ると、ODA事業への政策評価導入において最も大事なのは、政府による具体

的な（Policyとしての）政策の明示化である。NPMの考え方のところで述べたように、行政にお

ける業績測定、特に施策ないしプログラムレベルでのアウトカムに関する業績測定においては、

政策の明示化が大前提となっているため、政策が不明瞭だと評価実施の有効性が薄れてしまう。

さらに、顧客としての国民への説明責任とは、国民のニーズが適切に反映された政策のもとで行

われた、事業全般の評価結果に対する説明責任213を指すため、政策が提示されないと、国民が評

価結果を適切に判断するための根拠が与えられず、判断を下すのが困難になるという意味におい

て、国民に対する説明責任が果たされなくなってしまう。

このような観点から、現在のODA事業については次のことがいえる。すなわち、政府がODA

政策において、国民が顧客であるという観点から、国益のためのODA供与ということに関して

明確かつ詳細な見解を提示していないという現在の状況では、政策の企画立案部門としての各府

省が管轄する、各種ODA事業に関する個別の政策の存在を前提とした上で、関係各府省におい

て政策評価を別々に実施することがより現実的であると理解される。その際、ODA大綱におけ

る理念が適切に運用されているかという視点や、牟田が述べるように、中期政策や国別援助計画

における内容が適切に実施あるいは管理され、効果を上げているかという視点214が政策評価の際

の基準となり得るであろう。

またこのことに関連して、関係各府省がODA政策形成やODA事業における政策評価実施にお

いて、これまで以上に連携を図ることが重要となってくる。2000年３月には、援助の政策および

実施について外務省と関係府省の間で審議・意見交換をすることを目的とした「政府開発援助関

係省庁連絡協議会」が設置され、また2001年７月には、政府全体でのODA評価体制の充実を図

ることを目的とした「ODA関係府省評価部門連絡会議」が設置215されており、関係各府省間にお

ける連携・調整がさらに強化されることが期待される。

次に、援助受入国側の関係者を行政サービスとしてのODA事業の顧客（受け手）と考えた場

合であるが、受入国側は実際に税負担をしていないため、納税者としてではなく、サービス提供

の対象としての説明責任が生じる。この場合、受入国側がどのような形でODA事業に関与して

いくべきか、ということがより重要となってくる。このことに関して、牟田は「…評価活動を通

じて協力に対する（…中略）相手国国民の理解と参加を促進する」216ことを強調している。

ここでの留意点は、事業を実施する側が、顧客としての受入国側のニーズを的確にとらえ、ど

のように政策や施策等に反映していくかということである。つまり、政策体系においてこの部分

をあらかじめ明確にしておかないと、事業全般における業績測定の際に、受入国側の視点で見た

業績（Performance）とは何であり、それをどのような指標を用いて測定するのかという基本的

な問いに直面することになろう。換言するならば、適当な政策が提示されていない状況では、受

入国の国民が積極的にODA事業に参加することの意義が薄らいでしまう。

213 大住（1999）p. 96
214 牟田（2001）p. 4
215 外務省（2002）pp. 51, 107
216 牟田（2001）p. 4
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さらに、ODA事業における政策体系を作成する際には、国や地域の違いによる多様性を考慮

し、受入国側のニーズをどのレベルにおいて反映させるかという点が重要となる。その際、誰が

主体となって政策体系を作成するのかということが再び問題となるが、現在のODA事業実施の

制度上の制約からは、外務省が関係各府省間の調整を掌握する権限が増大しつつあるとされつつ

も、政策の企画立案部門としての関係各省庁が自らの管轄する事業内容をふまえ、別々に作成す

るというのがより現実的であると理解されよう。

またその場合、外務省により策定された、法的拘束力はないが「…具体的案件の指針となるこ

とを目指している」217とされる国別援助計画を、政策体系においてどう位置付けるかということ

にも留意しなければならない。このことに関連して、牟田は、国別協力の大目標や目標体系が明

確でなければ、国別援助総合評価はできないという見解を述べている218。また、国別援助計画に

関しては、2002年７月の時点において策定済みのものは計15ヵ国、策定予定は９ヵ国219とされる

など、その国の数はまだ十分とはいえず、ほかの国々についても早急に整備することが必要であ

ろう。

以上まとめると、行政活動としてのODA事業への政策評価導入においては、サービスの顧客

とされる日本国民と援助受入国の二者どちらの観点から見た場合も、より詳細なODA政策の明

示化が必要であり、また前提とされる。さらに、関係各省庁によりODA事業に関する政策体系

が作成される際には、これら二者それぞれの観点が反映され、また政策体系においても、これら

の異なる２つの観点の整合性がとれているよう考慮される必要があるといえる。

４‐３‐２　ODA事業実施機関の独立行政法人化

2003年３月の時点において、外務省の所管に係る独立行政法人はまだ一つも発足していないこ

とと関連して、同省では独立行政法人評価委員会の設置に至っていない220。その一方で、ほかの

府省に関しては、内閣府、総務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、

国土交通省、環境省を含む９府省58の独立行政法人が既に発足しており221、これらの府省では独

立行政法人評価委員会の設置も含め、独立行政法人の業務運営を評価するための体制の整備が進

んでいる。

2003年10月には、ODA（関連）事業実施機関として、外務省が所管するJICAおよび国際交流

基金が独立行政法人化により、それぞれ独立行政法人国際協力機構、独立行政法人国際交流基金

となり、また経済産業省が所管するJETROが、独立行政法人国際貿易振興機構となる222。なお、

JBICに関しては、現在のところ独立行政法人化の予定はない223。

217 外務省「ODA政策３. 国別援助計画」（2003年１月10日アクセス）
218 牟田（2001）p. 6
219 外務省「ODA政策３. 国別援助計画」（2003年１月10日アクセス）
220 外務省独立行政法人評価委員会は2003年４月頃に設置される予定（JICA職員へのインタビューより）。
221 総務省「独立行政法人一覧」（2002年12月24日アクセス）
222 首相官邸「特殊法人等の廃止・民営化等及び独立行政法人の設立等に当たっての基本方針について」（2002年
12月24日アクセス）

223 JICA職員へのインタビューより。
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４‐３‐３　JICAの独立行政法人化

本項では、特殊法人等整理合理化計画におけるJICA事業および組織形態について講ずべき措

置の内容、独立行政法人化後のJICAにおける新制度、主務省としての外務省からの中期目標の

提示状況、業務内容の変化等について概観する。

（１）特殊法人等整理合理化計画

2001年12月に閣議決定を経て公表された特殊法人等整理合理化計画によると、JICAにおける

事業および組織形態について講ずべき措置として、まず事業一般に関しては、①体系的な評価実

施と外部評価内容の情報提供、②事務処理の見直し、③国別、地域別での事業実施の強化等が挙

げられており、そのほかにも開発投融資事業や海外移住事業の廃止と、無償資金協力、災害援助、

青年海外協力隊等に関しては外部評価内容の情報提供が挙げられている224。

（２）新制度の概要

2002年10月にJICAの独立行政法人化準備室により作成された「独立行政法人国際協力機構法

案説明会用資料」によると、JICAの独立行政法人化による制度面での変化に関して、以下の項

目が記載されている225。

これらはどれも、前節において既に述べた「独立行政法人通則法」に則ったものであると理解

されるが、実際に新制度のもとで組織運営が始まるのは2003年10月からであり、同法における事

項が具体的にどのような形でJICAに反映されるかに関しては、現時点において不明である。

（３）中期目標、中期計画、事業計画

2003年10月からのJICAの独立行政法人化に向けて、外務大臣はJICAに対し、業務運営の効率

・国と法人の権限と責任を明確化（独り立ち→責任の所在を明確化、国は企画、法人は実
施を担当）
・明確化された権限と責任の範囲内において、法人の主体性、自立性を尊重（制度上、国
の関与は原則、中期目標の設定、中期計画の認可のみ）
・主務大臣による中期目標の設定
・外部有識者からなる評価委員会が中期目標、中期計画、年度計画に基づいて定期的に評
価を実施
・組織、定員、人事について、基本的枠組み等の範囲内で法人が決定可
・職員のインセンティブを高めるために業績給与制度を導入
・中期目標、中期計画、年度計画、評価結果、給与等に関する情報を公開
・企業会計原則の導入、法人の会計情報を公開
・運営費交付金（中期目標期間３～５年分を認可）の範囲内において法人が弾力的・効果
的に使用可

224 国際協力事業団「特殊法人等整理合理化計画」（2003年３月31日アクセス）なお、詳細に関しては同文献を参
照されたい。

225 国際協力事業団独立行政法人化準備室（2002）資料７
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化や、国民に提供するサービス等、業務運営およびその質の向上に関する事項等を含む３～５年

の期間での中期目標を定め、それに基づいてJICAは中期計画および年度ごとの年度計画を作成

することとされている。しかしながら、2003年３月の時点において、外務省側からJICAに対し

て中期目標はまだ提示されておらず、従ってJICAにおいても中期計画の策定にはまだ至ってい

ない。また、事業計画の策定に関しても、中期計画の策定後に実施されることとなる226。

一般に、中期目標に関しては、既に述べたように、独立行政法人の業務に関する達成状況が判

断しやすいよう、できる限り数値目標を設定するよう定められており、JICAの場合に関しては、

外務省より提示される中期目標に基づき、外務省独立行政法人評価委員会により、総務省の定め

る政策評価の一環としてJICAの業務運営の評価が行われることとされる。

（４）独立行政法人国際協力機構法案：組織の目的および業務内容の変化

JICAが独立行政法人化されるにあたり、2002年10月に独立行政法人国際協力機構法案が各省

協議を経て閣議決定され、同年11月の臨時国会において可決された227。同法案第１章第３条では、

国際協力機構の目的を以下のように新たに定めている228。

2003年３月の時点では、ほかに同様の趣旨を示す公式文書等は存在せず、ここでの記述が実質

的に、同機構の使命に関する声明文（Mission Statement）に該当するものと考えられる。

JICAの事業に関しては、2002年度の時点において、①研修員受入、②専門家派遣、③機材供

与、④技術協力プロジェクト（旧プロジェクト方式技術協力）（以下、旧プロ技）、⑤開発調査、

⑥青年海外協力隊派遣、⑦無償資金供与（調査・実施促進）、⑧開発協力、⑨移住者・日系人支

援、⑩緊急援助、⑪フォローアップ、⑫人材養成・確保の12事業が挙げられる229。独立行政法人

国際協力機構法によると、独立行政法人化後には、開発協力230および移住者・日系人支援の一部

が廃止され、また目的達成業務の廃止ないし主要業務への統合と合わせ、最終的には、①技術協

力、②無償資金協力、③国民等の協力活動、④移住、⑤緊急援助のための機材・物資の備蓄・供

与、⑥国際緊急援助隊、の６つの業務に再分類される231。

なお、上述した12事業の予算に関しては、2002年度の時点までは事業ごとに別々に計上されて

独立行政法人国際協力機構（…中略）は、開発途上にある海外の地域（…中略）に対する
技術協力の実施並びに無償の資金供与による開発途上地域の政府に対する国の協力の実施
の促進及び開発途上地域の住民を対象とする国民等の協力活動の促進に必要な業務を行
い、中南米地域等への移住者の定着に必要な業務を行い、並びに開発途上地域における大
規模な災害に対する緊急援助の実施に必要な業務を行い、もってこれらの地域の経済及び
社会の発展又は復興に寄与し、国際協力の促進に資することを目的とする。

226 JICA職員へのインタビューより。
227 国際協力事業団独立行政法人化準備室（2002）資料１
228 「独立行政法人国際協力機構法案」第１章第３条
229 国際協力事業団「国際協力事業団事業概要」（2003年２月４日アクセス）なお、開発協力に関しては、2002年
度から新規事業受付を停止している（国際協力事業団（2002a）p. 214）。

230 開発協力に関しては、2002年度から新規事業受付を停止している（Ibid., p. 214）。
231 国際協力事業団独立行政法人化準備室（2002）資料３、４。なお、詳細に関しては後述。
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いたが、独立行政法人化後は、業務の再分類に対応する形で一項一目が特定されなくなる232など、

予算の基本的性格が変わりその使途の融通性も増すように思われる。

（５）ODA政策とJICAの独立行政法人化に関する考察

2003年３月の時点において、外務省側からJICAに対して中期目標はまだ提示されていないた

め、本稿においてはその具体的な内容に関して論ずることはできず、外務省側からの中期目標に

おいて、どの程度具体的な政策およびそれに関する数値目標が含まれるかは不明である。ここで

留意すべきなのは、既に述べたように、中期目標は主に主務省の（Policyとしての）政策に関し

てよりはむしろ、独立行政法人の業務運営に関する枠組みの提示に重点を置いていると解釈でき

る点である。

本節で述べてきたように、日本のODAに関しては、1999年に策定されたODA中期政策および

2000年より順次公表されている国別援助計画が存在する。これらは本来、策定時より５年程度を

念頭に置き、日本のODA事業全般に関する重点課題や地域別援助のあり方等を含む実施指針、

国別の援助計画をそれぞれ示したものであり、どちらも外務省が中心となって策定しているが、

JICAは外務省の所管であることをふまえると、これらの実施指針や援助計画が、そのまま同省

の政策としてJICA事業に反映されるべきと考えることも可能であろう。すなわち、中期目標の

ほかに、外務省からJICAに対して政策が明示される仕組みが既に存在していると理解される。

しかしながら、これらの中期政策や国別援助計画には具体的な数値目標が設定されておらず、

また国別援助計画に関しては、2002年７月の時点において策定済みのものは計15ヵ国のみである

など、筆者の見る限り、その量と質においてまだ不十分であるといわざるを得ない。特に、

JICAの独立行政法人化にあたり、既に述べたように、その業務に関する数値目標の設定が、政

策の企画立案部門としての外務省と、施策および事務事業の実施部門であるJICA233との間におい

て、NPMの考え方に基づいた契約型システムが成立するための前提として重要であり、また外

務省独立行政法人評価委員会がJICAに対し業績評価実施する際にも必要とされる。そのような

理由により、中期目標においてはできる限り数値目標を明示するように定められているものと理

解されるが、この中期目標と中期政策および国別援助計画との関連が現時点では不明瞭である。

さらに、この国別援助計画と、JICAが独自に策定する国別事業実施計画（後述）との間の整

合性の問題にも関連して、最終的には中期政策、国別援助計画および国別事業実施計画の意義と

それらの関係が再確認されることで、同一体系内における政策・施策・事務事業指針のような形

で整理されるのが理想的234であり、またここでの中期目標と中期計画および事業計画の位置づけ

が明確化される必要がある。いずれにせよ、これらの点は、外務省側からJICAに対して中期目

標が提示されることでより明らかとなるであろう。

232 国際協力事業団独立行政法人化準備室（2002）
233 国際協力事業団企画・評価部評価監理室（2002）p. 25
234 Idid., p. 22
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４‐４　総括

本章において検証した政策評価制度と独立行政法人制度はともに、1997年12月に公表された行

政改革会議最終報告に端を発しており、NPMの考え方に基づき、効率的で質の高い行政を実現

することを目的とした行政改革の一環として導入されたものである。政策評価制度に関しては基

本的に、政策の企画立案部門としての中央府省にのみ適用されるため、独立行政法人はその対象

外となる。

日本のODA事業に関していえば、現時点におけるODA政策のあり方をふまえると、関係各府

省において政策評価を別々に実施することがより現実的であると理解される。そのため、ここで

独立行政法人化を目前に控えたJICAに関していえば、主務府省としての外務省が提示する予定

の中期目標に基づき、外務省独立行政法人評価委員会がJICAに対して実施する業績評価、およ

び独立行政法人通則法の中で特に規定事項等はないものの、NPMの考え方に基づき、独立行政

法人が自らの業務の達成状況について自ら自主的に行う数値を用いた業績測定の異なる２つの概

念が重要となる。

また、JICA事業に関しては、その多くが途上国の国民を対象に行われるなど、活動内容が一

般の行政機関のそれと比較しても特異であるため、JICAにおいて特に結果重視マネジメントと

の関連での業績測定のあり方を実際に考えていく際には、国内のほかの行政機関において見られ

る事例よりも、DAC諸国の援助供与機関における国際的潮流をふまえた上で、結果重視マネジ

メントの動向に関して検証することがより有効であろう。

いずれにせよ、これらの制度はすべて、行政において効率化とその質の向上を図るためのツー

ルでしかないことをふまえると、行政機関におけるマネジメントが改善されるためには、NPM

の考え方に基づいて行政改革が進められることが最も重要であり、また目的意識が伴わないこと

で制度自体が形骸化しないためにも、現場の意識改革が同時に行われる必要があるといえよう。
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５．援助供与機関における結果重視マネジメントの国際的潮流

本章では、二国間および多国間援助供与機関における結果重視マネジメント（RBM）導入の

現状について検証する。本章での記述の多くは主に、DACのWP-EVにより公表されたAnnette

Binnendijkのレポート「Results Based Management in the Development Co-operation

Agencies: A Review of Experience － Background Report」の内容に依拠している。また、こ

のレポートで扱っているのはDAC加盟国すべての援助供与機関ではなく、特にRBM導入の動き

が早くから見られた一部の機関（USAID、DfID、AusAID、CIDA、Danida、UNDP、世界銀行）

についてであり、本章ではその中でも特にRBM導入の先駆的存在といえるUSAIDにおける動向

に注目する。

さらに、本章の後半部では、近年の援助実施のあり方における結果指向との関連から、現在ド

ナー機関において活発に議論されているプログラム援助に関しても概観する。

５‐１　DAC加盟国におけるNPMの潮流

近年のNPMの考え方を中核とした「公的部門」の改革の潮流は、1980年代、経済危機がより

深刻であった英国、ニュージーランド、オーストラリア、カナダ等、いわゆるアングロ・サクソ

ン諸国に先導される形で始まり、1990年代にはオランダ、スウェーデン、デンマーク、フィンラ

ンド、ノルウェー等の北欧諸国に続き、やや遅れてドイツ、フランス、オーストリア、米国、そ

して日本等、多くのDAC加盟国に波及しその動きが加速した235。

例えば米国では、1993年のGPRAの成立により、全連邦政府機関に対し、個々の政策および予

算に関する目標値の設定と業績の報告を義務付けることで、公的部門の改革の動きが加速した236

（詳細については後述）。また英国では1988年に、行政における契約型システム導入の先行事例と

して知られているエイジェンシー制度237が導入され、ニュージーランドではCrown Entities、カ

ナダではSpecial Operating Agency等、他のDAC加盟国においても同様の動きが見られる。

５‐２　援助供与機関におけるRBMの潮流

５‐２‐１　援助供与機関におけるRBMの背景

DAC各加盟国における公的部門の改革が進展するのと同時に、各国内の政府レベルにおいて

は、行政機関の一つとしての援助供与機関も、例外なくその見直しの対象とされた。そのような

235 大住（1999）p. 35、57、59、76。米国においては1980年代までに、PPBS等の「…民営化手法や政策科学を理
論的基礎とした行政管理の仕組み」は存在し、NPMはこの流れを汲んでいるとされる（大住（1999）p. 77：
上野（2001）pp. 22-23）。各国における行政改革の動向に関しては、同文献や行政改革会議事務局（1997）な
どを参照されたい。

236 小池（1998）p.63
237 英国の行政において、国家公務員が行う業務のうち５％ほどとされる政策の企画・立案部門を除き、残りの大
部分を占める実施部門を分離して中央省庁からの独立機関とすることで、行政の効率化とサービスの向上を図
るという考えに基づいた制度であり、エイジェンシーでの「制度改革、予算の執行などのマネジメント面での
裁量は著しく拡大される」といわれる（大住（1999）p. 52）。エイジェンシー制度に関しては、同文献などを
参照されたい。
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中で、援助供与機関は、各国内の他の行政機関とは多少異なる状況に置かれていた。つまり、国

内の財政状況の悪化や景気の後退等、改革の契機となった直接的理由に加え、これまでの継続的

な援助供与の実施にもかかわらず、援助の効果が予期されたとおりに表れないことに対する疑問

を背景とした、援助予算の確保に対する国民の支持の低下、すなわち「援助疲れ」の現象からく

る大きな外的圧力があった238とされる。

この「援助疲れ」の現象は、1990年代を通じて主要な援助供与国において見られた239が、この

ことは同時に、これらの国々の援助供与機関にとって、援助実施がもたらした結果を、国内の納

税者のみならず援助受入国側の関係者を含む国内外の利害関係者に対し提示することの明確な動

機付けとなり240、これらの機関におけるRBM確立が促進されていった。また、援助供与機関が形

成する国際的ネットワークの存在により、このRBM確立の動きはDAC加盟国の二国間援助機関

のみならず、世界銀行やUNDP等の多国間援助機関においても1990年代半ば以降、同様の動きが

見られるなど、国際的潮流が形成されていったといえよう。

５‐２‐２　援助供与機関におけるRBMの考え方

援助供与機関におけるRBM確立の動きは、基本的にはDAC各加盟国でのNPMの考え方に基づ

いた公的部門の改革を背景としており、従って、NPMの考え方における基本的概念等はそのま

ま適用され得る。本項では、RBMの潮流と、開発途上国における援助供与という事業との関連

において、「業績（Performance）」の意義を再検証する。

（１）DACの見解による「業績」と「結果」の定義

DACのWP-EVが編纂した「Glossary of Key Terms in Evaluation and Results Based

Management」によると、「業績（Performance）」「結果（Results）」およびその関連語句と「結

果重視マネジメント（Results-Based Management）」の定義は表５－１のように定められている。

ここで留意すべきなのは、「結果（Results）」に関するDACの見解である。つまり、DACの定

義では、「結果（Results）」においてアウトプット（Output）、アウトカム（Outcome）、インパ

クト／長期的効果（Impact）がすべて含まれている。このうちアウトプットが含まれている点に

関しては、これまでほとんどの援助供与機関が、プログラムの枠内での援助実施というよりも主

に個別プロジェクトごとの実施に焦点を当て、そのためにアウトプットを重視したプロジェクト

評価が主に行われてきたこと241、さらに現在も、機関によってはその傾向がまだ強く残っている

ものがあること242と関連していると思われる。しかしながら、DAC加盟国全体の援助供与機関に

おいて概観すると、アウトプット重視の傾向は一般的に、アウトカムおよびインパクト重視へと

変わりつつある243とされる。

238 Binnendijk（2001a）p. 9：国際協力事業団（1998）p. 16
239 ただし日本は例外であり、1990年代前半から他の主要援助供与国において「援助疲れ」の現象が見られる中、
日本は1998年度にODA予算を10％以上削減するまで、着実にODA予算を増大していった（国際協力事業団
（1998）p. 16）。

240 Binnendijk（2001a）p. 129
241 Binnendijk（2001a）p. 15
242 Ibid., p. 18
243 Ibid., p. 15
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（２）援助供与機関に特有の事項

Binnendijkによると、援助供与機関において業績測定の体系を確立していく際の背景として、

その開発協力という事業の性質上、他の国内の行政機関とは異なった、援助供与機関に特有の事

項を考慮しなければならない。それらの事項とは、援助供与機関が、

①多くの異なる国や状況で活動する。

②数多くのセクターで多種多様なプロジェクトを展開する。

③組織能力の形成（Capacity Building）や政策改革（Policy Reform）に頻繁に取り組むが、

これらは直接サービスを提供する活動に比べて測定が難しい。

④良い統治（Good Governance）等、業績測定に関する過去の経験がほとんどない新しい分野

に移行している。

⑤分野の異なるプロジェクトにおいて、容易に総計できるような規範的指標を欠いている。

⑥たいていの場合において、インパクトに影響を与えるような主要な当事者とはなり得ず、そ

の結果、常にそのインパクトを自らの活動と結び付けることに問題を抱える。

⑦一般に、援助受入国が収集したアウトカムおよびインパクトに関する情報に依存することに

なるが、これらの国々の技術能力と資源は限られており、その結果、情報の質や範囲、さら

適時に利用可能でないといった問題が生じる。

等といったこととされる244。

現時点で、RBM確立の進展状況は援助供与機関によって異なり、例えばUSAID等のいくつか

の機関においては、RBMおよび業績測定に関して既に10年ほどの経験の蓄積があるとされる。

しかしながら、上記の事項のいくつかを見ても分かるように、ほとんどの援助供与機関はまだ

表５‐１　主なRBM関連英語句と対訳語、およびその定義

業績 Performance ある開発行為が、または開発パートナーが、特定の基準、規範、指針に沿って機能・
運営する度合い、あるいは設定された上位目標や計画に沿って結果を達成する度合い

結果 Result(s) ある開発行為における（意図的または意図されていない、建設的かつ／または望まし
くない）アウトプットやアウトカム、またはインパクト（あるいは長期的効果）

業績指標 Performance
Indicator

開発行為において生じた変化を確認することを可能とする、あるいは当初の計画との
対比において結果を明示する変数

業績測定 Performance 
Measurement

設定された上位目標に対する開発行為の業績を評定するための体系

結果重視
マネジメント
（業績による
マネジメント）

Results-Based 
Management
(Performance 
Management)

業績とアウトプット、アウトカム、かつインパクトの達成に焦点を当てた管理（ある
いはマネジメント）戦略

業績
モニタリング

Performance
Monitoring

期待される結果との対比において、プロジェクト（あるいは事務事業）、プログラム
（施策）、ポリシー（政策）が実施・実行されている状況を評定するための情報を収集
かつ分析する継続的な手続き

日本語句 英語句 定義（訳）

出所：The DAC Working Party on Aid-Evaluation（2002）を基に筆者作成（邦訳は筆者）。
注：BinnendijkはResults Based ManagementとPerformance Managementを同義と見なしており、筆者の見解
もそれに準ずる（Binnendijk（2001a）p. 3）。

244 Ibid., pp. 14, 129
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RBMを確立させる初期の段階にあるのが現状といえる245。

５‐２‐３　３つのレベルにおける業績測定

これまで見てきたように、各援助供与機関にとって、実際どのように業績測定を実施すべきか

ということが大きな課題となってきたが、その方向性や進展状況は各機関において多少異なるよ

うである。ここでは、①プロジェクト、②国別プログラム、③組織全体、の３つのレベルにおけ

る業績測定を検証する。

（１）プロジェクト・レベル

１）業績測定の種類と分析ツール

プロジェクト・レベルでの業績測定においては、以下の２種類の測定、すなわち、①プロジ

ェクト実施状況（活動および投入の妥当性）に関する測定、②プロジェクトの結果（アウトプ

ット、アウトカムおよびインパクト）に関する測定が行われることが特徴といえるであろう246。

近年までは、援助供与機関において、プロジェクト実施の過程における投入と活動の状況把握

が重視されてきたが、RBM確立の流れを受けて、その重点はプロジェクトの結果に関する継

続的な把握、すわなち業績モニタリングへと移りつつあるとされる247。

プロジェクト・レベルでの業績測定の分析ツールとして、1960年代後半にUSAIDが開発し

たロジカル・フレームワーク（通称ログ・フレーム）が多くの機関において用いられてきた248。

ログ・フレームは通常、「上位目標（Goal）」、「プロジェクト目標（Purpose）」、「成果

（Outputs）」、「活動（Activities）」、「投入（Inputs）」の５レベルからなる階層型モデルであり、

隣接するレベル間においてはそれぞれ、原因－結果の因果関係が仮定として成立している。一

般に、これらの５つの項目内容が、外部条件となる仮定とともに特定された後、各レベルにお

いて、それぞれ達成度を測るための客観的に検証可能な指標が設定され、さらに対象となるタ

ーゲット・グループの明示化と、指標データの検証手段が特定される249（表５－２）。

なお、ログ・フレームの構造は各援助機関によって必ずしも同一ではなく、例えば、いくつ

かの機関では活動を除いた４つのレベルしかなかったり、またGoalとPurposeの代わりにそれ

ぞれImpactと（Intermediate）Outcomeを用いている等、用語の使用状況にも違いが見られ

る250。
・

２）業績測定の指標設定と判断基準

業績指標の設定の際には、どのように適切な指標を設定するかということが重要となる。

Binnendijkによると、ほとんどの援助供与機関は定量的指標と定性的指標を合わせて用いてお

245 Ibid., p. 129
246 Ibid., p. 17
247 Ibid., p. 35
248 Ibid., p. 15
249 Ibid., pp. 16-19. 各用語の定義に関しては、冒頭部の関連用語の定義を参照されたい。
250 Ibid., pp. 18, 138
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り、例えば家族計画、教育、農業等のようなサービス提供に関連したセクターでは定量的指標

が使用される一方、民主化、良い統治、政策改革、組織能力の形成等のような新しい分野にお

いては、その性質上、定性的指標がより適切である251。また、定性的指標が用いられた際にも、

それを回数やカテゴリー等の数値を用いた指標に置き換えることが可能な場合が多いとされ

る252。
　

例えば、世界銀行、USAID、Danida等は既に、セクター別に指標を設定したものを公

表している253。

実際に用いる指標を選定する際には、事業実施部署を含めた援助供与側のみでなく、相手国

の政府機関や援助受益者等、異なる観点からプロジェクトに利益を見いだしているすべての主

要関係者間で合意を得ることが重要とされる254。さらに、例えばUSAID、CIDA、UNDP等を

含む多くの機関では、設定および選定された指標が適切かどうかを判断するための独自の基準

やチェックリストを用いており、それらの基準の例として、以下のもの等が挙げられる255。

指標が設定された後には、各指標における数値目標を設定する。この際に留意すべきなのは、

数値目標がプロジェクトの進行度を適切に反映するための基準となることであり、現実に達成

可能な範囲内で高い目標となるように値を設定するのが望ましいとされる256。具体的には、各

指標に関してその近年の傾向をふまえた上での、プロジェクト実施前の基準値としてのベース

ラインの確認や、プロジェクトの受益者、事業実施機関、専門家等の意見の反映、さらに、過

・妥当性（Valid） ：指標が測定したいものを適切に反映するか
・客観性（Objective）：測定されるものに関して定義が正確であいまいではないか
・信頼性（Reliable） ：データの一貫性が保たれ、常に比較可能か
・実用性（Practical）：データが容易に、適時に、合理的な経費のもとで収集可能か
・有効性（Useful） ：将来の意思決定と学習においてデータが有用となるか
・共有性（Owned） ：相手国や関係者が指標の合理性に同意するか

表５‐２　ロジカル・フレームワークの概要

プロジェクト要約
（Narrative Summary）

上位目標（Goal）

プロジェクト目標（Purpose）

アウトプット（Outputs）

活動（Activities）

投入（Inputs）

客観的に検証可能な指標
（Objectively Verifiable Indicators）

検証手段
（Means of Verification）

重要な仮定
（Important Assumptions）

出所：Binnendijk（2001a）（邦訳は筆者）。

251 Ibid., p. 29
252 Ibid.
253 Ibid., p. 30
254 Ibid., pp. 31-32
255 Binnendijk（2001b）p. 6（邦訳は筆者）。例えばUSAID、CIDA、UNDPの３機関においてそれぞれ用いられ
ている基準に関しては、Binnendijk（2001a）を参照されたい。

256 Binnendijk（2001a）pp. 32-33
257 Ibid., pp. 33-34
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去の事業に関する文献調査や、ベスト・プラクティス等のベンチマーキングの利用などが有用

であるとされる257。

３）３レベルの業績モニタリング

プロジェクトの結果に関する業績モニタリングが行われる際の特色は、以下に示すように、

①アウトプット（Outputs）、②プロジェクト目標／アウトカム（Purpose／Outcome）、③上

位目標／インパクト（Goal／Impact）の３つのレベルのうち、どれを対象として測定するかに

よって異なる258。アウトプットに関するモニタリングは、プロジェクトチームのメンバーとマ

ネジャーの権限および責任の範囲とされ、年に数回実施される。プロジェクト目標／アウトカ

ムに関するモニタリングは、サービスの顧客としての受益者の、アウトプットに対する嗜好や

反応、さらに彼らへの影響について、例えば年１回など定期的に、下請けの地元組織、大学、

研究機関等が主体となって実施する。これらの２つのレベルに関しては、上述したように、事

前に各指標において数値目標を設定するのが有効であるとされる259。

上位目標／インパクトに関するモニタリングは、長期的な社会・経済的効果を調べる必要が

あるため、例えばプロジェクト形成時と事後評価時におけるターゲット・グループを対象とし

たサンプル調査を実施したり、相手国の専門機関が例えば年1回など定期的に行う家計調査の

データを用いることでプロジェクトの効果を分析する。ここで留意すべきなのは、上位目標／

インパクトは多くの外的要因に影響されるため、プロジェクト・マネジャーの責任範囲を超え

ている点である。それゆえ、事前に数値目標を設定して達成度を測定するよりは、進歩状況を

確認するという意味において単に業績モニタリングを行うのが適切であると考えられる260。た

だし、上述した上位目標／インパクトの測定は費用がかかるという点も指摘される261。

なお、これらの３つのレベルに関して、どれか１つのみに偏るのではなく、すべて包括的に

モニタリングを行うのが望ましいとされる262。

４）援助供与機関における業績報告の実施状況

Binnendijkによると、援助供与機関によっては、既にプロジェクト・レベルでの業績測定に

関するある程度の経験の蓄積があり、実際多くの機関では、組織の業績測定システムの一部と

して、各プロジェクト・チームあるいは主にマネジャーに対し、年に一度、プロジェクトに関

する業績報告を義務付けている263。これまでは、プロジェクト終了時点での業績情報および評

価結果の報告、あるいはモニタリングを通じたプロジェクト活動の実施・運営状況の報告が一

般的とされてきた264。しかしながら現在では、業績を測定すること自体に重点が置かれるよう

257 Ibid., pp. 33-34
258 Ibid., p. 35
259 Ibid., p. 34
260 Ibid.
261 Ibid.
262 Ibid., p. 46
263 Ibid., pp. 46-48
264 Ibid., p. 47
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表５‐３　主な援助供与機関における業績報告の実施状況の概要

CIDA Annual Project 
Progress Report
System

予算が10万カナダドル以上の実施中のプロジェクトに関し、プロジェクト・マネジャ
ーが所定の書式を用いて、予算と実際の支出および当初目標と実際の結果を比較し、
業績の評点付けを行ったものを毎年報告する。業績情報は議会への報告にも用いられ
る。

プロジェクト終了時には、マネジャーがプロジェクトの自己評定を行い、結果の達成
度に加えてその理由付けや、妥当性・自立発展性・費用対効果等を含むプロジェクト
の全体像に関してProject Closing Reportを作成する。

これらのプロジェクトの終了時には、プロジェクトにおける達成状況と得られた教訓
に関する報告書を提出する。

DfID Output-to-
Purpose Review
System

予算が50万ポンド以上の実施中のプロジェクトに関し、プロジェクト・マネジャーが
プロジェクト目標の達成に向けた進歩状況を評定し、業績の評点付けを行ったものを
毎年報告する。活動や成果／アウトプットよりもプロジェクト目標に焦点が当てられ、
業績情報は会計情報とともに本部のデータベースに蓄積され、組織全体での業績を示
すのに用いられることになる。

AusAID Activity 
Monitoring Brief
System

実施中のプロジェクトに関し、当該国の部署のプロジェクト・マネジャーがパートナ
ーと関係者との協議に基づき、３～12ヵ月ごとに業績の評定と４つの基準（①デザイ
ンの適切さ、②プロジェクト目標の達成度、③管理／マネジメントの質、④アウトカ
ムの自立発展性）に基づいた評点付けを行う。プロジェクトの業績の評点結果は、会
計情報と合わせて本部のデータベースに蓄積され、組織全体での業績を示すのに用い
られることになる。

Danida ――― 国別事務所（大使館）が、Danidaが定めたプログラム・アプローチの各分野において、
比較可能な指標を用い、プロジェクトのアウトプットとアウトカムに関し、毎年報告
する。これはマネジメントのツールとしてではなく、国内の関係者に対しDanidaの業
績に関する報告を行うために用いられる。

世界銀行
Annual Report
on Portfolio
Performance 

すべてのプロジェクトを対象に、プロジェクト・マネジャーがForm590と呼ばれる所
定の書式を用い、プロジェクト実施における進歩と当初予期された結果の達成状況に
関する自己評点を半期ごとに報告する。この書式には用いられた主な業績指標や、評
点結果に関する正当性等の説明も含まれ、結果は本部のデータベースに蓄積され、組
織全体での業績を示すのに用いられる。

プロジェクト終了時には、プロジェクト・マネジャーと相手国パートナーとの自己評
定により、主にプロジェクトの（妥当性や実効性を考慮に入れた）アウトカム、自立
発展性、相手国組織の発展におけるインパクト、業績の質などに関する業績の評定を
行い、プロジェクトの達成状況と得られた教訓等も含め、Implementation Comple-
tion Reportを作成する。報告書はOperations Evaluation Departmentに送られ、そこ
からの情報等を基に、組織全体でのプロジェクト・レベルでの業績の統計をとった
Annual Review of Evaluation Resultsが発行される。

機関名 システム名 概　　要

出所：Binnendijk（2001a）を基に筆者作成。

265 Ibid.
266 Ibid.
267 Ibid., pp. 47-49

になり、プロジェクト実施期間中における業績モニタリングの実施、すなわち、当初計画され

ていた結果の達成度やその効率性を定期的に測定することが主な焦点となっている265。さらに、

多くの援助供与機関では、実施する主要プロジェクトの業績情報が適時本部に集積され、機関

全体の業績報告書として年に一度まとめられる266。例えば表５－３に示すとおり、CIDAやDfID、

AusAID、世界銀行等では、プロジェクト・マネジャーが主体となってプロジェクトの自己評

定を行い、年に一度、本部への報告を行い、業績情報は本部のデータベースに蓄えられる267。

また、上述した機関のうち、例えばCIDA、DfID、世界銀行では業績モニタリングとは別に、

結果の達成状況の原因やそこに至る過程等の分析にもより焦点を当て、終了時における報告書

提出を義務付けているが、ここでは、業績モニタリングとは別に、「評価」の役割が重要とな
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ってくるように思われる268。

５）業績報告の内容とプロジェクト評点システム

業績モニタリングで扱われる事項には、主に以下のような項目269があるとされる。

これらの項目に関する業績モニタリングの結果をもとにして、プロジェクトの業績を分析お

よび判断するための方法として、業績を点数で表すプロジェクト評点システム（Project

Rating System）が、例えば前述のCIDA、DfID、AusAIDやUNDP等を含む援助供与機関にお

いて用いられている270。ここでの評点システムとは、標準化された一連の基準、あるいは評点

スケールを用いて、プロジェクトの業績と結果を判断するための道具あるいは仕組み271のこと

を指す。このプロジェクト評点システムにより、異なる形式のプロジェクトにおいても、上述

したような業績項目に関して各プロジェクトの評点を比較することでそれぞれの業績を判断し

たり、また統計をとることでプログラム・レベルや組織全体での業績を示すことも可能となり、

他の援助供与機関からの注目も高まっているとされる272。

用いられる基準や評点スケールは機関によってかなり異なり、例えばAusAIDでは、前述し

た４つの基準に関して、５（Best Practice）、４（Fully Satisfactory）、３（Satisfactory

Overall）、２（Marginally Satisfactory）、１（Weak）の５つの評点スケールを用いて評点付

けを行う273。一般に、評点付けを行うのに必要な業績に関するデータは、主に業績モニタリン

グと評価により収集されたものが用いられ、これらの評点付けは通常、プロジェクトチームに

・経済性（Economy）：費用と物理的投入の関係
・実効性（Efficiency）：費用と成果／アウトプットの関係
・生産性（Productivity）：投入と成果／アウトプットの関係
・卓越性（Excellence）：産出する成果／アウトプットの質の高さ
・公平性（Equity）：援助を必要とする対象者がどの程度結果にアクセス可能か
・顧客の満足度（Customer Satisfaction）：プロジェクトの成果／アウトプットが顧客の

嗜好にどの程度一致するか
・効率性（Effectiveness）：結果（投入、成果／アウトプット、インパクト）が当初計画

と比較してどの程度達成されているか
・寄与度（Attribution）：観察されたアウトカムとインパクトがどの程度特定のプロジェ

クトからの寄与によるか
・費用対効果（Cost-Effectiveness）：プロジェクト費用とそのプロジェクトが寄与する最

終的なアウトカムあるいはインパクトとの関係
・自立発展性（Sustainability）：プロジェクト期間以降、結果が持続する力
・妥当性（Relevance）：対象者のニーズ、相手国の国家開発目標、援助供与機関の組織

レベルでの目標に対するプロジェクトの結果の適正さ

268 業績モニタリングと評価のそれぞれの役割と両者の関係に関しては後述。
269 Binnendijk（2001a）p.50（邦訳は筆者）
270 Ibid., p. 52
271 Ibid.
272 Ibid., pp. 52-53
273 Ibid., p. 53
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よる自己評定であることが多い274。

要約すると、プロジェクト・レベルにおける一連の定期的な業績測定、すなわち業績モニタ

リングは、主にプロジェクトのマネジメントの改善を目的として実施されており、さらに、業

績モニタリングに基づいた評点付けは、組織全体での業績を数値を用いてより客観的かつ科学

的に提示するために実施されているといえよう。

６）プロジェクト・レベルにおける業績測定の問題点

これまでほとんどの援助供与機関が、主に個別プロジェクトの実施に焦点を当ててきたため、

プロジェクト・レベルにおける業績測定は比較的取り組みやすいと思われる半面、Binnendijk

によりさまざまな問題点も指摘されている。例えば、ログ・フレームは個別プロジェクトごと

に用いられるため、同じ国・地域で実施されている複数のプロジェクトに関して、重要な開発

目標の達成を目的としたプログラムの枠組みの中において、それぞれの関連性が必ずしも見い

だされ得ないという点がある275。また、前述したように業績指標のメニュー化や特定指標の使

用の義務化が進むことで、国別のニーズが適切に反映されなくなったり、現場での自由なプロ

ジェクト運営が妨げられるといった可能性が考えられる276。さらに、プロジェクト終了後、ど

の時点までインパクトや自立発展性をモニタリングすべきかという時間的制約と限界が存在す

る277。

このほかにも、プロジェクト・レベルにおける業績測定に関する留意点としては、個別プロ

ジェクトにおいてプロジェクト・マネジャーの裁量をどこまで拡大させ、また、投入、アウト

プット、アウトカム、インパクトのどの範囲まで責任をもつのかという点や、アウトカムやイ

ンパクトにおいて、どのように個別プロジェクトの寄与度を適切に見いだし得るのかという点

などが今後の課題として考えられる。

（２）国別プログラム・レベル

１）国別プログラムの特徴

国別プログラム・レベルにおける業績測定は、プログラム・レベルの場合と比較してより包

括的・戦略的なアプローチであり、1990年代半ば頃にUSAIDが先駆けて開発・採用し始めた

のを受けて、現在ではUNDP等の援助供与機関においても同様のアプローチが採用されてい

る278。
　

Binnendijkによると、国別プログラム・レベルにおいては、プロジェクト・レベルの場合と

比較してより高次の開発目標、すなわち、ある対象国内でのセクターないしサブセクター・レ

ベル、または分野横断的な開発目標を中心に据え、一般に、異なる援助供与機関や相手国機関

により実施されるさまざまなプロジェクトないし活動を包括する総体を「プログラム」として

274 Ibid.
275 Ibid., p. 56
276 Ibid., p. 31
277 Ibid.
278 Ibid., pp. 58-59
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想定し、業績測定の対象とする279。そのため、まず国別プログラムの実施に関していえば、こ

れまでの「プロジェクト」という枠にとらわれない、より融通性のある援助実施が理論上可能

となる280。さらに、業績測定に関しては、比較的長い期間を想定した上での実施が前提となる

ことで時間的制約がなくなり、また、重要な開発目標が明確化された上で、各開発目標のもと

でのプロジェクトないし活動どうしの関連性もより明確に見いだされる等、プロジェクト・レ

ベルでの業績測定において見られたさまざまな問題点が解消される281。

開発目標が設定される際には、対象国の国家開発目標や戦略との整合性がとれている必要が

ある。長期にわたる開発目標が達成されるためには、NGO等を含むさまざまな援助供与機関

のみならず、相手国政府および民間セクター等がすべて関係してくるため、援助供与側にとっ

ては、関係各機関が開発目標を共有し、それに基づいた上で援助実施の役割分担をするなど、

ドナー機関の間での協調がこれまで以上に必要とされる282。また、対象国における各ドナー機

関の事業実施部署は、機関全体で見た場合の事業実施方針との整合性がとれるように援助戦略

を策定することとされる283。さらに、援助受入国が主体となり、開発目標の達成に向けてオー

ナーシップを高め、リーダーシップを発揮できるように体制を整えていくことが必要とされ、

同時に市民社会や民間セクターの参加も求められる284。

以上述べてきたように、この新しいアプローチにおいては、これまでの援助事業実施のあり

方と比較して、さまざまな面での変化が前提となっていることが大きな特徴といえるであろう。

２）国別プログラムで用いられるツール

現在、前述したいくつかの援助供与機関において、国別プログラム・レベルにおいて用いら

れているのが、結果フレームワーク（Results Framework）285である。この結果フレームワー

クは、ある対象国において通常はセクターないしサブセクター・レベルでの、ある特定の開発

目標を達成するための戦略を階層図で示したもので、通常、一つの「戦略開発目標（Strategic

Development Objective）」、「中間結果／アウトカム（Intermediate Results／Outcomes）」、

「（活動の）アウトプット（Activity Outputs）」の３レベルからなり、隣接するレベル間にお

いてはそれぞれ、原因－結果の因果関係が仮定として成立している。基本的な論理構造はロ

グ・フレームと同じであるが、①多くの関連プロジェクトないし活動のアウトカムが含まれる

点、②個別の活動の投入や実施プロセスではなく、より高次での結果の達成に焦点を当ててい

る点、において異なる。なお、中間結果／アウトカムは１レベルのみとは限らず、数レベルに

なる場合もある。図５－１に示すのが、ある対象国において「国内市場における食料流通量の

増加」を仮定として開発目標に据えた結果フレームワークの一例286である。図５－１では、開

279 Ibid., p. 58
280 Ibid., p. 60
281 Ibid.
282 Ibid.
283 Ibid.
284 Ibid.
285 Ibid., pp. 61-66（邦訳は筆者）。機関によっては名称が異なり、Program LogframesやPerformance
Frameworks等とも呼ばれる（Ibid., p. 61）。

286 Ibid., pp. 63-64
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発目標は５年以上、アウトカムは２～５年内、さらにアウトプットは２年以内の時間枠での達

成が一般的な目安とされている。

結果フレームワークはその機能面での性質ゆえに、以下に示すように、いろいろなツールと

して用いられ得る287。まず、対象国における援助供与機関の事業実施部署が、他のパートナー

との協調のもとで明確化された開発目標に基づき、関係機関間での役割分担を前提として、そ

の役割の範囲内での援助計画や戦略を練る際に、戦略計画策定とマネジメントのツールとして

使用できる。そして、結果フレームワークは業績測定のツールとして、事業実施部署が自らの

結果の達成度を測定ないしモニタリングするための枠組みを形成・提示する。さらに、開発目

標の達成に向け、援助戦略に関する同意やオーナーシップを関係機関間において形成していく

際の意思・情報伝達のためのツールとしても効果的である。

なお、USAIDでは、対象国における事業実施部署（ミッション）が、米国大使館との協議

のもと、この結果フレームワークを用いて国別援助戦略計画（Country Strategic Plans: CSP）

を策定する。このCSPは、①重点分野の援助環境と妥当性に関する分析、②援助戦略計画、③

予算計画、の３部構成となっている288。

図５‐１　結果フレームワークの概要

国内市場における�
食料流通量の増加�

開発目標�
（５年～）�

中間結果／�
 アウトカム�
（２～５年）�

アウトプット�
（～２年）�

…� …� …�

市場の建設�
（農業省）�

市場への商品輸送の�
効率化�

食料生産の増加�

灌漑の改善�
（農業省）�

農民への�
信用貸しの増加�
(Danida、�
商業銀行)

農民による�
改善された�
生産技術�
使用の増加�
（CIDA）�

耕作地から�
市場までの�
道路の改善�
(世界銀行)

輸送媒体の�
質の向上�
(USAID)

出所：Binnendijk（2001a）（邦訳は筆者）。

287 Ibid., pp. 62-65
288 藤村（2001）pp. 215-216
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３）結果フレームワークの作成

結果フレームワークを実際に作成する際には、対象国の政府が先導し、援助供与機関のみな

らず援助受益者、その国の関係政府機関、民間セクター、市民社会の機関、NGO、他の利害

関係者等が協調を図りつつ、その作成過程にかかわることが理想的とされ、さらにこの場合、

すべての関係機関のプロジェクトないし活動が結果フレームワークに含まれることから、開発

目標の達成に向けての役割分担も可能になるとされる289。

USAIDが発行したTIPS No. 13290によると、USAIDにおける結果フレームワーク作成の手順

は次のような段階をふむ291。まず、中心に据えるべき開発目標を明確化した上で、その目標の

内容記述に関しては結果を重視し、厳密かつ測定可能なものとする。次に、設定した開発目標

を達成するためにまず遂行すべきすべての中間結果／アウトカムを同定し、どの関係機関がそ

れぞれのアウトカム遂行に向けて責任を負うのかを明確にする。アウトカムの内容に関しても、

上述した開発目標の場合と同様の点に留意して記述する。

そして、開発目標とアウトカムとの因果関係を明確化するが、アウトカムは１レベルのみと

は限らず、またアウトカム間においても因果関係が見いだされることもあり得る。その後で、

結果の達成に影響するかもしれない外部条件となる仮定を同定し、全体として複雑すぎないか、

設定した開発目標やアウトカムは適切か、客観的に測定可能か、また現実的かどうか等につい

て最終確認する。

なお、UNDPではCountry Cooperation Framework（CCF）と呼ばれるツールを用いており、

これは基本的には結果フレームワークと同じものである。CCFには通常、３～５ヵ年単位で開

発協力の重点分野と期待される成果が明示されており、またここでは結果フレームワーク同様、

個別のプロジェクトは基本的に列挙されない292。

４）業績指標の設定と業績モニタリング

結果フレームワークが作成された後には業績指標の設定が行われるが、Binnendijkによると、

すべての階層レベルにおいて指標が設定されるのが理想的とされ、また指標の設定基準は基本

的に、プロジェクト・レベルの場合におけるそれに準ずる293。しかしながら、結果フレームワ

ークにおいては開発目標、中間結果／アウトカム、アウトプットが含まれるため、ログ・フレ

ームと比較してより包括的である点に留意しなければならない。すなわち、結果フレームワー

クの図からも分かるように、各階層では達成までに要するとされる時間枠や対象範囲が異なる

ため、上位レベルになるほどより長期間となり、またその対象範囲も広がり、個別のプロジェ

クトないし活動と乖離していく。そのため、上位の開発目標においては、必ずしも結果達成度

289 Binnendijk（2001a）p. 65
290 TIPSとは、USAIDのマネジャーに対し業績モニタリングと評価に関するガイドラインや助言・提言を提供す
る目的で、本部のCenter for Development Information and Evaluation（CDIE）から発行されている一連の
報告書のタイトルであり、1996年にNo.1が発行された（USAID（2000b）p. 1）。

291 Ibid., pp. 1-5. なお、USAIDの結果フレームワークにおいては戦略目標（Strategic Objective: SO）、中間結果
（Intermediate Result: IR）という呼称が用いられ、またアウトプットは通常含まれない（Ibid.）。

292 藤村（2001）p. 223
293 Binnendijk（2001a）pp. 66-68



59

と個別のプロジェクトないし活動の効果を関連付けられるとは限らず、それゆえ、個別の関係

機関の結果達成への寄与度を測定するのは難しいとされる294。

業績指標の設定と並行して、目標値の設定をする必要があるが、ここでは対象国の国家開発

計画あるいは戦略に基づき、関係各機関による活動の期待される効果を考慮に入れた上で、す

べての機関により同意されなければならない295。さらに、業績モニタリングに関しては、すべ

ての階層レベルでの業績測定を考えるとかなり複雑となるため、データ収集も容易でなくなる。

上位の開発目標に関する業績測定においては、その手法としてはサンプル調査が考えられるが、

その対象範囲も広く、時間も費用もかかるため、相手国およびドナー機関を含む関係機関の間

でデータ収集を分担することが望ましく、これが相手国の統計データ収集能力の向上にもつな

がるとされる。さらに、アウトカムに関しては、各関係機関が担当する役割に応じてデータ収

集を行うのが望ましく、これはアウトプットに関しても同様であるといえる296。

５）援助供与機関における業績報告の実施状況

国別プログラム・レベルにおける業績測定はUSAIDが先導する形で発展し、それゆえ、同

機関において国別プログラム・レベルでの業績の分析、確認・見直し、報告のシステムがある

程度確立されているようである。1997年に、USAIDは国別レベルにおける目標の達成度を評

定する目的で、Results Review and Resource Request（R4）システムを導入した。R4システ

ムの導入により、個別のプロジェクト業績に関する本部への報告義務がなくなり、また、予算

等の資源配分への業績の反映も強化されつつあるとされる297。

６）プログラムとプロジェクトとの整合性

Binnendijkによると、各ドナー機関にとって、これまで一般に個別での実施を重視してきた

表５－４　USAIDにおけるR4システムの概要

USAID Results Review
and Resource
Request (R4) 
System

国別の現地ミッション（在外事務所）、各地域および本部における関連部門を含む事
業実施各部署（Operating Unit）298がそれぞれ年に一度、USAIDの本部へ報告書を提
出する。同報告書は、実施したプログラムに関する結果の確認・見直し／レビュー
（Results Review）と資源／リソース要求（Resource Request）の２部からなる。本
部での年一度の事業実施部署と地域部（Regional Bureau）を交えた全報告書のレビ
ューを経て、当初計画の達成状況は数値データとその分析に基づいて判断が下され、
それを基に予算に関する意思決定が行われる299。すべての報告書は、本部のCDIE内の
データベースであるDevelopment Experience Clearinghouse（DEC）に蓄積される300。
このデータベースを基に、機関全体の業績報告書が年に一度作成される301。

機関名 システム名 概　　要

出所：Binnendijk（2001a）を基に筆者作成

294 Ibid.
295 Ibid., p. 69
296 Ibid., pp. 69-72
297 Ibid., p. 72
298 “Operating Units include USAID field missions, regional entities, and USAID/Washington organizations.”
（USAID（2002a）p. 40）

299 Binnendijk（2001a）p. 72：USAID（2002c）
300 Clapp-Wincek and Blue（2001）pp. A2-A13, 24： USAID（2000a）
301 Binnendijk（2001a）p. 72
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既存のプロジェクトを、新しい国別プログラムの枠内においてとらえ直し、プログラムの一部

として統合していくことが必要となってくる302。しかしながら、国別プログラムではアウトカ

ムやインパクトに焦点が当てられ、結果フレームワークにおいて見られるように、個別プロジ

ェクトにおける経費等を含む投入や活動、事業実施過程等、そして時にはアウトプットも重視

されなくなるため、結果フレームワークを用いる際はログ・フレームを併用し、これら２つの

ツールを関連付け、あるいは統合させることが有用であるとされる303。

例えばUSAIDでは、結果フレームワークにおいてアウトカムやインパクトに焦点を移した

ため、場合によってはプロジェクトのアウトプットに関するデータが集められなかったり、本

部へ報告されないといったことが起きており、組織の責任の範囲内とされるべき業績の記録が

ないという現象が生じている。また、ログ・フレームも以前ほど使われなくなりつつあり、そ

の結果として、上位レベルの結果（すなわち、アウトカムとインパクト）と下位レベルの活動

や投入が乖離することになりかねないとBinnendijkは指摘する304。

７）国別プログラム・レベルにおける業績測定の問題点

前述したように、国別プログラムではプロジェクト・レベルの場合と異なり、比較的長期間

かつ広範囲にわたる高次のアウトカムおよびインパクトに焦点が当てられるため、これらの結

果における各ドナー機関の事業実施部署の寄与度が測定しにくい点、また、これらのデータ収

集および分析を実施する際の費用面や技術面における難点、さらに、事業実施部署のマネジャ

ーが短期間ではすぐに結果を提示できないという援助実施側のジレンマなどがBinnendijkによ

り指摘される305。これらの問題点は、国別プログラム・レベルにおける業績測定を行う際に、

国別プログラムが内包する性質から生じる機能面での制約に起因すると考えられるであろう。

また、国別プログラムでは本来、関係各機関が開発目標を共有し、特にドナー機関の間での

協調がこれまで以上に必要とされてくることは既に述べたが、現時点ではそのような体制が

DAC加盟国間において確立されているとは言い難い。これまでに述べたように、援助受入国

の主導のもと、関係各機関が協調を図りつつ、国別レベル全体としての結果フレームワークを

まず作成し、各ドナー機関の事業実施部署がその全体図に符合するよう、自らのプログラム戦

略および結果フレームワークを策定するのが理想的とされる306。しかしながら現在、既に国別

アプローチを採用している機関では、他の機関と合同で事業を実施することで今まで以上に時

間や労力がかかることへの懸念、またこれまで保持してきた事業実施における統制力を失うこ

とへの危惧・反発から、自らのプロジェクトに固執し、結果として各機関が似て非なるフレー

ムワークを作成し、業績指標、使用語句、ツール等の使用状況を含めて独自のシステムを展開

しているという状況にあるとされる。そのため、互いに競合し合うような状況に陥る可能性が

指摘されている307。

302 Ibid., p. 75
303 Ibid., pp. 75-76
304 Ibid., p. 76
305 Ibid., pp. 76-78
306 Ibid., p. 78
307 Ibid., pp. 66, 78
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ところで、実際にはいくつかの試行的事例も報告されている。例えば、DACのWP-EVが

「Shaping the 21st Century: the Contribution of Development Co-operation」308の中で、国際的

な合意に基づく戦略として明文化された主な開発目標に焦点を当て、加盟国が合同でセクター

別評定を行うべきであると提案したのを受けて、DanidaがこのWP-EVにおける合同評定のフ

ァシリテーター役として、特定のセクターや開発途上国における加盟国の関与状況を示した

“セクター・マトリックス”を作成した。1999年には、ガーナの運輸・輸送セクターにおいて、

DACとして初めてのセクター別合同評定の試みが実施され、ここではガーナとデンマークが

議長となり、ほかに日本、ドイツ、オランダ、英国、欧州委員会、世界銀行が参加している309。

しかしながら、こうした動きはまだ新しく始まったばかりであり、現時点においては、国別

プログラム・アプローチの採用に対する各国のドナー機関の意識に違いが見られる。国別プロ

グラムを理想的な形で実施するには、ドナー機関の間での協調に基づいた援助事業実施に関す

る同意が前提とされていることを考えると、ドナー機関全体で見た場合に、国別プログラム・

レベルにおける業績測定の経験は現時点においていまだ乏しいといわざるを得ないのが現状で

ある310。また、DAC各加盟国における政府レベルでの、独自の業績測定導入の動きという国内

行政の動向の影響により、ドナー機関の間での協調に対する制約が生じる可能性もあることか

ら、今後ドナー機関の間でどのように調和を図っていくべきかが大きな課題であると

Binnendijkは指摘する311。さらに、援助受入国側においても、ドナー機関の間での援助協調に

対する現時点での立場や方針の不一致という現状を反映してか、援助協調という概念自体に対

する懐疑的な見方があることや、従来どおりの個別プロジェクトという形での援助実施が望ま

しいとする意向があることも否定できない。いずれにせよ、これらの問題点は主に、DAC各

加盟国、つまり援助供与側における対外援助の方針と援助実施のあり方、および各国の行政改

革の動向に起因するものと考えられるであろう。

（３）組織レベル

１）業績測定実施の背景

近年、多くの援助供与機関において、組織レベルにおける戦略計画に基づいた業績測定シス

テムを確立することが急務とされてきた。これは、近年のDAC各加盟国におけるNPMの考え

方に基づいた行政改革の進展に関連して、全政府レベルでの結果重視マネジメントの導入に関

する法的規定あるいは行政命令により、各国の一政府機関としての援助供与機関にもその改革

の影響が及んだことが最大の要因とされる312。

308 DACが1996年に開催したハイレベル会合において採択された内容をまとめた報告書であり、過去50年以上に
わたる開発協力の教訓に基づき、具体的には2015年までのセクター別の達成目標が数値でそれぞれ表されたも
のであり、これらの目標に関しては既にDAC加盟国間で広く同意が得られているとされる（DAC（1996）p. 1）。
詳細に関しては後述。

309 Binnendijk（2001a）p. 72. なお、こうした動きは近年のプログラム援助の動向とも大きく関連する（詳細は後
述）。

310 Ibid., pp. 61, 78
311 Ibid., p. 78
312 Ibid., p. 79
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例えば米国では、行政運営の効率化および政策立案と実施に関する行政側の説明責任の遂行

を目的として、1993年に連邦政府レベルでの業績測定を規定したGPRAが制定された。この法

律は、各行政機関に対し６年間を単位とした戦略計画の作成を義務付けており、この戦略計画

は基本的に３年ごとに更新される。同時に、年度ごとの政策別の目標値を定めた業績計画の作

成を義務付け、実際に達成された結果を数値結果により提示・報告させている313。

２）戦略計画策定と業績測定のためのツール

各援助供与機関での組織レベルにおける業績測定の取り組みの現状は、プロジェクトおよび

プログラム・レベルの場合と比較すると多様であり314、機関ごとにさまざまな特徴が見受けら

れる。Binnendijkによると、USAID、UNDP、Danida等いくつかの機関においては、組織レ

ベルでの戦略計画を練る際に、国別プログラム・レベルの場合と同じような多層レベルからな

るフレームワーク、あるいは階層モデルを用いている。USAIDにおいては「戦略フレームワ

ーク（Strategic Framework）」と呼ばれるこの戦略体系には一般に、援助供与機関の使命

（Mission）、目標（Goal）、下位目標（Sub-goal）、プログラム・アプローチ（Program

Approach）等の事項が含まれるのが典型的とされ、組織レベルでの業績測定や報告が行われ

る際の枠組みとなる315。それぞれの階層レベルの内容は表５－５のように説明されている。

「使命」に関しては通常、持続可能な開発や貧困削減に関連した記述内容となっており、ま

た「目標」に関しては一般的に、健康状況の改善、良い統治（Good Governance）の促進、教

育を受ける機会の増大等、主要なセクターに関連しているか、あるいは、ジェンダーの平等の

推進、パートナーシップの促進等、分野横断的な目標となっているとされる316。また、表５－

６、表５－７においても示すように、多くのドナー機関が、「Shaping the 21st Century: the

Contribution of Development Co-operation」において明文化されている国際的な合意に基づい

表５‐５　戦略フレームワークの概要

使命 Agency Mission/ 
Overall Objective/
Statement of Purpose, etc.

援助供与機関が行う開発援助プログラムに関する全般的な目的および
方向性

目標 Agency Goals/ Key Results
Areas/ Agency Objective, etc.

援助供与機関の使命を支持する開発援助プログラムの長期的な優先目
標

下位目標 Agency Sub-goals/ 
Agency Objectives, etc.

援助供与機関の目標の達成に寄与する中期的目標

プログラム・
アプローチ

Agency Program Approaches/
Strategic Areas of Support, etc.

援助供与機関における国別の事業実施部署が、機関の下位目標に寄与
するために支持する標準的なプログラム・アプローチあるいは戦略

階層レベル
（日本語対訳）

階層レベル
（英語句）

概　　要

出所：Binnendijk（2001a）を基に筆者作成（邦訳は筆者）。
注：機関によって使用される語句が異なるため、表中において並列表記している。

313 小池（1998）pp. 63-64：龍・佐々木（2000）p. 171。 詳細に関しては、小池（1998）等を参照されたい。
314 Binnendijk（2001a）p. 79
315 Ibid., p. 81. 例えばUNDPでは「戦略結果フレームワーク（Strategic Results Framework）」、AusAIDでは「業
績情報フレームワーク（Performance Information Framework）」という名称を用いている（Ibid., pp. 81-84）。

316 Ibid., p. 84
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た開発目標に沿って、自らの機関の目標を設定しているなど、ドナー機関の間で高い相似性が

見られる317。

さらに、一つの目標に対していくつかの「下位目標」があり、ここではサブセクター・レベ

ルでの設定となっていることが多く、また個々のドナー機関の特色が出しやすいとされる318。

その下位レベルに位置する「プログラム・アプローチ」とは、援助対象国における援助供与機

関の事業実施部署が国別プログラムを実施しているという想定のもとでの戦略またはアプロー

チのことを指し、事業実施部署はこれらの戦略体系と自らの国別プログラムの目標との整合性

がとれているようにする必要がある319。DanidaやUNDP等の機関では、この組織レベルでの戦

略体系の枠内において、プロジェクトあるいはプログラムの結果、すなわちアウトプットとア

ウトカムを本部へ報告しなければならないとされる320。

表５－６、表５－７がそれぞれ、いくつかのドナー機関において設定されている使命および主

要な目標分野等を示した概要と、「Shaping the 21st Century」における開発目標の概要となっ

ている。

表５－６と表５－７の比較により、各ドナー機関の目標設定において、「Shaping the 21st

Century」に基づいた類似性が見られることが分かる。特に、これらのドナー機関に共通して

いるのは、「貧困削減」を戦略体系における組織の使命や目的表明等の形で最重点課題と設定

しているか、あるいは組織の使命等を戦略体系内において位置付けていないUNDPや世界銀行

のように、目標の一つとして設定していることである。そのほかの留意点として、DfID、

USAID、UNDPに関しては、目標の一つとして自らの組織運営に関する項目を設定しており、

さらに世界銀行に関しても、目標より下位のレベルにおいて同様の項目を設定していることが

分かる。そのほか、AusAIDに関しては、設定した組織のアウトカムの中で自国の国益につい

て言及しているのが特徴的といえよう。

３）業績指標の設定とその特徴

各階層レベルにおける項目が設定された後には業績指標の設定が行われるが、その設定基準

は基本的に、プロジェクトおよびプログラム・レベルの場合と同じものが適用され得る。ここ

で指標設定の際に留意すべき点は、組織レベルでの業績報告を行うため、全プロジェクトある

いはプログラムにおいて測定結果の総計をとることを想定して、評点付けのための全指標項目

の標準化、および全指標項目間において比較が可能でなければならない点であり、そのほかに

もデータの入手可能性といった点が考慮されなければならないとされる321。USAIDやUNDP等

を含むいくつかの機関では、戦略体系の枠組みにおいて、国別プログラム・レベルでの業績情

報を基に測定結果の総計をとっているが、そのほかのほとんどの援助供与機関では、プロジェ

クト・レベルでの業績情報を基に総計をとっている322。表５－８に示す指標は、これらの援助

317 Ibid.
318 Ibid.
319 Ibid., pp. 79, 84
320 Ibid., p. 84
321 Binnendijk（2001a）p. 88
322 Ibid., p. 89



64

表５‐６　主な援助供与機関における戦略計画（一部抜粋）

DfID 目的表明（Statement of Purpose）：より貧しい国々における貧困の削減
目標（Objectives）：
‐持続可能な生計を促進する政策と活動
‐貧しい人々へのよりよい教育、健康と機会
‐自然・物理的環境の保護とよりよい管理
組織目標：
‐部署の運営

USAID 使命（Mission）：経済および社会面での発展の維持が達成される
目標（Goals）：
‐広範囲における経済成長と農業発展の奨励
‐民主化と良い統治の強化
‐教育と訓練を通じた人的能力の向上
‐世界人口の安定化と人類の健康面での防御
‐長期にわたる持続可能性のための世界の環境保護
‐人命の救命、天災および人災による被害の減少、政治・経済面での発展への条件の再確立
‐USAIDが主要な二国間援助機関であり続けること

AusAID 組織のアウトカム（AusAID’s Outcome）：開発途上国が貧困を削減し、持続可能な開発を達成するための
援助を行うことにより、オーストラリアの国益が進展すること
主な結果分野（Key Results Areas）：
‐開発途上国における農業および地域開発の向上
‐開発途上国における教育へのアクセスと質の向上
‐開発途上国における効果的な統治の促進
‐開発途上国における人々の健康の向上
‐開発途上国における人々のための重要なインフラの提供
‐開発途上国への人道・緊急援助の実施
‐開発途上国における環境面での持続可能性の促進
‐開発の参加者および受益者としての男性・女性への平等な機会の促進

Danida 上位目標（Overall Goal）：貧困の削減
援助対象セクター（Assistance Sectors）：
農業／教育／環境／良い統治／健康／インフラ（運輸・電気普及・電話）／水（水資源、飲料水、衛生）

UNDP 目標（Goals）：
‐参加型地方統治を支持し、地方組織を強化し、共同体に権限を与える分権化の促進
‐貧困に焦点を当てた開発の促進
‐すべてのレベルでの統治および経済・政治面での意思決定における平等参加とジェンダーの平等性の配慮
‐健全な環境管理と、国家開発政策およびプログラムとの融合の促進
‐特別な状況における開発の必要性（危機的状況下にある国々）
‐UNDPによる国連へのサポート
‐マネジメント

世界銀行 開発アウトカム（Tier 1.a/ Development Outcomes）：
貧困削減／公正な所得増大／人的開発／環境面での持続可能性
中間アウトカム（Tier 1.b/ Intermediate Outcomes）：
政治改革／組織能力／資源流通
戦略の有効性（Tier 2/ Strategy Effectiveness）：
国別戦略のインパクト／セクター別戦略のインパクト
プロセスと能力（Tier 3/ Process and Capacity）：
即応性、協調とパートナーシップ／人的・知的資本／戦略／生産物／財政とコストの業績

機関名 使命と主要な目標分野

出所：Binnendijk（2001a）を基に筆者作成（邦訳は筆者）。
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供与機関において実際に用いられているとされる主な指標である323。

これらの指標のうち、1－1（統計値）以外は基本的に、プロジェクトあるいはプログラムに

直接関連する指標である。しかしながら、1－3（支出額）、1－4（実施件数）、1－5（国の数）

に関しては、本来の意味での業績指標ではないことをBinnendijkは指摘する324。また、1－2

（業績に関する評点）に関しては、機関によってはすべてのプロジェクトが定期的に評点付け

されていないという問題点や、世界銀行が既に採用しているような、自己評定による評点付け

の客観性を確保するための、評点結果に関する何らかの認定システムの必要性が指摘されてい

る325。

323 Ibid., pp. 89-90
324 Ibid., p. 90
325 Ibid. 詳細に関しては同文献を参照されたい。

表５‐７　「Shaping the 21st Century」における開発目標の概要

目標分野 目標 目標値 指標

経済的福利 極度の
貧困の削減

開発途上国において極度の貧困の中で生活する人
口比率を2015年までに半減させる。

・極度の貧困の範囲
・貧富の差の率
・国家消費最下層のシェア
・子供の栄養失調

社会開発

環境の自立発展性
と再生

普遍的
初等教育

2015年までにすべての国において普遍的初等教育
を実現する。

・初等教育への就学
・初等教育の修了
・成人の識字率

ジェンダーの平等 初等・中等教育における男女格差の解消を2005年
までに達成し、ジェンダーの平等と女性のエンパ
ワーメントを推進する。

・教育におけるジェンダー平等
・成人の識字率におけるジェンダ
ー平等

乳児・幼児死亡率 2015年までに各開発途上国における５歳未満児の
死亡率を1990年レベルと比較して３分の２減少さ
せる。

・乳児死亡率
・幼児死亡率

妊産婦の死亡率 2015年までに妊産婦の死亡率を1990年レベルと比
べて４分の３減少させる。

・妊産婦死亡率
・出生への立ち会い

リプロダクティブ・
ヘルスと人口

2015年までに、適切な年齢に達した個人を対象にプ
ライマリー・ヘルス・ケア制度を通じたリプロダクティ
ブ・ヘルス・サービスの利用が可能となる。

・避妊具普及率
・HIV感染率

環境 2015年までに、地球・国家レベル両方での環境資
源の損失という現在の傾向を確実に覆すために、
2005年までに各国において持続可能な開発のため
の国家戦略を策定し、実効化する。

・国家環境計画を策定する国の数
・安全な水へのアクセス
・新鮮な水の利用の程度
・生物多様性：土地の保全
・エネルギーの効率性
・二酸化炭素排出

出所：Binnendijk（2001a）、DAC（1996）を基に筆者作成（邦訳は筆者）。
注：これらの開発目標の項目のうち「リプロダクティブ・ヘルスと人口」を除いたすべてが、2000年の国連総会
において採択されたミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：MDGs）においてもそのまま継
続的に採用されている（外務省（2002）p. 7）（詳細は後述）。
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2－1（アウトプット）と2－2（アウトカム）に関しては、多様な範囲に及ぶ業績指標を誰が

主体となって設定し、どのように総計をとるかということが重要な問題となるが、Danidaのよ

うに、国別の事業実施部署（在外大使館）が使用するためのアウトプットおよびアウトカムに

関する標準的な指標を本部が設定する一方で、USAIDのように、標準的な指標に関するガイ

ドラインを作成してはいるが、その使用を義務化ではなく推奨するだけにとどめている機関も

ある326。またUNDPとAusAIDでは、国別の事業実施部署が自ら業績指標を設定する権限を有

しているが、UNDPに関しては組織レベルの戦略計画の枠内において「Strategic Areas of

Support」（プログラム・アプローチに相当）と合致するように、またAusAIDに関してはその

戦略計画の「Key Results Areas」（目標に相当）と合致するように、それぞれ本部へ報告する

こととされている327。

USAID、DfID、世界銀行を含む多くのドナー機関では、組織レベルでの業績測定において

1－1（統計値）の指標を重視して用いており、開発途上国に関するマクロのレベルでの統計値

は、国連機関、OECD／DAC、世界銀行、IMF等からの統計データを用いている328。ここでの

指標は、上述した「Shaping the 21st Century」における開発目標と基本的に一致する。その

一方で、例えばUNDPとDanidaは、自らの戦略計画において同様の目標を採用しつつも、組織

レベルでの業績測定に関しては2－1（アウトプット）と2－2（アウトカム）の指標を重視して

おり、国別の事業実施部署からのプロジェクト、あるいはプログラムのアウトプットとアウト

カムに関する報告内容のみに基づいて、組織レベルでの業績測定を行っている329。

表５－９に示すのが、比較的早くから組織レベルにおいて業績測定導入の動きが見られたド

ナー機関における現状である。

326 Ibid., p. 91
327 Ibid.
328 Ibid.
329 Ibid., pp. 91-93

表５‐８　援助供与機関において用いられている主な業績指標

１.「目標」・「下位目標」レベルで用いられている指標

１-１ 各目標に関して、各対象国の国レベルでのインパクトを示す統計値の全対象国での総計
（例：就学率、乳児死亡率、極度の貧困の中で生活する人口比率）

１-２ 各目標分野におけるプロジェクト／プログラムの業績に関する評点の総計
１-３ 各目標分野におけるプロジェクト／プログラムの支出額の総計
１-４ 各目標分野におけるプロジェクト／プログラムの実施件数の総計
１-５ 各目標分野においてプロジェクト／プログラムを受けている国の数の総計

２.「プログラム・アプローチ」レベルで用いられている指標

２-１ プログラムの各項目での、達成されたプロジェクト／プログラムのアウトプットに関する総計
・提供された商品およびサービスの種類と数
・参加者の人数

２-２ プログラムの各項目での、達成されたプロジェクト／プログラムのアウトカムに関する総計
・提供された商品およびサービスに満足している受益者（顧客）の割合
・商品およびサービスを利用している受益者（顧客）への短期ないし中期的影響

出所：Binnendijk（2001a）を基に筆者作成。
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なお、USAIDでは、途上国における国およびセクター・レベルでのインパクトに関し、

USAIDのプログラムの寄与度（Attribution）を証明するのが容易でないという認識に基づき、

将来的には、国別の現地ミッション（在外事務所）が実施するプログラム評点システムに基づ

いた、組織レベルでの業績測定の実施への移行を検討中とされる330。また世界銀行に関しては、

Scorecard Systemが新しいアプローチであり、いまだ業績指標の策定中であるとされるが、そ

の一方で、同機関においては長年プロジェクト評点システムを用いてきた経験があり、組織レ

ベルでの業績測定においてDfIDとAusAIDが確立しようとしている、プロジェクト・レベルで

の業績ないし結果を重視したシステムと類似性が高いとBinnendijkは指摘する331。

４）業績における目標値の設定とデータ収集

組織レベルにおける業績に関する目標値の設定は一般に、プロジェクトおよびプログラム・

レベルの場合と比較しても非常に難しいとされ、ドナー機関によりさまざまな試みが見られる

ようである332。例えば、DfIDやAusAIDの場合は、プロジェクト・レベルにおける業績の重視

という立場からプロジェクトの評点システムを用いており、各指標において「ある一定の点数

に達したプロジェクトの割合」に関して目標値を設定している333。

330 Ibid., pp. 94-95
331 Ibid., p. 95
332 Ibid., p. 96
333 例えば、2000年の時点において、DfIDでは「目標達成を完全にあるいはほぼ満たすと見込まれるプロジェク
トの割合が、2002年までに75％に増大する」、AusAIDでは「1999／2000年において、５段階評定のうち3
（Satisfactory Overall）以上の評点を得る活動が全体の75％を占める」という目標値を定めていた（邦訳は筆
者（Ibid.）。

表５‐９　主な援助供与機関における業績指標設定に関する現状

DfID Output and 
Performance 
Analysis

組織の戦略計画において設定した計３つの目標（Objective）ごとに業績指標を設定
しているが、これら全目標に共通して用いられている指標は、プロジェクトの評点シ
ステムに基づいた指標「目標達成を完全にあるいはほぼ満たすと見込まれるプロジェク
トの割合」の一つのみであり、そのほかのものに関しては、各目標ないしセクターに
特有の国レベルでの「Shaping the 21st Century」の内容に関連した指標となっている。

USAID Strategic 
Framework

組織の戦略計画において設定した計７つの目標（Goal）ごとに、セクターに特有の国
レベルでの業績指標を用いており、これらの多くは「Shaping the 21st Century」にお
ける指標と同一とされ、また将来的には、国別の事業実施部署からのプログラム結果
ないし評点に基づいた、組織レベルでの業績測定の実施を検討中。

AusAID Performance 
Information 
Framework

組織の戦略計画において設定した計８つの目標（Key Results Area: KRA）ごとに、
①支出額、②プロジェクト数、③満足度の評点の高いプロジェクトの割合、の３つの
業績指標を設定し、さらに将来的には④達成されたプロジェクトのアウトプットに関
する指標を用いる予定。

Danida Output and
Outcome 
Indicator 
System

組織の戦略計画において設定した目標および下位目標ごとに、プログラム・アプロー
チの枠内で標準的指標を設定し、国別の事業実施部署である大使館はこの指標に基づ
き、プログラムの同一分野内のプロジェクトの主にアウトプットに関するデータの収
集、総計、報告を行う。

世界銀行 Scorecard
System

組織の戦略計画において設定した計４つの目標（Development Outcome）において、
「Shaping the 21st Century」における21の業績指標のうち11を選定しており、また戦
略体系の下位レベルに位置する中間アウトカム（Intermediate Outcome）、戦略の有
効性（Strategy Effectiveness）、プロセスと能力（Process and Capacity）に関して
もそれぞれ指標が設定される予定。

機関名 システム名 概　　要

出所：Binnendijk（2001a）を基に筆者作成。
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またDfID、USAID、世界銀行等を含む多くの機関では、「Shaping the 21st Century」におい

て明文化されている国際的な合意に基づいた開発目標に沿って、戦略計画の策定および指標の

設定を行っていることは既に述べたが、これは目標値の設定に関しても同様といえる。これら

の目標値に関しては本来、多くの開発パートナー間における共同責任となるはずであるため、

ドナー機関が説明責任を負うとされる監督機関や国民が、これらの目標に関する成果をドナー

機関の成果として受け入れるかどうかという問題が生じることをBinnendijkは指摘する334。

ドナー機関が組織レベルでの業績に関するデータを収集する際、組織の方針により主に２種

類の情報源を用いることになるが、そのうち一つは、援助対象各国に関するセクター別の既存

の国際的統計データであり、またもう一つは、各機関における国別の事業実施部署が保持して

いるプロジェクトおよびプログラム・レベルでの業績測定システムからの情報である335。この

うち後者に関しては、表５－10に示すように、さまざまな機関において情報蓄積のためのデー

タベースの整備が進められているようである。

これらのデータベースに蓄積された情報は、それぞれのドナー機関でのプロジェクト、プロ

グラム、あるいは組織レベルにおける業績の評点付けや業績報告等に既に用いられているか、

また将来的に活用される予定となっている336。

５）業績報告の方法と実施状況

これまで見てきたように、ドナー機関が組織レベルにおける自らの業績報告を行う際、業績

情報をまとめる方法は一つとは限らない。このことに関して、Binnendijkは主に３とおりの方

法について次のように詳述する。

一つはDanidaが採用しているように、提供された物やサービス、受益者の数など、プロジェ

クトのアウトプットに焦点を当てて組織レベルの業績報告を行う方法である。一般にプロジェ

クトのアウトプットに関するデータは入手しやすく、またアウトプットでは組織の活動の寄与

334 Ibid.
335 Ibid., p. 97
336 Ibid.

表５‐１０　主な援助供与機関における業績情報収集システムの概要

AusAID Activity
Management 
System
(AMS)

プロジェクト活動に関する情報に重点が置かれ、各プロジェクト活動の会計状況やセ
クター分類、さらにプロジェクトの業績モニタリングに関する情報が蓄えられ、将来
的には業績指標、プロジェクト評定や結果に関する情報等も加えられる予定。

DfID Project 
Performance 
Reporting System
(PRISM)

2000年の時点においてまだ試行段階であり、その内容に関してはAMS同様、主にプ
ロジェクトの会計情報や業績に関する評点等の情報が蓄えられる予定。

USAID Performance 
Measurement 
and
Analysis System
(PMA)

国別の現地ミッション（在外事務所）からの国別プログラムの結果に関するデータ
（戦略目標とアウトカムに関する予期された結果と実際の結果を含む）が蓄えられる
が、プロジェクトや会計に関する情報は含まれない。

機関名 システム名 概　　要

出所：Binnendijk（2001a）を基に筆者作成。
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度を見いだしやすいという利点があり、どちらかといえば中央集権的な援助実施体制において

事業を行う機関に向いているとされる。その一方で、USAIDやUNDPのように、国別の事業

実施部署に大きく権限が委譲された援助実施体制のもとでは、アウトプットの集計をとるのが

それほど容易ではない可能性や、アウトプットのみ提示されても外部者を含む関係者にはその

内容が分かりにくく、援助の効果が見えにくいという点も否定できない337。

これとは別の方法として、USAIDが採用しているように、援助対象各国に関するセクター

別の既存の国際的統計データなどのマクロの統計値を用いて、長期にわたる社会・経済的変化

を見ることで、組織レベルの業績報告を行うというアプローチがある。ここでは、国やセクタ

ーごとのデータが提示されているため、その報告内容が分かりやすいという利点がある一方で、

援助対象国における国およびセクター・レベルのインパクトに関しては、個々の組織の活動の

寄与度を示すことが非常に難しいという欠点がある。また、上述した社会・経済的変化とは本

来、長期的な視点から観察すべきものであるが、組織レベルでの業績報告は通常年に１回程度

実施されるものであるため、短期間ではその変化をとらえる意義が薄れ、業績報告の内容とし

て適当でないという点も指摘されている338。

これら２つのほかに、プロジェクトおよびプログラムのアウトカムに関する業績を組織レベ

ルでの業績報告に用いる方法がある。このアプローチは上述した２つの方法の中間的なもので

あり、国およびセクター・レベルのインパクトほどではないが、アウトプットよりもアウトカ

ムに関する情報の方が関係者にとっては重要性が高く、またインパクトよりもアウトカムの方

が個々の組織の活動の寄与度を示すことが容易であるとされる。また、プロジェクトおよびプ

ログラム・レベルでの業績モニタリングのシステムが既に確立されている機関も比較的多く、

情報を入手しやすいといった利点もある。その一方、このアプローチに関しては、プロジェク

ト全体を通じて標準的な業績指標が用いられていない場合、アウトカムおよび指標の多様性が

高くなるためその総計をとるのが難しいという特徴があり、これは特に国別の事業実施部署に

大きく権限が委譲されているドナー機関において顕著であるとされる。この場合、プログラム

をどのように定義しプロジェクトのグループ化を行うか、あるいはどのような基準を用いて評

点付けを行うか、といったことと大きく関連してくるようである339。

５‐２‐４　業績測定と評価の関係

NPMの考え方に基づいたRBMが導入される以前は、一つの機能としての評価とモニタリング

の関係はより明白であったが、現在では援助供与機関のみならず、DAC加盟各国における公的

部門一般において、業績測定が広く実施されるようになってからの評価と業績測定あるいは（業

績）モニタリングの関係は完全に明白ではないとBinnendijkは指摘する340。現時点での、いくつ

かのドナー機関における評価、業績測定あるいは（業績）モニタリングに関する定義は表５－11

のようになっている。

337 Ibid., pp. 99-101
338 Ibid. 
339 Ibid. 
340 Ibid., p. 104
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表５－11に関して特に留意すべき点は、評価の定義において「業績」という用語が使用されて

いること、すなわち、各ドナー機関が近年、「業績」という概念を意識して評価の定義付けを行

っている点である。このことは、DACのWP-EVにより最近編纂された「Glossary of Key Terms

in Evaluation and Results Based Management」における評価の説明においても、業績に関する

記述が見られる341など、近年のDAC加盟各国における結果重視マネジメントの導入の前後におい

て、いわゆる評価の役割が変化しつつあるのがうかがえる。

Binnendijkによると、これら両者の関係に関して次のような点が指摘されている342。すなわち、

①業績モニタリングは実施に焦点を当てる一方、評価は結果に焦点を当てるという相違点が消え

つつある、②モニタリングは内部的機能である一方、評価は外部的機能であるという相違点も明

確でなくなりつつある、③業績測定と評価は両者ともにマネジメント上の意思決定のツールであ

り、その決定のニーズに合わせたタイミングにおいて実施されるものという見解が広まりつつあ

る、等である。

341「Glossary of Key Terms in Evaluation and Results Based Management」によると、評価の定義は「継続中あ
るいは終了したプロジェクト、プログラム、政策およびそのデザイン、実施、結果に関する体系的かつ客観的
な評定」と定められており、また注釈として「いくつかの例で見られるように、評価には①適当な標準の定義
づけ、②それらの標準に照らした業績（Performance）の検証、③実際の結果と予期された結果の評定、そし
て④関連する教訓の同定が伴う」と記述されている（邦訳は筆者）（The DAC Working Party on Aid-
Evaluation（2002）pp. 21-22）。

342 Binnendijk（2001a）pp. 104-105

表５‐１１　主な援助供与機関における｢評価｣と｢業績測定／（業績）モニタリング｣の定義

CIDA （中間・終了時に行う形成評価・総括評価が典型的
アプローチであり、これまで開発のアウトカムでは
なく、マネジメントのプロセスに焦点を当ててきた
傾向があった）

｢業績測定｣とは、プログラム／プロジェクトを提供
するパートナーが実施する、その業績に関する継続
的な自己評定のプロセスのこと。

USAID USAIDが資金供与した開発援助プログラムあるい
は活動の業績（Performance）に関する特定のマネ
ジメント上の疑問に対して計画および実施される体
系的な分析の行為。

｢業績モニタリング｣とは、ある定期的期間ごとに、
結果に関するデータ収集、分析、報告を義務付ける
継続的かつ日課的な行為。

UNDP 継続中あるいは終了したプログラム／プロジェクト
に関して、その妥当性、業績（Performance）、成
否を体系的かつ客観的に評定することを試みるため
のスケジュールに沿った活動。

｢モニタリング｣とは、継続中のプログラム／プロジ
ェクトに関してプロジェクト管理主体と主な利害関
係者に、プログラム／プロジェクト目標の達成にお
いて、早い段階でその進展あるいはその欠如の兆候
を提示することを主要な目的とした継続的な機能。

世界銀行 プロジェクトの（予期されたもの、されなかったも
のと両方の）妥当性、業績（Performance）、効率
性、インパクトに関する定期的な評定。

｢モニタリング｣とは、同意されたスケジュールにお
けるプロジェクト実施、およびプロジェクト受益者
による投入、インフラ、サービスの使用に関する継
続的な評定。

機関名 「評価」の定義 ｢業績測定／（業績）モニタリング｣の定義

出所：Binnendijk（2001a）、CIDA（1999）、USAID（1997）、UNDP（1997）、The World Bank（1996）を基に
筆者作成（邦訳は筆者）。

注１：CIDAの「評価」に関しては、定義ではなく概要をまとめたものであり、形成評価（formative evaluation）
とは、プロジェクトやプログラムの実施段階において業績（Performance）の改善を意図して実施される
評価、総括評価（summative evaluation）とは、ある行為の終了時において当初予期されたアウトカムが
どの程度達成されたかを判断するために実施される評価のことを指す（The DAC Working Party on Aid-
Evaluation（2002）pp. 23-24, 35）。

注２：本稿では紙面の都合上、それぞれ原文すべてを一字一句正確に直訳した訳ではないため、詳細に関しては
各文献を参照されたい。
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さらに、表５－11において見たように、各ドナー機関における業績測定と評価の関係に関する

見解は、その強調する点において多少異なるように思われる一方で、これら両者の機能は相補的

であり、ともに業績情報を提示するための２つの異なるアプローチと見なすべきであるといった、

一応の共通認識が一般に形成されつつあるとされる343。すなわち、両者はともにプロジェクトま

たはプログラムの業績ないし結果に関する分析と報告を伴い、業績に関してより深く理解を深め

たり説明したりする必要がある際に評価が行われる、といった認識である344。

なお、評価の役割の変化ということに関連して、USAIDでは、1995年に業績測定システムが

組織に導入されるのと同時に、個別プロジェクト評価が以前のように義務付けられなくなったた

め、本部のデータベースに送られる評価報告書の数が激減するといった現象が生じている345。

５‐２‐５　業績情報の役割

前項の評価の役割とも関連して、評価結果も含めた業績情報の活用には主に次において示す２

つの役割、すなわち①業績報告による結果の説明責任、②マネジメントの改善と予算への反映が

あるとBinnendijkは指摘する346。

（１）結果の説明責任

業績情報の内容により、説明責任を遂行すべき対象者が異なる。まずプロジェクト・レベルで

の業績に関しては、現場のスタッフからマネジャーへ、また現場マネジャーからドナー機関組織

内の国別の事業実施部署や本部の担当部署へと業績報告が行われる。ほかにもプロジェクトの受

益者や政府職員等の関連者・組織への報告が行われる347。

国別プログラム・レベルでは、プログラム全体の業績報告が国別の事業実施部署から本部へと

行われる。例えばUSAIDでは、R4システムの導入により、援助受入国に置かれた各ミッション

から本部へと年一度の業績報告が行われている。さらに、国別プログラムにおいては援助受入国

のリーダーシップのもと、関係各機関が開発目標を共有し、それに基づいた上で援助実施の役割

分担をするなど、ドナー機関や市民社会、民間セクターとの間での協調が想定されているため、

これらのパートナー間で業績情報を共有する必要性が生じ、共同で説明責任を遂行することが求

められる348。

組織レベルでの業績は、監督機関や議会関係者、納税者としての国民を含む、主に国内の関係

者に対して報告される349。例えば米国においては、GAOが重要な役割を担っている。GAOは行

政府から独立した議会附属の機関であり、政策全体の有効性を判断する目的で、主に行政機関が

設定した政策目標や業績基準の妥当性、および業績報告の内容の客観性等について、行政機関に

343 Ibid., p. 105
344 Ibid.
345 Ibid., p. 112. 例えば、評価報告書の提出数は、1994年の489から1998年の70へと減少している（Ibid.）。
346 Ibid., pp. 119-120
347 Ibid., p. 123
348 Ibid., p. 124
349 Ibid., p. 125
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対しプログラム評価を実施している350。なお、報告者のニーズに合わせて、業績報告の内容を変

える必要がある場合もあり得る351。

ここで留意すべきなのは、業績報告の際、業績を高く見せるためデータが改ざんされる恐れが

あり得ることであり、そのためにも第三者がデータを再度確認したり、信頼度に関して判断を下

すようなプロセスがあるのが望ましいとBinnendijkは指摘する352。

（２）マネジメントの改善と予算への反映

プロジェクト・レベルでの業績情報は、現場のスタッフやマネジャーが、あらかじめ設定され

た業績の目標値と測定値とを比較することで、自ら実施する事業の現状を客観的に把握すること

を可能とする。業績情報は基本的に数値データのみであり、前項で述べたように評価を実施する

ことで、事業の結果がなぜ、どのように達成されたか（あるいは否か）ということに関して、よ

り深く理解することができる。当初は投入や実施プロセスに関する情報に焦点が当てられていた

のが、プロジェクトが進展するにつれ、次第にアウトプット、（中間）アウトカム、さらにプロ

ジェクト終了後にはインパクトにその焦点が移るとされる353。

こうした業績情報のニーズは、組織内での立場や階級に応じた職務の責任範囲によっても変わ

ってくる。例えば、プロジェクトの現場スタッフにとってはある事業の実施プロセスに関する情

報が重要である一方、現場マネジャーにとってはアウトプットや複数の事業全体で見たときのア

ウトカムの達成度が重要となり、さらにより上位の管理者にとっては事業全体のインパクトに関

する情報を重要視するといった場合等が想定される354。

プロジェクトの現場を含むこれらの組織内の各レベルにおいて、業績情報は各責任者がマネジ

メント上の意思決定を行うための根拠となり、その結果としてマネジメントや業務の改善がもた

らされることが期待される。また、組織内に蓄積された業績情報や評価結果を分析することで、

導き出された教訓が組織全体における政策、およびプログラム・レベルでの戦略形成にフィード

バックされることが望ましいとされる355。

このことに関連して、近年では、業績情報をどのように資源配分に関する意思決定に反映させ

るかが大きな課題とされている。すなわち、従来のように投入や活動ごとに予算をつけるのでは

なく、予期される結果の達成を重視して予算を配分するという考え方である。こうした取り組み

はDAC各加盟国において始まったばかりであり、まだ初期の段階にあるといえる356。

例えば国別プログラム・レベルでは、既に実施した活動やプロジェクトに関する業績情報を、

新しく実施する予定のプロジェクトのデザインに反映させることが想定される。実際にいくつか

の機関においては、ある目標達成のために実施した異なる活動の業績と費用をそれぞれ比較し、

350 小池（1998）pp. 68-69. なお、プログラム評価はプロセス評価、アウトカム評価、インパクト評価、費用便益
分析の４種類からなるとしている（U.S.GAO（1998））。

351 Binnendijk（2001a）p. 125 
352 Ibid., p. 102
353 Ibid., p. 123
354 Ibid. 
355 Ibid., p. 127
356 Ibid., p. 102 
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どの活動が効果的かを見るという試みも行われている。この場合、業績の低い活動からもう一方

の高い活動の方へ資源を移動させることが考えられるが、その際には、そういった業績の違いが

なぜ、どういった要因により生じたのかをよく理解した上で、意思決定を行うことが重要とされ

る357。

また組織レベルでは、プログラム・レベルの場合と同様に、業績の低いプログラムから高いプ

ログラムの方へ資源を移動させることが想定される。この方法は実際にUSAIDでも取り入れら

れているが、この場合、同一対象国内ではなく、国を超えて資源が移動されることとなるため、

さまざまな問題が生じ得る。実際、援助が真に必要な国において支援額が減ずるといった危惧や、

業績の低いプログラムにおいては本来、投入する資源を減少ではなく増大すべきといった見方が

あることもBinnendijkは指摘する。USAIDにおいても、この方法を継続して用いるかどうかに関

しては検討中とされる358。

さらに、資源配分には政治的な要因も少なからず影響するということもあり、各ドナー機関に

とって、費用と結果をどう正確に結び付けるか、さらに結果をどう資源配分に反映させるかとい

うことが非常に重要な課題とされている359。

５‐３　プログラム援助と援助協調

近年、これまでのプロジェクトを重視した援助形態の限界が指摘され、援助のプログラム化、

すなわちプログラム援助への移行に関する議論が活発となっている。プログラム援助の試みは特

にアフリカ地域において多く行われ、また、その背景として、1980年代のIMF・世界銀行を中心

とした開発途上国の累積債務問題に対する構造調整融資の経験360、すなわち、「…過去の支援に

みられた失敗や政府能力の有限性」を三好らは指摘する361。

援助のプログラム化への根拠としては、①被援助国政府の国家開発における政策体系との関連

のもと、限られた援助を優先すべき分野・課題に投入すべきである点、②効率性の向上のために

は、被援助国政府が自らの政府予算管理能力やオーナーシップを高める必要がある点、が指摘さ

れる362。こうした動きは、援助をミクロ的思考ではなく、セクターや政策等のマクロを考慮した

総合的な視点からとらえるといった考え方に基づいている363。

プログラム援助の例として、1990年代半ばからドナー機関において取り入れられ始めた「セク

ター・ワイド・アプローチ（Sector-wide Approaches: SWAps）」が挙げられる。これは、セク

ターごとの全体的な開発計画を途上国政府および関連機関等が協議のもと策定し、その計画に沿

って多様な援助主体が支援するためのアプローチである364。また、援助資金を一括でプールし、

357 Ibid., pp. 123-124
358 Ibid., pp. 125-126
359 Ibid., pp. 102-103
360 高島・三好（2000）p. 128
361 三好・阪本・阿部（2002）p. 123
362 Ibid., p. 124
363 高島・三好（2000）p. 128
364 外務省（2002）p. 9
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目的を同じくする援助国の支援手の共通化・合理化を図ることを目的とした「コモン・バスケッ

ト」等の試みも見られる365。

ほかにも、世界銀行が1999年に公表した「包括的開発フレームワーク（Comprehensive

Development Framework: CDF）」は、従来のマクロ経済面に加え、社会セクター等も視野に入

れた上で、途上国政府のオーナーシップと主導のもと、多様な援助主体の参画により、10～15年

の期間を念頭において包括的に多くの開発課題に取り組むためのアプローチを提唱している366。

さらに、1990年代後半以降、途上国における最大の課題として貧困削減にこれまで以上に焦点が

当てられ、IMF・世界銀行では重債務国等に対し「貧困削減戦略書（Poverty Reduction

Strategy Paper: PRSP）」の作成を要請するようになった。このPRSPはCDFの概念を具現化した

ものであり、途上国政府と多様な援助実施機関により共同で策定され、これらの関連機関の役割

を明確にした上で、効果的な貧困対策支援を推進していくための戦略書と位置付けられる367。

こうした援助のプログラム化とドナー機関間での援助協調への動きは、被援助国側における行

政組織の効率化の必要性もさることながら、援助供与側としてのドナー機関におけるNPMの考

え方に基づいた援助実施体制の改革・改善、つまりRBMの導入とも大きく関連する。例えば、

プログラム援助に関しては、①プログラム・レベルでのアウトカム重視、②RBMで見られるド

ナー機関の援助実施における結果指向、③援助供与をサービスととらえた際の顧客ないし受益者

としての被援助国側の視点重視、といったNPMの考え方の特徴が反映されている。特に３点目

に関しては、実際、SWApsやCDFでは被援助国のオーナーシップや事業への参加がこれまで以

上に重視されていることからも分かる。

また、ドナー機関の間で援助協調が進んでいる背景として、①近年多くのドナー機関において

戦略計画の策定が行われているが、多くの場合「Shaping the 21st Century」に基づいた内容の

類似性が見られ、また「貧困削減」の項目の例でも見られるように、それぞれの機関が同じよう

な項目を目標として設定していること、②多くのドナー機関では同一の国際的な統計データが用

いられることが多いため、戦略計画において設定・選定された指標に関して、セクターや国別プ

ログラムごとに設定されるインパクトやアウトカムでの目標値は一般に似たものになり得るこ

と、等が考えられる。これらのことをふまえ、ある対象国における援助戦略を想定した場合、現

在では多くのドナー機関が同じ目標かつ目標値を共有し得る、あるいはしやすい環境にあるとい

えよう。当然、援助戦略には各援助供与主体の政治的意図がほぼ常に伴うのも事実ではあるが、

被援助国側の視点から見た場合、この目標値の設定に関していえば、どのドナー機関が設定した

かによらず、本来ならば同じ数値が設定されるべきであり、これが援助協調の基本的な考え方で

あるといって相違ないものと思われる。

以上まとめると、近年の援助形態の変化において注目されるプログラム援助は、ドナー機関に

365 三好・阪本・阿部（2002）p. 128：外務省（2002）p. 9。なお、コモン・バスケットはSWApsの実験的な一方
法に過ぎないという見方や、その定義はあいまいで不明な点もあるという指摘がある（三好・阪本・阿部
（2002）p. 128）。詳細は、同文献を参照されたい。

366 外務省（2002）p. 8
367 高島・三好（2000）p. 129：外務省（2002）p. 8
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おけるRBMの導入による援助実施体制の変化、およびそれに由来するドナー機関での援助自体

に対する意識の変化に裏付けられているものと理解される。

５‐４　総括

本章では、比較的早い時期からRBMの導入が始められたとされる、USAIDを含むいくつかの

援助供与機関における業績測定実施の現状について検証した。その方向性や進展状況は各機関に

おいて多少異なるとされつつも、大まかに分けて３つのレベル、すなわち①プロジェクト、②国

別プログラム、③組織全体、における業績測定が行われている。

プロジェクト・レベルでの業績測定のツールとしてはログ・フレームが用いられており、アウ

トプット、アウトカム、インパクトの３つに関する測定が行われる。国別プログラム・レベルで

の業績測定はこれまでUSAIDやUNDPが行ってきており、ツールとしては結果フレームワークあ

るいは類似のものが用いられている。ここで重要なのは、プログラム援助の動向とも関連して、

被援助国のオーナーシップがこれまで以上に重視され、ドナー機関による援助協調が前提とされ

ていることである。

組織レベルにおける業績測定では、まず戦略フレームワーク等のツールを用いることで、組織

の戦略体系を明確化することが前提となり、各ドナー機関において実際に策定された戦略体系で

は「Shaping the 21st Century」の内容に基づいた類似性が見られる。業績測定の状況は機関に

よって異なり、①プロジェクトのアウトプット、②プロジェクトおよびプログラムのアウトカム、

③対象国の国全体あるいはセクターにおけるインパクト、のいずれかに焦点を当てて実施してい

る。

近年、ドナー機関におけるRBMの導入により、業績測定との関連において、一つの機能とし

ての評価の役割が変化しつつある。以前は、評価は実施プロセスではなく結果に焦点を当てると

いった特徴が見られたが、業績測定が行われるようになってからは、業績測定と評価の両者はと

もに、プロジェクトまたはプログラムの業績ないし結果に関する分析を行い、業績情報の報告を

行うための相補的な機能を持つ２つの異なるアプローチである、といった一応の共通認識が一般

に形成されつつある。

得られた業績情報の主な活用の用途としては、①業績報告による結果の説明責任、②マネジメ

ントの改善と予算への反映が挙げられる。前者に関しては、業績情報の内容により説明責任を遂

行すべき対象者が異なり、また対象者のニーズに合わせた形で報告を行うことが求められる。後

者に関しては、業績情報が組織内の各レベルにおいてマネジメント上の意思決定が行われる際の

根拠となり、また、業績情報の蓄積から導き出された教訓が、組織全体における政策およびプロ

グラム・レベルでの戦略形成へとフィードバックされることが期待される。さらに、近年では、

費用と結果をどう正確に結び付け、結果をどう資源配分に反映させるかということが各ドナー機

関において重要な課題とされている。

これらのドナー機関でのマネジメントにおける結果指向とも関連して、近年では援助実施のあ

り方においても結果指向への変化が見られる。現在ドナー機関においては、これまでのプロジェ
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クトを重視した援助形態から、SWApsやPRSPで見られるように、プログラム援助への移行につ

いて活発に論じられている。このプログラム援助は、ドナー機関におけるRBMの導入による援

助実施体制と、援助に対する意識の変化に裏付けられているように思われる。

JICAにおけるRBMの導入を考察していく際には、これまで本章で述べてきたように、他のド

ナー機関における国際的潮流をふまえた上で、それらの機関における経験から導き出された教訓

を積極的に活用していくのが有益であり、また望ましいといえよう。
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６．JICAにおける結果重視マネジメントの確立――現状と今後の展望

本章では、前章の国際的潮流でも見てきたように、結果重視マネジメント（RBM）において

一つの機能としての評価の果たす役割をどうとらえるかが重要となるという視点から、まず

JICAにおける評価活動一般について概観した後、業績測定との関連における評価の役割につい

て考察する。次に、JICAにおいて実際どのようにRBMが確立され、また業績測定が導入される

べきかについて、その今後の方向性としての筆者の個人的見解を述べたい。

なお、本章におけるJICAに関する記述は主に、国際協力事業団企画・評価部評価監理室の

「実践的評価手法－JICA事業評価ガイドライン」およびJICA職員を対象に実施したインタビュー

結果に依拠する。

６‐１　JICAにおける評価の検証

本節では、まずJICAにおける評価の現状について検証した後、RBMの確立のための業績測定

導入との関連における評価の役割について考察する。さらに、NPMの考え方に基づいたRBMで

は業績測定をどのような枠組みのもとで実施していくかということが重要となるという見地か

ら、JICAにおいて実際どのように業績測定が導入されるべきなのかについて、その今後の方向

性としての筆者の個人的見解を述べたい。

６‐１‐１　評価の定義・目的と活用用途

JICA事業評価ガイドライン（以下、ガイドライン）によると、JICA事業の評価は「…プロジ

ェクトなどの妥当性や価値を、できるだけ科学的かつ客観的に、事前、中間、終了時、事後の各

段階において判断する作業」とされており、またその目的は「…評価結果を事業の立案・改善や

説明責任の確保などに活用することを通し、国民の支持・理解を得て、より効果的・効率的な協

力を実施すること」とされている368。さらに、評価の活用の用途として、表６－１に示すように、

①マネジメント・ツールとしての活用、②援助関係者の学習効果の向上への活用、③JICA事業

に関する説明責任の遂行への活用、の３点が挙げられている369。

368 国際協力事業団企画・評価部評価監理室（2002）p. 15
369 Ibid., pp. 16-18

表６‐１　JICAにおける「評価」活用の用途

「評価」活用の用途 内　　　容

マネジメント・ツール
（Management）

‐開発政策、戦略、国別事業実施計画策定上の検討材料
‐対象プロジェクトの実施決定、軌道修正、協力終了の可否の判断を行う上
での検討材料

援助関係者の学習効果
（Learning）

‐開発政策、戦略、国別事業実施計画策定上の検討材料
‐類似プロジェクト立案・実施の際の参考資料
‐対象プロジェクトおよび関係者のキャパシティ・ビルディングの手段

JICA事業に関する説明
責任（Accountability）

‐責任を果たしていることを報告する手段
‐JICA事業に対する国民の支持を得るための手段

出所：国際協力事業団企画・評価部評価監理室（2002）を基に筆者作成。
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６‐１‐２　評価の種類・機能と手法

同ガイドラインによると、JICAによる事業評価には「プログラム・レベル評価」と「プロジ

ェクト・レベル評価」がある。ここで、プログラムの定義は「共通の目標を達成するためのプロ

ジェクト（個別案件）群」、またプロジェクトは「…それらプログラムに貢献するために具体的

に計画・実施される活動群のことで、一定期間に一定の成果を上げるために、一定の投入を行う

もの」とされている370。ここでのプロジェクトには、技術協力プロジェクトをはじめとして、個

別専門家派遣、開発調査、無償資金協力等、個々の事業が含まれるとされる371。

（１）プロジェクト・レベル評価

１）プロジェクト評価の現状

JICAではこれまでプロジェクト評価を主に行ってきたが、プロジェクト評価はその実施時

期・段階に応じて、表６－２に示すように、事前評価、中間評価、終了時評価、事後評価の４

つに分類される372。これら４つの評価は、プロジェクト・マネジメントのサイクルにおいて位

置づけることが可能とされ、そのサイクルでは、事後評価結果を新たな事業の立案・形成や実

施に役立てるといったフィードバック機能が重要となる373。

これらのプロジェクトの各段階における評価を通じて用いられているツールが、プロジェク

ト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: PDM）である。これは、プロジェクト

の計画概要表のことであり、その特徴は「…『上位目標（Overall Goal）』、『プロジェクト目標

（Project Purpose）』、『成果（Outputs）』、『活動（Activities）』、『投入（Inputs）』といったプ

ロジェクトの構成要因を『原因：手段』と『結果：目的』の連鎖関係で組み立て、事前に目標

370 Ibid., p. 26
371 Ibid., p. 26
372 Ibid., pp. 28-33
373 国際協力事業団企画・評価部評価監理室（2002）pp. 29, 42。詳細に関しては同文献を参照されたい。

表６‐２　JICAにおけるプロジェクト評価の種類とその概要

評価の種類 評価主体主な機能 対象事業

事前評価
担当事業部

案件実施前にその妥当性・必要性を検証し、
プロジェクト実施の可否を決定する際の判
断材料を提供する。

個別案件
（プロ技、無償、開発調査）

中間評価
担当事業部

プロジェクト実施期間の中間時点で、その
実績や効率性・妥当性を主に検証し、計画
見直しの判断材料を提供する。

個別案件
（プロ技、無償）

終了時評価

担当事業部

プロジェクト終了時にその実績や有効性・
効率性・妥当性・自立発展性を主に検証し、
協力終了の適否およびフォローアップの必
要性に関する判断材料を提供する。

個別案件
（プロ技、無償、研修、
専門家、JOCVチーム派遣）

事後評価
在外事務所

プロジェクト終了後、一定期間を経た後に
そのインパクト・自立発展性を主に検証し、
将来の事業実施のための教訓・提言を導き
出す。

個別・複数案件
（すべてのJICA事業）

出所：国際協力事業団企画・評価部評価監理室（2001）を基に筆者作成。
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や成果の期待値を指標化して示すこと」374とされ、またこれらの構成要素には、

「上位目標　←　プロジェクト目標　←　成果　←　活動　←　投入」

という因果関係が仮説として組み込まれている375。PDMはもともとプロジェクト・サイク

ル・マネジメント376（Project Cycle Management: PCM）の一部であり、1994年以降、すべて

のJICA技術協力プロジェクト（旧プロジェクト方式技術協力：プロ技）において取り入れら

れてきたことから、JICAでは基本的には旧プロ技での使用を主に念頭に取り入れられてきた

ツールである377といえる。

JICAのPDMを用いたプロジェクト評価では、DACが1991年に公表した「開発援助の評価原

則（Principles for Evaluation of Development Assistance）」の中の評価の定義378において述べ

られている評価基準、いわゆる「評価５項目」の視点を主に重視している。この評価５項目と

は、表６－３に示すように、①妥当性（Relevance）、②有効性（Effectiveness）、③効率性

（Efficiency）、④インパクト（Impact）、⑤自立発展性（Sustainability）を指す379。同ガイドラ

インによると、プロジェクト評価において重要なのは、「なぜそのような結果になったのか」

374 Ibid., pp. 64-65. ここで、Overall GoalはImpactに、Project Purposeは（Intermediate）Outcomeにそれぞれ対
応する。PDMの詳細に関しては同文献を参照されたい。

375 Ibid. なお、PDMは基本的にログ・フレームと同一のものであり、詳細に関しては第5章を参照されたい。
376 PCMは「プロジェクトの発掘、形成を含む計画、プロジェクトの審査、実施、モニタリング、評価とそのフ
ィードバックまでの一連の事業サイクルを運営管理する手法」（国際協力事業団（1998）pp. 143-144）であり、
その起源は、1960年代後半にUSAIDが開発したログ・フレームを基に、1983年にGTZが開発したZOPP（目的
指向型プロジェクト立案手法）である（Ibid.）。PDMとログ・フレームは基本的には同一である。PCMに関し
ては、国際開発高等教育機構（2001）を参照されたい。

377 国際協力事業団企画・評価部評価監理室（2002）p. 59 
378「評価」の定義は以下のように定められている：「評価とは、実施中あるいは終了したプロジェクト、プログ
ラムや政策（ポリシー）、その設計、実施や結果を、できる限り体系的かつ客観的に評定することである。そ
の目的とは、目標の妥当性や遂行度、開発の効率性、有効性、インパクトおよび自立発展性を測定することで
ある（An evaluation is an assessment, as systematic and objective as possible, of an on-going or completed
project, programme or policy, its design, implementation and results. The aim it to determine the relevance
and fulfillment of objectives, developmental efficiency, effectiveness, impact and sustainability.）」（DAC
（1991）p. 5）。

379 国際協力事業団企画・評価部評価監理室（2002）pp. 85-87

表６‐３　DAC評価５項目とその概要

評価５項目 主な視点

妥当性（Relevance） プロジェクト目標が、受益者のニーズや被援助国の開発計画に合っているか、お
よび日本の援助事業としての妥当性があるか

有効性（Effectiveness）
中間成果の達成度、およびそれが成果（Outputs）によりもたらされたものであ
るかどうか

効率性（Efficiency） プロジェクトの資源が有効活用されたかどうか

インパクト（Impact） プロジェクト実施によりもたらされる長期的、間接的効果や波及効果

自立発展性（Sustainability） プロジェクト実施開始時から終了時、終了後におけるプロジェクト効果の貢献・
阻害要因、そして特にプロジェクト終了後における効果の持続性

出所：国際協力事業団企画・評価部評価監理室（2002）を基に筆者作成。
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という視点により、結果をもたらしたさまざまな因果・相関関係を特定することである380。実

際のプロジェクトにおいては、「実績の確認」と「実施プロセスの把握」を前提とした上で、

これらの評価５項目を用いることにより「…５つの視点から複眼的にプロジェクトの良し悪し

を価値判断し、プロジェクトの効果発現・阻害要因を分析」381するとされる。すなわちここで

は、定量的な要素を含みつつも、全体としては主に定性的な側面を重視していると理解される。

２）プロジェクト評価の問題点

まず、上述した４つの評価のうち、近年導入された事前評価を除く中間・終了時・事後評価

に関しては、これまでJICAにおいて、PDMを用いる際には数値を用いた業績指標とモニタリ

ングの機能がほとんど重視されてこなかったため、評価５項目を用いた評価も極めて主観的・

定性的とならざるを得ず、結果として評価結果における客観性が一般に確保されていなかった

という問題点が挙げられる。

また、2001年から本格的に導入された事前評価に関しては、まだ立ち上がったばかりである

ことにも関連してさまざまな問題点が見いだされる。この事前評価とは主に、技術協力事業、

無償資金協力事業、開発調査事業の３つを対象に、事業の妥当性や必要性について検証し、ま

た事業の目的や内容、成果目標等を取りまとめるものとされており、この事前評価の導入によ

り、事前段階から中間、事後に至るまでの一貫した評価システムを確立していくことが期待さ

れている382。しかしながら実際は、各案件において業績目標を具体的に設定している例も見受

けられるものの、そうでないものも多く、全体としては規格が統一されていない。また、評価

主体が各事業部であるなど、すべて内部評価となっており、相手国の政策体系における事業内

容の妥当性について判断するという本来の趣旨を鑑みた際に内部評価は適当でないと考えられ

る。

さらに、事前評価では主に、評価５項目を用いた定性的な分析により将来的な見通しが述べ

られている中で、インパクトや自立発展性という項目に関しては有効と思われるものの、アウ

トプットやアウトカムの達成度を見るための効率性や有効性といった項目については有用とは

思われない。すなわち、一貫した評価システムの確立という理念に基づいていることは理解さ

れるが、本来、評価５項目は事業実施中あるいは事後的な評価において用いられるべきもので

あり、事前評価において評価５項目という形で評価結果を表す必要性はないように筆者には思

える。ここで重要なのは、事前評価においては事業の妥当性を適切に判断するために、例えば

援助受入国側との合同評価といった選択肢も含めて評価主体のあり方を再考すること、さらに、

当該案件について評価５項目を用いた分析を行う際の基礎となるPDMを、事業実施前から事

後評価の時点まで一貫して適切な方法で作成することであり、決して評価５項目を用いること

自体ではないといえよう。

380 Ibid., p. 61
381 Ibid., p. 80
382 国際協力事業団「事業事前評価表とは」（2003年３月31日アクセス）
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（２）プログラム・レベル評価

ガイドラインによると、プログラム・レベル評価の対象となるのは、国別事業実施計画、開発

課題、協力プログラムなど多岐にわたるが、表６－４に示すように、事後評価として主に評価監

理室により実施されている事業横断的な評価である国別事業評価、特定テーマ評価の２つが挙げ

られるであろう。これらのうち、国別事業実施計画にほぼ対応する国別事業評価はプログラム・

レベル評価においても上位に位置し、また開発課題の中のある協力プログラムに対応する特定テ

ーマ評価がその下位に位置するとされている383。JICAでは、主に外部機関が評価主体となり、

1998年度より本格的に国別事業評価が実施されるようになっている384。2003年３月の時点で、約

10件ほどの国別事業評価の事例がJICAホームページ上で公表されている385。

これら２つの評価に関しては、同ガイドライン内でも次のような留意点が指摘されている。す

なわち、選定するプロジェクト群において、これまで必ずしもプログラムとしての「共通の目標」

が明確化されていなかったため、その結果として、これらの評価は「…いくつかのプロジェクト

評価の結果をケース・スタディ的に取り扱って、国別やテーマ別の教訓・提言を導き出すという

傾向にある」386という点である。ここにおいても、これまで主に定性的な側面を重視した分析が

行われてきたと理解される。さらに、今後プログラム・レベル評価を充実させていくためには、

プログラムをどのように定義・設定するかということが重要な問題となってくる。

６‐１‐３　評価実施体制と評価結果の活用状況

近年、ODA評価に関する多くの委員会等が設立されており、前述したように、1998年11月、

外務省経済協力局長の私的諮問機関である援助評価検討部会のもとに「評価研究作業委員会」、

またこれに続き、2000年７月には「ODA評価研究会」が設置された。さらに、2001年１月、外

務省経済協力局長を委員長とし、外務省、JICA、JBICの関係者から構成される「ODA評価フィ

ードバック委員会」が設置されたが、その目的は、評価結果を以降の政策立案・形成に活用して

いくこととされる387。さらに、政府レベルでも、やはり前述したように、2001年７月に「ODA関

383 国際協力事業団企画・評価部評価監理室（2002）pp. 33-40
384 国際協力事業団（2003）
385 国際協力事業団「事後評価報告書」（2003年３月31日アクセス）
386 Ibid., p. 33
387 外務省（2002）p. 114

表６‐４　JICAにおけるプログラム・レベル評価の種類とその概要

評価の種類 主な機能 評価主体

国別事業評価 評価対象国において重点セクター・開発課題ごとに選択した複数プロジ
ェクトを対象に、その協力効果や協力実施上の問題点を分析し、国別事
業実施計画や協力体制の改善に役立てる

外部機関

特定テーマ評価 特定セクターや重要課題、あるいは特定の事業形態をテーマに選択した
複数プロジェクトを対象に、その協力効果を分析し、当該セクター・開
発課題への取り組みや事業形態の改善に役立てる

内部職員、
外部者、
現地NGO等

出所：国際協力事業団企画・評価部評価監理室（2002）を基に筆者作成。
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係府省評価部門連絡会議」が設置されているなど、ODA評価をめぐる動きは近年特に活発とな

っている。

（１）評価実施体制

JICAにおけるプロジェクト評価は、主に事業実施部署が各担当業務に関する評価を行う。そ

の一方で、プログラム・レベル評価はこれまで評価監理室の企画・調整のもと、主に外部機関が

行ってきた。評価監理室の主な役割は、評価全般の企画・調整であり、プログラム・レベル評価

のほかにも、JICA事業の評価の全体方針の策定や、評価ガイドライン・関連マニュアルおよび

資料の作成等の業務、また終了時評価調査報告書の確認等、質の監理に関する業務も行ってい

る388。
　

なお、上記の評価研究作業委員会が2000年３月に公表した「『ODA評価体制』の改善に関する

報告書」の中では、まずJICAのプロジェクト評価に関して、事前評価への十分な予算の確保と

体制の強化、事前から事後への一貫した評価プロセスの確立、外部評価の拡充、人員の拡充等に

より、個別プロジェクトの評価をこれまで以上に強化することが提言された389。さらに、評価実

施体制に関連して、在外事務所が行う評価に国別事業評価、特定テーマ評価からなるプログラ

ム・レベルでの評価を含めるなど、在外事務所のモニタリング・評価実施体制の拡充とさらなる

活用が提言された390。

さらに、企画・評価部が2001年３月に公表した「JICAにおける評価システム改善のための調

査研究」報告書では、評価の客観性を確保するために、外部有識者や専門家の活用や客観的な評

価指標の設定について取り組む必要性が述べられた391。

（２）評価結果の活用状況

1996年９月、JICA企画部が各課における約60人の職員を対象にインタビュー調査しまとめら

れた「事業評価結果の効果的なフィードバックに関する基礎研究報告書」によると、課によって

状況は異なるものの、評価結果が組織全般において事業に十分活用されていないという実態が浮

かび上がった392。その理由として、「事後評価等で何が調査されているか知らない」「情報へのア

クセスの仕方が分からない」といった制度上の問題、「報告書が分厚すぎる」「必要なテーマ・セ

クターと合致しない」といった評価手法・規格上の問題のほかに、「表面的な評価」「内容が保守

的」といった評価内容とその質の問題、事業におけるモニタリングおよび評価の位置付けに関す

る問題等が挙げられている393。

2001年１月には、JICA企画・評価部評価監理室が同様の趣旨のもと、より大規模な調査を実

388 Ibid., p. 41
389 援助評価検討部会・評価研究作業委員会（2000）pp. i-v
390 Ibid.
391 国際協力事業団企画・評価部（2001）p. 19
392 国際協力事業団企画部（1996）pp. 26-27
393 Ibid.
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施し、評価結果のフィードバックに関する報告書を公表した394。同調査におけるアンケート調査

での質問事項は、主に事後評価の活用状況に関する内容となっており、その調査結果では、本部

やセンター、在外事務所、および専門家のすべてのグループに関して、その過半数が「利用した

ことがない」と回答している。その理由として、「事後評価のことを知らない」「業務において使

う必要性がない」「分厚い」「入手方法を知らない」「忙しい」のほかに、「内容が表面的」「欲し

い情報がない」などが挙げられており395、上述した前回の調査結果と比べ、全般においてそれほ

ど違いが見られないことがうかがえる。

また、同報告書によると、事後評価結果から得たい情報として、「課題・分野別協力のあり方

とグッド・プラクティス」「相手国や日本の援助体制や枠組みの課題」が上位に挙げられており、

個別案件の評価結果よりも、そこから導き出された教訓および提言の体系化を望む声が高いとさ

れている396。中でも最も重要な問題は、業務の中に評価結果を生かすという仕組みがないといっ

た、評価結果にどう拘束力を持たせるかに関する問題とも関連して、「職員自身が評価結果にア

クセスする必要性をあまり感じていない（意識がない）」という点397であるように筆者には思わ

れる。

６‐１‐４　JICAにおける評価：総括

以上を要約すると、①JICAにおける評価とはプロジェクト・レベル評価およびプログラム・

レベル評価を指し、これまで主に定性的な側面が重視されてきたが、プロジェクト・レベル評価

においては既に手法や評価基準等がある程度確立され、組織としてある一定の経験の蓄積がある

と理解される一方、プログラム・レベル評価においてはその体制や手法等に関していまだ確立さ

れておらず、現在も試行段階にあること、②既存のプロジェクト実施体制に基づいた評価体制や

手法を継続していくという前提のもとでは、組織における評価結果の活用方法やフィードバック

のあり方を再度検討し、プログラム・レベル評価に関してもこれまでと同じ方向性において、そ

の体制や手法等に関してより一層検討していく必要があること、といえるであろう。

しかしながら、ここで重要なのは、JICA事業においてまずプログラムのあり方を明確にし、

既存のプロジェクトを新たにプログラムの枠内でとらえ直した上で、業績測定やモニタリングと

の関連において、組織における評価の機能および役割を再度見直すことであるといえよう。

394 同調査は予備調査とアンケート調査からなり、予備調査としてはJICA各部から22人が参加したブレーン・ス
トーミング会議と９人を対象としたインタビュー調査が実施された。アンケート調査に関しては、国際協力専
門員を含むJICA職員約400人、赴任中専門家約100人、相手国実施機関約100ヵ所からの回答が得られたとされ
る（国際協力事業団企画・評価部評価監理室（2001）p. 7）。

395 Ibid., pp. 13-14
396 Ibid., pp. 17-18
397 Ibid., pp. 8-9



84

６‐２　JICAにおけるRBMの意義とその可能性

本項では、JICAにおいてRBMを導入することの意義とその可能性について、第３章～第５章

の内容に基づき、JICAを取り巻く外的・内的要因を再度ふまえながら検証する。

６‐２‐１　外的要因

（１）国内における環境変化：政策評価制度と独立行政法人

本稿の前半部で述べたように、日本の行政において総務省が定めるところの政策評価とは、

「（Policyとしての狭義の）政策」、「施策」、「事務事業」の３区分を包括する「（広義の）政策」

を対象とする評価である。その実施主体としては、日本の行政における政策の企画立案部門であ

る中央府省が念頭に置かれており、ここでは中央府省が自らに対して行う評価のみが想定されて

いる。しかしながら、政策評価制度における考え方は、実施部門としての独立行政法人において

も影響を与えると理解できる。

この政策評価制度は独立行政法人としてのJICAには適用されない一方で、JICAに対しては評

価の枠組みが別に存在する。一般に、中央府省は政策の企画立案部門、独立行政法人は実施部門

と想定されており、外務大臣が提示する中期目標に基づいてJICAが策定する中期計画と年度計

画に基づき、外務省に設置される独立行政法人評価委員会によりJICAに対する業績評価が実施

される。ここでは、NPMの考え方に基づき、外務省とJICAとの間に契約関係が想定されている

ため、JICAは経営資源に関する権限・裁量が付与される代わりに、外務省および納税者として

の国民、さらに行政サービス受益者としての援助対象国に対して、業務の結果に対する説明責任

の遂行が求められる。

独立行政法人通則法において、独立行政法人が自らに対し実施する評価や業績測定に関する規

定事項等は特に見当たらないが、上記の政策評価制度においては事務事業／プロジェクト評価と

しての事業評価、施策レベルの業績測定としての実績評価、さらに（狭義の）政策評価ないし施

策／プログラム評価としての総合評価が含まれていることを鑑みると、実施部門としての独立行

政法人に関しては、特に事務事業と施策レベルにおいて同様の評価が実施されることが想定され

る。

JICAではこれまで、技術協力プロジェクトを中心にプロジェクト評価を主に実施してきたが、

その際にはPDMを主なツールとして用いてきた。しかしながら、PDMを用いる際には数値を用

いた業績指標とモニタリングの機能がほとんど重視されてこなかったため、評価５項目を用いた

評価も極めて主観的・定性的とならざるを得ず、結果として評価結果における客観性が一般に確

保されていなかったといえる。さらに、このような背景のもとでプログラム評価が実施されると、

業績に関する数値データが入手できない場合には、評価における判断材料が不足することになり

かねない。

これらのことをふまえ、上述した外務省との契約関係や、外務省および国民、援助対象国を含

む外部への説明責任の遂行という観点からは、事業実施により当初期待された結果の達成度に焦

点を当て、業績をより客観的・科学的な方法において測定し、さらに組織全体の業績に関する具
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体的な数値データを示すことで、組織としての業績を外部に提示する必要があり、またそのため

には、事業実施における業績測定・モニタリングの機能を強化していくことが重要であると考え

られる。

（２）国際的な環境変化：援助供与機関へのRBMの導入

1980年代半ば以降、DAC各加盟国における公的部門の改革が進展するのと同時に、各国内の

政府レベルにおいては、行政機関の一つとしての援助供与機関も例外なくその見直しの対象とさ

れた。これらの機関に関しては、他の行政機関の場合とは異なり、援助実施がもたらした結果を、

国内の納税者のみならず援助受入国側の関係者を含む国内外の利害関係者に対し提示することの

明確な動機付けとなり398、RBM確立が促進されていった。同時に、援助供与機関が形成する国際

的ネットワークの存在により、このRBM確立の動きはDAC加盟国の二国間援助機関のみならず、

世界銀行やUNDP等の多国間援助機関においても1990年代半ば以降、同様の動きが見られるなど、

国際的潮流が形成されていった。

これらのドナー機関でのマネジメントにおける結果指向とも関連して、近年では援助実施のあ

り方においても結果指向への変化が見られる。現在ドナー機関においては、これまでのプロジェ

クトを重視した援助形態から、SWApsやPRSPで見られるように、援助協調を前提としたプログ

ラム援助への移行について活発に論じられている。前章においても述べたように、こうした援助

のプログラム化とドナー機関間での援助協調への動きは、各ドナー機関におけるNPMの考え方

に基づいた援助実施体制の改革・改善、つまりRBMの導入による援助実施体制と、援助に対す

る意識の変化に裏付けられていると考えられる。

こうした国際的な動向あるいは環境変化の状況に対し、今後JICAとしても当然対応していく

必要がある。またその際には、政策評価や業績評価といった国内行政の制度・枠組みに従いつつ

も、国際的なRBMの潮流に対しどの程度対応可能かという視点から、考察を深める必要がある

といえよう。

６‐２‐２　内的要因

これまで見てきたように、主務省である外務省側がJICAに対してその業績を評定する枠組み

はまだ確立されていないため、JICAにおいて今後どのように組織としての業績を取りまとめ、

外部に提示していくかということに関して、現時点では未知数の部分が大きい。現在、JICAが

その事業実績を年次報告書において公表する際には、組織の事業全般における支出額、事業実施

の国や地域数、あるいは各援助対象国における分野・事業形態別の案件数や人数等において統計

をとっている399。しかしながらこれらの項目について、Binnendijkが指摘するように、アウトカ

ムおよびアウトプットという観点からは本来の意味での業績指標とはいえない400。

ここで、DACによるRBMの定義を再度確認すると、「業績とアウトプット、アウトカム、かつ

398 Binnendijk（2001a）p. 129
399 国際協力事業団（2002a）pp. 184-201
400 Ibid., p. 90
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401 The DAC Working Party on Aid-Evaluation（2002）p. 34（邦訳は筆者）

インパクトの達成に焦点を当てた管理（あるいはマネジメント）戦略」401とされている。つまり、

RBMの導入を考える際に重要なのは、上述した事項に留意し、結果や業績の本来の意義をふま

えた上での、業績測定およびその結果のマネジメントへのフィードバックのあり方である。これ

までJICAでは、事業評価の機能の一つとして、評価結果のマネジメントへのフィードバックに

焦点を当ててきたが、先に述べたように、JICAにおける評価では主に定性的な側面が重視され、

事業の業績を客観的に示し得なかった。そのため、業績測定という極めて定量的な手法あるいは

機能の導入は、JICAにおけるマネジメントにおいて新たな側面を加えるものであり、結果指向

という観点からもその意義は大きい。

ここでは、大規模な組織変革が想定されているのではないため、JICAの現行の組織制度にお

いても十分対応可能であるものと考えられる。例えば、比較的早くからRBMの導入に取り組ん

できた他の多くのドナー機関において、プロジェクト・レベルでの業績測定のツールとして

PDMが用いられていることは既に述べたが、PDMはJICAにおいても既に導入されているという

一例からも明らかなように、現在の実施体制において業績測定の機能・役割を重視し、RBM導

入を実現していくことの可能性は理論上高いものと考えられよう。

６‐３　JICAにおける業績測定と評価の役割

本節では、JICAにおけるRBMの導入を想定した際の、業績測定の導入の意義と評価の役割に

ついてさらに考察を深める。本論に入る前に、まずは独立行政法人における業績測定のあり方、

およびRBMにおける業績測定と評価の役割について考察する。

６‐３‐１　独立行政法人における業績測定

NPMの考え方に基づいた業績測定とは本来、行政機関が自らの業務において事前に設定した

目標値に基づき、その達成状況に関して自ら主体的に行う評定のことを指し、このことは、前章

において概観した「行政改革」先進国としてのDAC加盟国の援助実施機関における国際的潮流

から見ても明らかである。実際、独立行政法人においては主務府省がその業務運営に関する数値

目標等を含む中期目標を設定した上で、主務府省が設置する独立行政法人評価委員会による外部

評価が行われることとなっているものの、自らの業務に関して行う内部評価、すなわち業績測定

に関する規定等はない。

つまり、この独立行政法人評価委員会が独立行政法人に対して行う外部評価は、NPMに基づ

いた本来のマネジメントにおける業績測定ではなく、「第三者的」機関による業績評価であり、

ここではこれらの業績測定と業績評価を概念上区別して考えることが重要である。

６‐３‐２　RBMにおける業績測定と評価の役割

NPMの考え方に基づいた結果重視マネジメントでは、一つの機能としての評価および業績測
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定の両者の概念をそれぞれ明確にした上で、それら両者の関係を明確に規定することが必要であ

る。前節のDAC加盟国の援助実施機関における国際的潮流においても見られるように、近年の

結果重視マネジメントの導入により業績測定が組織レベルで実施されるようになるにつれ、従来

は評価の役割が主にプロジェクトやプログラムのデザイン、実施、結果等に関してその妥当性や

価値等を判断することに焦点を当てていたのが、近年では業績という概念との関連において、マ

ネジメント上の意思決定のツールとして評価の役割が見直され、あるいはマネジメント・ツール

としての役割がより一層重視される方向へと変化しつつある。その方向性とはすなわち、業績を

重視するマネジメントにおいて、評価と業績測定は両者ともに業績情報を提示するという機能を

有し、これら両者の機能は相補的であるという一応の共通認識の形成である。

一方、JICAにおける評価の現状に関してであるが、日本においてNPMの考え方に基づいた行

政改革の動きが実際に始まったのがここ数年来のことであるため、業績あるいは業績測定という

概念が各種法人を含めた日本の行政機関にとっては実質上、比較的新しいものであり、これは

JICAに関しても例外ではないといえる。JICAがこれまで主に実施してきたプロジェクト評価で

は、PDMを用いたDAC評価５項目の視点からの評価が行われてきたが、このPDMには業績指標

や目標値の設定が含まれてはいるものの、プロジェクト実施に係る意思決定においてこれらが特

に重要視されてきたというわけではないため、プロジェクト実施中の業績測定や業績モニタリン

グはこれまで基本的には実施されず、また組織全体においてもこれらが体系的に実施されるよう

な仕組みは存在していない。そのため、プロジェクト評価において業績測定の結果が重点的に用

いられるというようなことはなく、結果として、本章において既に述べたように、これまでプロ

ジェクト評価では定量的な要素を含みつつも、全体としては主に定性的な側面が重視されてきた

と理解される。

さらに、プログラム・レベル評価に関してであるが、これまでJICAではプロジェクトに焦点

を当てて事業を実施してきたため、プログラムという概念自体が組織にとって比較的新しいもの

といえる。実際、JICAにおいてプログラム・レベル評価はまだ試行段階にあり、JICA事業評価

ガイドラインによるとプログラムは「共通の目標を達成するためのプロジェクト（個別案件）

群」402
　

と定義されているが、あくまで「…プログラムの定義は過渡的なもの」403とされるなど、現

時点ではその定義があいまいである。これまでのプログラム・レベル評価では、国別やテーマ別

に関連するプロジェクトが対象として選定されてきたが、その選定にあたっては必ずしもプログ

ラムとしての「共通の目標」が明確化されていなかったことなどから、極端にいうならば、現時

点でのJICAにおけるプログラムはプロジェクトを寄せ集めたものに過ぎないといわざるを得な

い。

加えて、これまで見てきたように、評価結果が組織全般において十分に活用されていないとい

う現状も明らかとなっている。このような状況のもとでは、組織における結果重視マネジメント

の確立という観点から、業績測定との関連でJICAにおける評価のあり方およびその体制を見直

すことが必要となってくるが、その際にはまず、JICA事業のあり方に関する見直し、すなわち、

402 国際協力事業団企画・評価部評価監理室（2002）p. 26
403 Ibid., p. 27
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NPMの考え方に基づいてJICA事業を政策・施策（プログラム）・事務事業（プロジェクト）の

３層構造の枠内で整理し直しすことが重要であるといえる。

JICAではこれまでプロジェクトという形態での事業実施が重視されてきたが、NPMではアウ

トカムの達成重視という観点から、特に施策レベルでの活動としてのプログラムに重点が置かれ

るため、組織においてどのようにプログラムを設定し、その枠内でプロジェクトがどう位置付け

られるかをまず明確にしなければならず、さらにその上で、組織におけるプログラムおよびプロ

ジェクト・レベルでの業績測定の導入を視野に入れていくことが必要であろう。というのも、既

存の（広義の）政策の枠組みの中で、新たな施策と事務事業の策定に業績測定の結果を反映させ

ることで組織のマネジメントの改善を図るといった、独立行政法人における業績測定の意義を鑑

みると、政策体系の策定による事業の位置付け、つまり組織における戦略計画が明確でないと、

業績測定を実施するための基盤が不明確なものとなってしまう。

次に、上記の事業のあり方との関連において、事業が合理的かつ効率的に実施され得るような

体制・制度の確立という観点から、JICAにおける事業実施体制に関しても見直しが図られるべ

きであろう。ここでもやはりプログラムが主に念頭に置かれており、設定したプログラムをどの

ように実施していくかということが重要となる。長期的には、プログラム別に事業実施体制をど

う整備していくか（あるいは否か）に関しても、視野に入れていくことが必要であろう。

これらの点をふまえた上で初めて、評価のあり方およびその体制を見直すことが有効となる。

というのは、NPMの考え方に基づいたRBMでは、行政組織の改革および事業実施における効率

化という概念がその基底にあるため、たとえ評価体制のみ整備されたとしても、評価の対象とし

ての、あるいは評価結果のフィードバック先の事業や事業実施体制のあり方が不明瞭なまま評価

だけを実施しても、組織におけるRBMの確立には適切に寄与し得ない。つまり、評価体制の整

備は組織におけるマネジメント向上の必要条件ではあるが十分条件ではない404。また、業績とい

う概念との関連において、評価のマネジメント・ツールとしての役割がより重視されつつあるこ

とは既に述べたが、組織におけるRBMの確立により、評価の他の役割がどう変化したのか、あ

るいは評価が新たにどのような役割や機能を果たし得るのか関しても、今後考えていく必要があ

ろう。

以上まとめると、JICAにおけるNPMの考え方に基づいたRBMの確立のためには、まず組織の

戦略計画の策定、およびその枠内での事業の位置付けの見直しをふまえた上での業績測定の導入

が必然である。さらに、組織の事業実施運営の効率化に寄与するといった観点から、既存の組織

の使命や事業実施のあり方をふまえつつ、主に業績という概念との関連において、今後の評価の

役割およびあり方を考えていくべきであるといえよう。

６‐４　JICAにおけるRBMの確立と業績測定の導入－今後の方向性

前節で述べたように、NPMの考え方に基づいたRBMにおいては、業績測定をどのような枠組

みのもとで実施していくかということが重要となる。そこで本節では、そのような見地から、

404 Morita（2002）p. 78
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JICAにおいて実際どのように業績測定が導入されるべきであるかに関して、今後の方向性とし

ての筆者の個人的見解を述べたい。

６‐４‐１　戦略計画における使命・目標の明確化

NPMの考え方に基づいたRBMでは、まず戦略計画を策定することが重要となる。これは、組

織における戦略計画の枠組みが、業績測定を実施する際の基盤となるためである。これまで見て

きたように、近年、DAC加盟国の援助実施機関や国際機関において、戦略計画に基づいた業績

測定システムが急速に整備されつつあり、既に多くの機関では組織レベルでの戦略計画が策定さ

れている。また国内でも、政策評価制度導入の取り組みに早くから熱心な国土交通省等において、

既に戦略計画が策定されている。戦略計画の内容は組織によってさまざまであるが、一般的には、

組織の使命、目標、さらに、施策あるいはプログラム・レベルでの下位目標が含まれ、その内容

に関しては、組織を取り巻く環境の変化や業績測定の結果に基づいて、数年単位で定期的に見直

すことが想定されている。

JICAにおける戦略計画の策定を実際に考えていく際には、JICAは単独のODA事業実施機関で

はないため、本来ならば、日本のODA事業全般に関する政策・施策・事務事業の３層構造から

なる政策体系の枠内において、JICA事業がどのように位置付けられるのかをまず明確にするこ

とが必要となろう。というのも、行政活動としてのODA事業を、その顧客である国民の視点か

ら見た場合の国益という観点からは、すべての事業が同一の政策体系内に位置付けられるべきで

あり、これは他の二国間援助機関が既に策定している戦略計画においても実際そのようになって

いるためである。

しかしながら、既に述べたように、政府が日本のODAの理念と原則を明確にする目的のもと

で策定したODA大綱や、約５年の期間を目安にODAの基本的考え方を示すとされるODA中期政

策では、国民が顧客であるという観点からの国益に関する見解が十分に示されていないと考えら

れる。さらに、国別援助計画も合わせたこれら３つは法的拘束力を持たないことから、ODA政

策決定において適切に運用されているとは限らず、またこれらはそもそも政策評価を前提とした

政策体系の枠組みにおいて提示されたものではないため、現時点においては日本のODA事業全

般に関する政策体系が明確でないといわざるを得ない。実際、日本のODA事業は１府10省によ

り実施されているなど、その実施体制が非常に複雑であることも鑑みると、政策の企画立案部門

としての各府省が管轄する、各種ODA事業に関する個別の政策の存在を前提とした上で、関係

各省庁において政策体系を別々に策定することがより現実的であると理解されよう。その際には

当然、ODA大綱における理念等が政策体系に反映されていることが想定される。

こうした観点からは、JICAにおける戦略計画の策定は、その主務省としての外務省との関係

のもとで行われることとなり、ここでは、外務省からJICAに提示される予定である中期目標の

あり方が非常に重要となる。この中期目標の内容に関してはまだ定かではないが、もともと

ODA大綱や中期政策は日本のODAの対外窓口である外務省が中心となり策定されたものである

ことをふまえると、中期目標はこれらの内容を反映し、また整合性がとれているものとなること

が予想される。しかしながら、既に述べたように、中期目標は主に、主務府省の政策に関してよ
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りはむしろ、実施部門としての独立行政法人の業務運営に関する枠組みや、独立行政法人に対す

る業績評価実施における根拠の提示に重点を置いていると解釈される。

戦略計画の策定にあたっては本来、外務省から提示されるべき政策との整合性がとれているの

が理想的であり、また戦略計画においては政策および施策の因果関係の明示が必須である。それ

ゆえ、外務省から提示される予定の中期目標において、同省が自ら管轄しているODA事業に関

する政策が反映されているという前提のもと、その内容をふまえた上で戦略計画を策定するのが

妥当と考えられる。しかしながら一方で、上山が述べているように、業績測定の目的が「…客観

性の担保以前に、実際の業務の効率改善にある」405という見地からは、「個々の特殊法人は、主務

官庁の指示を待つことなく、まず自ら良かれと思う（業績測定の）制度を設計し、試行するべ

き」406
　

というのも事実であろう。これは独立行政法人の場合にも当てはまり、またこうした立場

からは、中期目標の提示を待たずして、JICAにおいて早急に戦略計画を策定するのが妥当とも

考えられよう。

戦略目標の内容に関してであるが、戦略計画の枠組みが組織において業績測定を実施する際の

基盤になるという見地から、体系的に一貫性があり、かつ複雑になりすぎず、できるだけ簡潔で

あるべきと考えられる。これは、ほかの援助供与機関における戦略計画のあり方を見ても明らか

といえよう。ここで留意すべきなのは、これらのドナー機関が設定する戦略計画の内容において、

「Shaping the 21st Century」で提示された開発目標に基づいた類似性が見られ、その中でも特に、

戦略計画の最上位に位置する使命（Mission）に関しては、「貧困削減」を設定している機関が多

いなど、戦略計画においてはより普遍的な概念が用いられている点である。

この「Shaping the 21st Century」における開発目標の項目は、2000年の国連総会において採

択されたMDGsにおいてほぼそのまま継続的に採用されており、これは国際的に広く合意が得ら

れているものであることから、主務省としての外務省からJICAに提示されるべきODA事業の政

策に関しても、MDGsに何らかの形で依拠していることが想定され、またJICAにおける戦略計画

も最終的には、使命や目標のレベルにおいてMDGsの内容が反映されたものとなるべきであると

いえよう407。なお、2003年3月に外務省により公表されたODA大綱見直しに関する方針において

は、「貧困削減」の概念の重視やMDGsの採択を含めた近年のODAを取り巻く情勢の変化に関す

る記述があり、これらの点がより具体的に明示化されることで、見直し後のODA大綱ないし中

期政策がJICAにとってのODA事業の政策としての役割を果たすことが、本来ならば望まれる。

実際、JICAの組織としての使命に関しては、独立行政法人国際協力機構法案において国際協

力機構の目的として記載されている記述がそれに該当すると考えられるが、上述したようにその

簡潔性や、MDGs等の国際的合意事項が反映された内容であるかといった観点から、同法案にお

ける国際協力機構の目的の記述内容に由来する形で408、戦略計画の枠組みにおいて新たに策定さ

れるべきであると考えられる。

405 上山（2002）p. 203
406 Ibid., p. 201
407 MDGsにおいては８つの目標と18の目標値、さらに各目標値に関してそれぞれ複数の指標が設定されている。
それらの内容に関しては、http://www.developmentgoals.orgを参照されたい。

408 ここでは、「行政機関の使命は、機関が設立された目的を説明した関連法規に由来しているべきである」とい
う記述に依拠している（米国行政学会・行政経営センター（2001）p. 51）。
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さらに、組織の使命に関しては、行政活動としてのODA事業の顧客である国民にとっての利

益、すなわち国益は何かという視点が重要となるように思われる。というのも、ODA事業は一

般に、納税者である日本国民ではなく、税負担はしていないが援助の受け手とされる援助受入国

の国民を直接の対象として行われている事業であり、ほかの一般的行政事業とは異なる特色を有

するため、国民に対してODA事業実施の合理的根拠の提示が不可欠だと思われるのがその理由

である。政策評価ガイドラインにおいて述べられている「国民本位の行政」とは、最近よく耳に

する「国民に親しみやすい行政」や「国民が事業参加する行政」ということではなく、国民にと

っての行政事業の意義やそこでの業績を明示することで国民への説明責任を果たすことを本来表

しているのであり、これは特にODA事業にとって重要な意味をもつと筆者は考える。

JICAでは現在、総務部広報課において既に戦略計画の策定への取り組みが始められている409が、

現時点においては、外務省がJICAに提示すべきODA事業に関する政策として、ここでは中期目

標よりもむしろODA大綱見直し後の内容の提示が待たれよう。また戦略計画とは、いわば組織

の意思表明であるという観点から、JICAにおいては、外務省から提示されるODA事業の政策を

ふまえつつも、中期目標において想定される業績評価の枠組みにとらわれすぎることなく、独立

行政法人としての自主性が尊重され、また組織の業務の効率改善につながるような形で、戦略計

画が策定されるのが望ましいといえよう。

６‐４‐２　下位目標／アウトカムの明確化とプログラム設定

戦略計画の策定においては、他の援助供与機関で見られる国際的潮流や日本のODA大綱見直

しに関する方針もふまえ、使命と目標の設定に関してはMDGs等の国際的合意事項が反映される

べきであると前項で述べたが、その下位レベルにおいて、実際どのように施策あるいはプログラ

ム・レベルでの下位目標、あるいはアウトカムを設定すべきかということがここでは重要となる。

これはすなわち、プログラムをどう設定すべきかという問題そのものにつながる。

これまで見てきたように、他のドナー機関における戦略計画では通常、設定された目標に対応

したサブ・セクターという形で下位目標ないしアウトカムが定められているが、特にUSAIDや

UNDP、世界銀行においては、国別の事業実施部署に大きく権限が委譲された援助実施体制とな

っていることとも大きく関連して、上述した課題・セクター別のものに加え、国別での戦略体系

を策定していることにも留意すべきであろう。

なお、JICAでは現在、以下に示すように、国別および分野・課題別の両面において、援助実

施体制の強化が行われつつある。

（１）開発課題の設定

JICAでは現在、途上国の多様なニーズに的確に対応していくため、開発課題に重点を置いた

援助実施体制を強化する動きが見られる。企画課を中心に、組織レベルでの戦略計画の策定に先

だって、「…分野・課題の知識、経験、教訓の蓄積や関係者のネットワーク化」を促進する目的

409 JICA職員へのインタビュー結果より。
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表６‐５　分野別課題ネットワークの各分野と主管部

分野別課題ネットワーク

2003年３月の時点で既に
立ち上がっている分野お
よび主管部

立ち上げ未了の分野 ガバナンス、平和構築、社会保障、運輸交通、エネルギー・鉱業、水産開発、ジェ
ンダー主流化／WID、都市開発・地域開発、公害対策、評価、市民参加、日本語教
育、援助アプローチ／戦略、地球温暖化*

教育（社会開発協力部）

貧困削減（社会開発協力部）

水資源（社会開発調査部）

経済政策（アジア第一部）

人口・保健医療（医療協力部）

自然環境保全（森林・自然環境協力部）

情報通信技術（鉱工業開発協力部）

民間セクター開発（鉱工業開発調査部）

農業開発／農村開発（農林水産開発調査部）

南南協力（中南米部）

出所：JICA職員へのインタビュー結果より。
注：「地球温暖化」に関しては分野課題ネットワークではないが、課題別指針を整備すべき開発課題として独立
して指定されている。

で分野課題ネットワークを構築し、さらに主要な開発課題ごとに指針の整備が進められている410。

2001年７月の時点では、23の分野別課題ネットワークにおいて62の課題別指針を作成する予定と

されており411、2003年３月の時点においては、これらの分野課題ネットワークのうち、まず重要

度・優先度の高いと判断された10分野について既に主管部が個々に設定され、各部において職

員・専門員等から構成されるチームが立ち上げられた上で、やはり優先度の高いとされる24の課

題別指針が作成済みとなっている412。表６－５に、既に立ち上げられた９分野を含む23の分野別

課題ネットワークを示す。

既に作成済みの24の課題別指針に関しては、20課題前後に再度整理し直した上で、外部公開用

資料として今後作り直される予定となっている413。

ところで、2002年５月には、上述した課題別指針とは別に４つの開発課題（基礎教育、HIV／

AIDS対策、中小企業振興、農村開発）について、事業実施における効果的アプローチと開発課

題体系図が公表された。当初、これらは課題別指針とは全く別の調査研究という位置付けであっ

たが、この体系化の有用性に基づき、課題別指針も体系図の作成を含め同様の形式で作成するこ

とが現在検討されており、さらに2002度に実施された効果的アプローチ策定のための調査研究に

関しては、課題別指針のドラフトとして明確に位置付けられている414。

開発課題に関しては、「…おのおのの援助機関が独自に検討するのではなく、関係する援助機

関で共有し、…共通の理解を持った上で、協調して協力を実施することが望ましい」415とされて

おり、上述した４つの各課題での効果的アプローチにおいては、「目標（成果）－手段（活動）」

の関係を体系的に整理した開発課題体系図が作成されている。ここでは、MDGsやUNDPの人間

410 国際協力事業団国際協力総合研修所（2002）pp. 1-2
411 Ibid., pp. 2-3. なお、分野課題ネットワーク、課題別指針に関しては今後の見直しにより追加・統合される可能
性があるとされる（JICA職員へのインタビュー結果より）。

412 JICA職員へのインタビュー結果より。2002年5月には、モデルとして取り上げられた４つの開発課題（基礎教
育、HIV／AIDS対策、中小企業振興、農村開発）について、調査研究として作成された開発課題体系図が公
表された（国際協力事業団国際協力総合研修所（2002）p. 5）。

413 JICA職員へのインタビュー結果より。
414 Ibid.
415 国際協力事業団国際協力総合研修所（2002）p. 13



93

開発指数等において掲げられていたり、各課題に関連した主要な国際会議等で採択されている、

国際的に広く認知された目標に基づき開発戦略目標が最上位に定められ、その下位に中間目標、

サブ目標が指標とともに設定され、さらにプロジェクト活動の例が挙げられている416。

開発課題体系図の活用の用途としては、①国別事業実施計画の策定や相手国との実務対話、②

個別案件の検討・準備、③他のドナー機関との援助協調、④事業評価等が念頭に置かれており、

この中でも特に国別事業実施計画の策定への活用に関しては、対象国において開発課題ごとにそ

の国の現状を把握し、各分野における協力を検討する際の基礎資料とすることが想定されてい

る417。
　

ここでは、各開発課題において体系的に整理された指標の一覧の中から適当と思われるも

のを選び、対象国の現状に応じて数値を設定できるような形で協力内容を検討する、いわば指標

のメニュー化が想定されていると理解できる。

この業績指標のメニュー化は、前章で見てきたように世界銀行、USAID、Danida等において

既に行われており、これらの機関では課題分野ごとに指標の一覧が設定され、現場で指標選定す

る際に参照することとされている418。しかしながら、業績指標のメニュー化や特定指標の使用に

拘束力を持たせることで、国別のニーズが適切に反映されなくなったり、現場での自由なプロジ

ェクト運営が妨げられるといった可能性もBinnendijkにより同時に指摘されている419。そのため、

業績指標のメニュー化に際しては、現場での裁量の程度やメニュー使用の義務化の是非も含めて、

事業実施において弾力性が損なわれないよう、考慮する必要があるといえよう。

なお、今後策定予定の課題別指針に関しては、上述の開発課題体系図の有効性とも関連して、

どのような形式において作成されるかが現時点では不明であるが、既存のものも含め、すべての

課題別指針が同一の形式において統一され、さらに将来的にはそれぞれの指針において体系図を

作成していくことが必須であるように思われる。その際には、課題別指針の活用の用途に関して

どのように拘束力を持たせるか（あるいは否か）に関しても考慮する必要があるといえよう。ま

た、課題別指針に関しては1999年に導入され、2001年に導入が決定された分野課題ネットワーク

とは当初、別々のものであった420。これら２つは後に統合されることとなったため、今後、両者

に関しては数の調整等も含め、より整合性を高めていくことが望まれよう。加えて、本来ならば

これら両者と、外務省が策定するODA中期政策における重点課題との整合性がとれているのが

望ましいことはいうまでもない。

（２）国別プログラムの設定

JICAではこれまでにも、国別での援助実施体制の強化に取り組んできており、1998年には外

部有識者からなる国別・地域別支援委員会が設置され、また国別情報システムがイントラネット

416 Ibid., p. 8. 詳細に関しては同文献を参照されたい。
417 Ibid., pp. 9-12
418 Binnendijk（2001a）pp. 30-31. なお、これら３つの機関において、メニュー化された指標の選定に拘束力は持
たせていない。また、Danidaでは2000年の時点において、設定した指標の大部分がプロジェクト・レベルの
アウトプットに関するものであり、後にアウトカムに関しても指標設定を行う予定とされている（Ibid.）。

419 Ibid., p. 31
420 国際協力事業団国際協力総合研修所（2002）p. 3
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上に構築された。1999年には国別事業実施計画（以下、同計画）の策定が開始され、また2000年

には組織改編に伴い、地域部が４部設置されている421。

同計画に関しては、基本的には在外事務所が原案作りを行った上で、地域部と共同で作成され

ており、2003年３月の時点では計51ヵ国分が策定済みとなっている422。同計画が策定される際に

は、外務省の国別援助計画において設定された重点分野との整合性がとれていることが本来なら

ば望ましいが、これまで見てきたように、策定済みの国別援助計画に関してはその数がまだ十分

ではない。また、対象国によっては、外部有識者からなる国別援助研究会により報告書が作成さ

れており、その場合には、外務省とJICAの双方にとって、計画策定の際の基礎資料として十分

活用されることが望まれる。

現在の国別事業実施計画においては一般に、「…『目的（成果）－手段（活動）』を論理的に検

討して策定されたというよりは、既に実施中の案件や過去に実施していた事業をグルーピングし

て記述している傾向が強い」ため、「…開発課題に対する効果的な協力計画になっているとは言

い難いことも多い」という指摘があり423、実際に現時点では31ヵ国分について改訂の予定がある

とされる424。この点に関しては、策定された開発課題指針に基づき、その国の実情に沿った形で

同計画が策定され、それに基づいてプログラムおよびプロジェクトが形成されるなど事業実施に

適用されるべきであるという見解も述べられており425、筆者もこれに同意する。

加えて、同計画においては、USAIDやUNDPが国別プログラムにおける援助計画の策定に用い

ている結果フレームワークのようなツールを取り入れる意義が大きいと筆者は考える。というの

も、このようなツールを用いることにより、課題別指針においてのみならず、同計画においても

「目的（成果）－手段（活動）」の因果関係が明確化されることで、特に施策レベルにおいても事

業が体系化されるためである。結果フレームワークのほかにも、近年では日本の学会誌やセミナ

ーにおいてプログラム・セオリー・マトリックス（Program Theory Matrix: PTM）のツールを

用いた事例報告等も多数あり（後述）、上述した因果関係を明確化するこれらのツールは非常に

有効であるといえる。

また、例えば国別事業全体を一つのプログラムととらえ、その中で事業を実施していく際には、

プロジェクト形成において同計画に拘束力を持たせるといったことも、将来的には考慮していく

必要があろう。さらに、同計画においては対象国の国家開発計画および戦略等が反映されるべき

であることはいうまでもなく、また前章において述べたように、援助のプログラム化との関連に

おいて、他のドナー機関との援助協調も視野に入れた上で同計画が策定され、定期的に修正され

るのが望ましいといえよう。国別での援助実施体制の強化により、結果として、事業の受益者と

しての援助対象国のニーズや視点がより援助実施に反映されることにつながるように思われる。

（３）プロジェクトの位置付け

これまで見てきたように、組織の戦略計画、開発課題および国別プログラムの策定により、事

421 Ibid.
422 JICA職員へのインタビュー結果より。
423 国際協力事業団国際協力総合研修所（2002）p. 2
424 JICA職員へのインタビュー結果より。
425 国際協力事業団国際協力総合研修所（2002）p. 2
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業全体における政策体系とその中での「目的（成果）－手段（活動）」の因果関係が明確化され

た上で、個別の活動ないしプロジェクトの位置付けをとらえ直し、またこれらをプログラムの一

部として認識することが重要となる。

現在JICAでは、2003年10月からの独立行政法人化にあたり、戦略計画に関しては整備中、課

題別指針や国別事業実施計画に関しても、一部を除き、新たに策定および改訂される予定である

など、分野・課題別および国別アプローチを意識した援助実施体制への移行期にあると理解され

る。これらの事業実施における戦略およびアプローチの体系化が完全に整備されるまでにはある

程度時間がかかると思われるが、そのような移行期において、既存のプロジェクトやその活動を、

特に国別プログラムを想定した枠内において新たにとらえ直す動きは既に見られる。2002年７月

には、フィリピンの感染症対策プログラム評価を事例として、「プログラム・アプローチの強化

に向けて」と題したJICA評価セミナーが開催されたが、ここではPTMのツールを用いることで、

個々の事業を整理・統合してプログラムとしてとらえた上でのプログラム・レベル評価が実施さ

れ、結果が公表された426。さらに2003年３月には、スリランカとホンジュラスに関する国別事業

評価を事例として、JICA評価セミナーが開催されたが、ここでの発表においてもPTMを用いた

同様の試みが見られた427。

PTMとは、最終成果（End Outcome）、中間成果（Intermediate Outcome）、アウトプット

（Outputs）、活動（Activities）、投入（Inputs）を並列に並べ、同一のマトリックス内で分析・

検討を行うためのツールであり、これを用いることで個別のプロジェクトをプログラムといった

より大きな枠組みの中でとらえることが可能となる428。これまでJICAでは、個別のプロジェクト

ごとにPDMが用いられてきたが、事業の評価に限っていえば、PDMでは最終成果や中間成果よ

りも結果、活動、投入に焦点が当てられるといった傾向があり、評価の視点が限定されるといっ

た制約が存在し、その結果、これらの因果関係があまり明確化され得ないことを三好は指摘す

る429
　

。PTMを使うことでその問題点が解決され、プログラムの枠組みの中において、個別のプロ

ジェクトと個々の活動がもつ意義と、プロジェクト活動どうしの関連が明らかになるといった利

点が期待できる（表６－６）。

426 三好・他（2003）pp. 43-56：国際協力事業団（2002b）pp. 3-4
427 国際協力事業団（2003）。ほかにもPTMを用いた事例としては、例えば駒沢・駒沢（2002）がある。
428 三好・他（2003）p. 45。詳細は三好（2002）を参照されたい。
429 三好（2002）pp. 13-15

表６‐６　PTMの概要

政策／最終成果
（End Outcome）

EO IO-1

IO-2

OP-1-1

OP-1-2

OP-2-1

OP-2-2

A-1-1

A-1-2

A-2-1

A-2-2

I-1-1

I-1-2

I-2-1

I-2-2

施策／中間成果
（Intermediate Outcome）

事業／アウトプット
（Outputs）

活動
（Activities）

投入
（Inputs）

出所：三好・他（2003）
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現時点では、PTMは主に事業実施における事後的な評価において使われ始めたばかりである

が、このことは、これまで個々のプロジェクトがプログラムの枠内において位置付けられていな

かったことを背景としている。本来大事なのは、PTMを評価において用いること以前に、個別

のプロジェクトをプログラムの枠内でとらえ直すという作業であることに留意すべきであろう。

すなわち、PTMを用いた評価の実施は、いうまでもなく、新たな事業立案へのフィードバック

が念頭に置かれているため、事業終了後の評価においてのみでなく、事業形成時からこのような

ツールが用いられることで、対象国への協力全体におけるプロジェクトの位置付け、すなわち、

最終成果や中間成果とプロジェクト活動との因果関係が、事業開始時から明確になると想定され

る。このことは、対象国における効果的な協力実施のためにも有効であると理解されよう。

６‐４‐３　業績測定の導入

本項では、JICAにおいて実際どのように業績測定が導入されるべきかに関する筆者の考えを

述べる。ここで業績測定の意義を再確認すると、NPMの考え方に基づいた業績測定とは本来、

行政機関が自らの業務において事前に設定した数値目標に基づき、その達成状況に関して自ら主

体的に行う評定のことを指し、RBMにおいては重要な役割を果たす。この場合、援助供与機関

にとっての業績とは、事業実施によるアウトプットの達成度、および援助供与の対象としての途

上国におけるアウトカムやインパクトへの寄与度と理解される。また、第3章において述べた３E

（Economy、Efficiency、Effectiveness）のうち何に焦点を当てるかにより、特にアウトプットと

アウトカムのどちらを重視するかという観点がここでは重要となる430。

業績測定はあくまで、事業の効率化あるいは有効性の向上のために業務の現状を的確に測定な

いし把握することを目的として行われるものであり、行政機関におけるNPMの考え方に基づい

た組織改革のための一つのツールであるに過ぎないことに留意する必要がある。

（１）プロジェクト・レベル

米国などほかのDAC加盟国における援助供与機関の例を見ると、業績測定の方法は、監督機

関からの指示や法的規定、および援助実施体制のあり方に大きく関連していることがうかがえる。

日本の場合、前者に関しては、まず外部監査機関としての会計検査院が思い浮かぶが、検査対象

機関における業績測定に関してはその職務の範囲外となる431。独立行政法人としてのJICAの監督

機関は実質上、その主務省としての外務省ということになるが、「行政機関が行う政策の評価に

関する法律」や独立行政法人通則法には特に業績測定に関する規定等はなく、外務省からJICA

に提示される予定の中期目標の内容が、JICAに対する業績評価のあり方、すなわちJICAにおけ

る業績測定の枠組みを最終的に規定することになるとも考えられる。

次に、後者に関しては、JICAではこれまで個別プロジェクトを重視した援助実施体制をとっ

430 オズボーン、ゲブラー（1995）p. 156
431 なお、日本では立法および行政から独立した外部監査機関として会計検査院が存在するが、その職責は、国が
出資している政府関係機関や各種団体、さらに補助金などの財政援助を与えている都道府県、市町村、各種法
人を対象とした、会計経理の監督および国の決算の確認であり、政策評価等は行っていない（会計検査院「会
計検査院の地位」、「検査の目的」、「検査の対象」（それぞれ2003年１月９日アクセス））。
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ており、また、各種プロジェクトの中でも特に、技術協力プロジェクト（旧プロ技）において

PDMが用いられてきた。しかしながら、PDMはこれまで、主に評価において重要視されるツー

ルと一般的に認識されてきたことや、評価では定性的な側面が重視されてきたこととも深く関連

して、業績測定に関してはプロジェクト評価の枠内において実施されてきたか、あるいは、おそ

らくあまり重視されていなかったものと理解される。

これらのことに基づき、JICAにおいて、まずはプロジェクト・レベルから業績測定を導入な

いし重点的に実施していくのが妥当と思われる。USAIDやUNDP等、既に国別プログラム・レベ

ルにおける業績測定の実施へと焦点を移したドナー機関も存在するが、それ以外の多くの機関に

おいては、PDMあるいは類似のツールを用いたプロジェクト・レベルでの業績測定を現在も重

視しているようである。

PDMは個別プロジェクトごとに作成されることを鑑みても、事業実施において「プロジェク

ト」をどうとらえ、また戦略計画や国別事業実施計画の枠内でどう位置付けるかが重要となる。

これまでJICAでは、図６－１で示すように、主に12の各種事業がそれぞれ単独のプロジェクトと

して認識されてきたが、2003年10月の独立行政法人化にあたり、国際協力機構法上では、最終的

に６つの業務に再分類される432。

独立行政法人化後も、当面は従来の形態でのプロジェクト実施が予想されるが、中期計画の枠

内において運営費交付金の運用に関する弾力性が高まることで、予算の使途の融通性が増すこと

図６‐１　JICA業務の再編成の概要

①専門家派遣�

②研修員受入�

③機材供与�

④プロジェクト方式技術協力�

⑤開発調査�

⑥無償資金協力（調査）�

⑦無償資金協力（実施促進）�

　　�

⑧青年海外協力隊�

�

⑨移住・日系人支援（一部廃止）�

�

⑩緊急援助（物資備蓄・供与）�

�

⑩緊急援助（援助隊派遣／物資調達輸送）�

⑪人材養成確保�

�

⑫フォローアップ�

�

I 技術協力�

�

�

�

�

�

Ⅱ 無償資金協力�
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Ⅲ 国民等の協力活動�

�

Ⅳ 移住�

�

Ⅴ 緊急援助のための�

　 機材・物資の備蓄・�

　 供与�

Ⅵ 国際緊急援助隊�

�

�

出所：国際協力事業団独立行政法人化準備室（2002）を基に筆者作成。
注：上図は概要のみを示し、厳密には正確でない部分もあるため、詳細に関しては同資料を参照されたい。

432 国際協力事業団独立行政法人化準備室（2002）資料３、４
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もふまえ、将来的には、援助対象国の状況に応じた、より柔軟かつ多様な形態でのプロジェクト

実施となることが考えられ、プロジェクトの概念自体に関する考え方も変わり得る。

CIDAやDfID、AusAID、世界銀行等のドナー機関の例を見ると、プロジェクト・レベルでの

業績測定はプロジェクト・マネジャー、すなわち現場責任者が主体となり、プロジェクトの自己

評定として、プロジェクト実施期間中における定期的な業績モニタリングの実施という形で実施

され、年ごとに本部への報告を行うのが一般的といえよう。その対象となるプロジェクトに関し

てであるが、CIDAやDfIDのようにある一定額以上の予算がついたプロジェクトを対象に行うの

か、あるいは世界銀行にようにすべてのプロジェクトを対象に行うのかということも、上述した

JICA事業ないしプロジェクトのあり方の変化をふまえて考慮されなければならない。

プロジェクト・レベルでの業績測定において測定するのは、主に当該プロジェクトに関する

PDMに記載されている各項目、すなわち、アウトプットの達成状況、およびアウトカムとイン

パクトの変化ということになる。これらに関する指標は、課題別指針や国別事業実施計画の内容

に基づいた上で、各項目ごとに厳密に分けて設定されるのが望ましく、そのためPDMの作成も

適切に行う必要がある。また、設定ないし選定された指標に関しては、USAID、CIDA、UNDP

等の機関で用いているように、それらが適切かどうかを判断するための判断基準の一覧等がある

と有用であろう。

上記の３項目のうちアウトプットに関しては、通常はプロジェクトの業務記録から情報収集が

可能であるため、測定が容易である。この場合、Danidaのように、本部における事業担当部が管

轄事業のアウトプットのデータを測定・収集することも考えられよう。なお、ここで想定されて

いるのは３EのうちEconomyを含めたEfficiencyの観点である。すなわち、ここでは個別案件に

おけるアウトプットに関する業績測定を行うことで、組織全体での事業実施における効率化への

寄与が主に期待される。

他方、アウトカムおよびインパクトに着目した場合、これらは援助対象者や社会の変化である

ため、PDMにおいてより上位にいくほど測定が容易ではなくなり、情報収集のコストも高くな

る433。これらに関しては、やはり現場においてデータを収集するのが妥当といえよう。なお、こ

こで想定されているのは３EのうちEffectivenessであり、組織における各事業の関連性や位置付

けがある程度明確であれば、組織全体での事業実施における有効性の向上への寄与が主に期待さ

れる。その一方で、援助対象者や社会の変化へのプロジェクトの寄与度をどのように判断し、ま

たどの範囲までプロジェクトの責任とするのかという点に関しても、今後、議論される必要があ

ろう。

このことに大きく関連して、評価の役割が重要となってくる。ここでいう「評価」とは、プロ

ジェクトの結果、すなわち、アウトプットからインパクトまでの各レベルにおいて測定された業

績に関して、その達成状況の原因やそこに至る過程等の分析に焦点を当てた、より限定的あるい

は明確化された機能としての評価である。例えばCIDA、DfID、世界銀行等の機関では、同様の

趣旨のもと、終了時における報告書提出を義務付けている。もともと、評価に関する各ドナー機

433 Binnendijk（2001a）pp. 37-39
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関の見解や定義は同一ではないものの、業績測定を重視することで、評価の位置付けや重要性が

今後変わり得ることにも留意しなければならない。例えば、これまでJICAのプロジェクト評価

で用いられてきた評価５項目に着目すると、この中には上記の効率性、有効性、さらにインパク

トの項目が含まれているため、業績測定と評価５項目を用いた評価を組み合わせて行うことで、

事業実施における結果の達成状況を客観的かつ科学的に把握し、その状況をより深く分析するこ

とが可能となる。

そのほかにも、いくつかのドナー機関で既に用いられているように、本部においてプロジェク

トの業績を分析および判断するためのプロジェクト評点システムの導入434や、業績情報を蓄える

ためのデータベースの整備等についても、今後の検討事項と思われる。

（２）国別プログラム・レベル

NPMの考え方における顧客へのサービス重視の視点からは本来、ある対象国・地域への協力

実施において、生産物やサービスとしてのアウトプットの達成度よりも、援助対象者や社会の変

化としてのアウトカムの達成度が重視される。その立場からすると、プロジェクトを国別プログ

ラムの枠内に位置づけ、国別プログラム全体としての業績を見ていく必要がある。

国別プログラム・レベルでの業績測定を想定した場合、何に焦点を当てるのかということがま

ず重要となる。すなわち、３EのうちEffectivenessを想定し、事業の有効性を重視する観点から

国別プログラム全体としてのアウトカムの達成度を重視するのか、あるいはEconomyを含む

Efficiencyを想定し、プログラムの枠内に位置付けられた個別プロジェクト全体でのアウトプッ

トの達成度を重視するのか、といった点である。特に前者に関しては、国別プログラムにおける

事業の位置付けを明確化することにより、有効性がより見いだしやすくなる。

例えば、USAIDやUNDP等のドナー機関は、既に国別プログラムのアウトカムに関する業績測

定の実施へと焦点を移しており、特にUSAIDではプロジェクトのアウトプットが現在ではほと

んど重視されていないが、これは国別の事業実施部署に大きく権限が委譲された援助実施体制と

なっていることと大きく関連している。その一方で、Danida等では、プロジェクトのアウトプッ

トに焦点を当てた業績測定を現在も実施している。

ここで一つ留意すべきなのは、すべてのドナー機関がこれまでアウトプットを重視してきたが、

その焦点をもしアウトカムに移すのであれば、その際にアウトプットを必要以上に軽視すべきで

はないことであろう。例えばUSAIDでは、これまで見てきたように、現場におけるアウトプッ

トのデータの未収集や未報告が実際に起きており、その結果として、上位レベルのインパクトや

アウトカムと下位レベルの活動や投入の因果関係が不明確になりかねない。

現在JICAでは、国別事業実施計画の策定や地域部４部の設置等、国別アプローチを強化する

ための体制整備が進みつつあり、既に述べた業務の再分類に関しても、その流れに沿ったものと

理解される。プロジェクト・レベルでの業績測定に関しては既に述べたので、ここでは国別プロ

グラム・レベルでのアウトカムに関する業績測定を想定すると、これまで見てきたように、業績

434 例えば、JICAからの業務委託によりアイ・シー・ネットが実施したホンジュラスに関する国別事業評価の事
例において、DACの評価５項目に評点システムを適用した手法等が報告されている（国際協力事業団（2003））。
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測定は基本的に事業実施部署の自己評定となるため、その方法は援助実施体制のあり方にもかか

わってくる。この場合、国別プログラムとしては、国別事業実施計画に基づいて実施される事業

をすべて包括したものが想定され、また、同計画の原案作りと当該国における事業プログラムの

立案を行っているのが在外事務所であること435を鑑みると、国別プログラム全体でのアウトカム

に関する業績測定は、在外事務所の権限において実施されるのが望ましいように思われる。この

ことは、業績モニタリングを実施する際の継続的なデータ入手の必要性という観点からも好都合

であろう。また、国別プログラム重視という戦略を効率的に実現するという立場に立つならば、

将来的には、マネジメントの現地化と分権化を念頭に置き、在外事務所においてより一層、権限

を拡大していくといった方向性において、組織における援助実施体制を見直していくことも視野

に入れる必要があるかもしれない436。

国別プログラム・レベルでのアウトカムに関する業績測定の際、他のドナー機関においても見

られるように、アウトカムの達成度におけるJICA事業の寄与度をどう見いだすかという問題が

生じる。このことはすなわち、JICAが今後、どのような形態および体制において援助を実施し

ていくのかという戦略・方針設定の問題につながる。国別プログラムにおいては、被援助国のリ

ーダーシップやオーナーシップの向上を重要視するといった前提のもとで、他のドナー機関との

協調が想定されており、近年においては実際、これまでのプロジェクト援助から、SWApsやコ

モン・バスケット等で見られるような援助協調を前提としたプログラム援助への移行が活発に議

論されている。

このプログラム援助への移行に関しては、援助が外交手段の一環であるという側面に関連して、

被援助国における政治的影響力を失うといった懸念等も一部で聞かれる。しかしながら、本来重

要なのは、どのようにドナー機関が被援助国の政策・プログラム・プロジェクトからなる政策体

系において影響を与え、効果的な開発事業を実施し得るかという視点437であり、ここでは、一部

で見られるようにプログラム援助とプロジェクト援助を二者択一的にとらえるのではなく、援助

戦略の一つのあり方としてプログラム援助をとらえることが重要となる438。また、援助協調の中

でドナー機関がそれぞれ独自の特色を出すという方向性での事業実施も可能であろう439。このよ

うに、相手国の政策体系の中でのプログラム援助の位置付けが明確となることで、業績測定の意

義が明確となり、またアウトカムの達成度におけるJICA事業の寄与度もより見いだしやすくな

435 高島・三好（2000）pp. 136-137
436 例えば、龍・佐々木は、設定された戦略を実現するために、既存の組織構造を「破壊的再生」により変更する
必要性を主張する（龍・佐々木（2002）pp. 150-152）。この「破壊的再生」の過程には一定の流れがあるとさ
れ、部門構造からチーム構造（事業部門制）、さらにはニュー・シンプル構造への変更とされている。ここで、
部門構造とは、「…経営者の下に人事部門、経理部門、総務部門などの機能部門があり、それらの管理のもと
に実際の生産やサービス提供を行う現業部門がある」といった構造であり、チーム構造とは、「…実際の生産
やサービス提供を行う戦略チーム（以前の現業部門）を組織リーダーの直接の指揮のもとに置く一方で、人事、
財務、総務、システム管理などの機能部門は、戦略チームの下に置かれ、資源を提供する」役目を果たすとい
った構造である（Ibid.）。近年注目されているニュー・シンプル構造とは、「…より効果的に戦略を遂行するた
めに、経営者が戦略チームと機能部門の両方を直接指揮する」といった構造である（Ibid.）。詳細に関しては
同文献を参照されたい。

437 三好・阪本・阿部（2002）p. 124
438 Ibid., pp. 123-124 
439 Binnendijk（2001a）p. 67
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り得るように思われる。さらに、援助協調のもとでは、ドナー機関による合同での業績測定や評

価の実施が有効といえよう。

業績測定の結果は、プロジェクト・レベルの場合と同様、本部においてデータベースに蓄えら

れる必要がある。こうして蓄えられた組織全体としての業績情報は、JICAにとって実質上の監

督機関としての外務省に設置される独立行政法人評価委員会が、JICAに対し業績評価を実施す

る際の基礎データとなることが想定されるのみならず、納税者である国民への説明責任遂行のた

めの情報提供、組織内部のマネジメントや業務への反映、さらに最終的には、組織全体あるいは

プログラム・レベルでの戦略形成へのフィードバックといった用途に用いられることが期待さ

れ、また、政策は状況に合わせて常に変えられるものであるという見地から、外務省独立行政法

人評価委員会を通じて、外務省における日本のODA政策の立案へと反映されるのが望ましいと

いえよう。

業績情報に関しては、組織において一元的に取り扱うシステムを構築する必要性がある。例え

ばUSAIDの場合、これまで見てきたように、CDIEがR４等の業績測定および評価から得られた

情報をデータベースであるDEC内において管理しているほか、これらの情報に基づいた事業の分

析、業績測定および評価に関するTIPS等のガイドラインの作成やアドバイスの提供、および組

織内外における広報活動等を行っており、また議会に対するUSAIDの組織としての業績報告も

業務に含まれている440。これらのことをふまえると、JICAにおける業績情報の取り扱いに関して

は、企画・評価部ないし同部内の評価監理室が重要な役割を果たすことが想定され、今後はその

機能を拡大していくことも視野に入れる必要があろう。

そして将来的には、マネジメント上のフィードバック機能の重要性との関連において、業績情

報を予算の査定・編成等にどう反映させるかという観点が重要となり、その際には、業績情報の

使用においてどの程度、拘束力を持たせるか（あるいは否か）という点を考慮する必要があろう。

そのためには、USAIDで行われているように、組織内の第三者が業績情報を再確認した上で、

信頼度に関して判断を下すようなプロセスを考えていく必要があるといえよう。その一方で、政

策評価結果の反映に関してこれまで見てきたように、一部では、業績情報と予算編成とを容易に

連動させることは難しいという見解や、業績情報をまず戦略計画に反映させた上で、予算管理を

行うべきであるといった声があるなど、この点に関しては未だ議論の余地が大きいことにも留意

すべきである。

６‐４‐４　RBMとプログラム評価

これまで見てきたように、RBMにおいては業績測定によるモニタリングの実施に重点が置か

れるが、業績を重視するマネジメントにおいて、一つの機能としての評価と業績測定は両者とも

440 USAID（2001）：USAID職員へのインタビュー結果より。なお、CDIEはBureau of Policy and Program
Coordination（PPC）の中にあり、その使命は、「…USAIDの援助活動を支援するために、開発に関する情報
の利用を促進すること」とされる（Clapp-Wincek and Blue（2001）pp. A2-7）（邦訳は筆者）。また、CDIE内
には３つの部局、すなわち、①Program and Operations Assessment Division（POA）、②Performance
Measurement and Evaluation Division（PME）、③Development Information and Outreach Division（DIO）
があり、業績情報の管理・分析、業績測定および評価の実施に関する情報提供、広報活動等の業務をそれぞれ
実施している（USAID（2001））。
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に業績情報を提示するという機能を有し、これら両者の機能は相補的であるといった一応の共通

認識がドナー機関の間で形成されつつある。ここでは、業績の達成状況の背景をより深く理解す

るといった、評価のマネジメント・ツールとしての役割と、マネジメントにおけるフィードバッ

ク機能が想定および重視されている。

実際の業務においては、業績測定と評価の機能を明確に区別するという前提のもと、業績測定

の導入後に、どのような形で評価を実施するかということが問題となる。例えば、USAIDでは、

組織における国別プログラム・レベルでの業績測定システムの導入と同時に、評価の役割に対す

る認識が変化し、個別プロジェクト評価が義務付けられなくなったが、その結果として評価の役

割が必要以上に軽視された。このことは、業績測定および評価のコストの問題と関連する。業績

測定を行う場合、前章において既に述べたように、アウトプットに関するデータの入手はコスト

が安くて済むが、アウトカムやインパクトと上位レベルになるにつれてコストが上がるため、そ

の分、評価のための予算を削る必要性が出てくることは十分に考えられる。

しかしながら、これは評価と業績測定を二者択一的にとらえるという問題ではなく、マネジメ

ントにおいてこれら２つの機能をどのように位置付けるかという問題であるといえよう。例えば、

プロジェクト・レベルを念頭に置いた場合の、NPMでの業績測定における３E（Economy、

Efficiency、Effectiveness）と、これまでJICAにおいて用いられてきた評価５項目との関連性に

ついてであるが、EconomyがEfficiencyに含まれるものと想定すると、これら３つはすべて評価

５項目内に含まれることになる。すなわち、業績測定は３Eを想定して実施される一方で、評価

５項目を用いた評価には３Eに関する分析が本来含まれることになると理解される。

また、援助対象者や社会の変化としてのアウトカムの達成度を重視するという観点から、将来

的には、JICAにおいて国別プログラムを対象とした包括的な評価、すなわち、プログラム評価

を実施していくことが重要となる。プログラム評価の概念はまだ日本では比較的新しく441、例え

ば本稿の冒頭部に掲載したプログラム評価の定義に関しては、単にあるプログラムを対象とする

評価という趣旨のもとで設定されているものを便宜的に採用している。しかしながら、ここでの

プログラム評価とは、プログラム・セオリーに基づき、さまざまな分析上の視点を包括する評価

のことであり、上述したように、業績情報を提示するといった限定的な意味での評価の機能、お

よび同様の趣旨のもとでの業績測定の機能が含まれていることが想定される。またこの場合には、

上述のコストの問題も解決し得る。こうした（広義の）プログラム評価のあり方に関して、今後

より一層議論を深めていく必要があるといえよう442。

441 プログラム評価に関して、例えばOECDの「Improving Evaluation Practices － Best Practice Guidelines for
Evaluation and Background Paper」では、プログラム評価の一つの定義として、「あるプログラムの重要な側
面とその価値に注意を向け、結果の信頼性と有用性を追求するための総合的かつ分析的な評定」（OECD
（1999）p. 9）（邦訳は筆者）とされているものの、ほかにもさまざまな定義付けが可能であるという見解も述
べられており（Ibid., p. 13）、詳細に関しては同文献を参照されたい。また、米国のGAOによると、プログラ
ム評価はプロセス評価、アウトカム評価、インパクト評価、費用便益分析の4種類からなるとされる
（U.S.GAO（1998））。

442 プログラム評価が実施される際には、誰が評価主体となるのかが重要となる。しかしながら、この点に関して
は論旨から外れるため、ここでは触れない。なお、今後、プログラム評価に関する研究が日本においてより一
層進められることが期待される。
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６‐４‐５　組織文化の変容

Binnendijkによると、RBMにおいては、これまでの投入やプロセスではなく、結果の達成に

焦点が当てられており、経験から得られた教訓を意思決定に取り込んでいくことに新たに重点が

置かれ、また業績報告における透明性の向上にも取り組んでいく必要がある。これらのことを鑑

みた上で、RBM導入の成否に関して重要となるのは、組織内部における職員の価値観や態度、

振る舞いにおける変化といった組織文化の変容であるとされる443。

特に、組織への業績測定の導入は、職員のやる気と積極的な参加がなければ機能せず、職員が

何のために業績測定を実施するのかを明確に理解することが必要であると上山は指摘する444。ま

た、「業務は数値のみでは割り切れない」「過去に同様の取り組みが失敗している」といった業績

測定導入に対する懐疑的な意見や、「業績測定が技術上難しい」「指標の設定が難しい」といった

技術的な反発等、現場からの抵抗も十分予想されよう445。

そのためには、業績測定導入の作業の主体を各部局に置くことや、組織トップレベルの管理職

や政策決定者の参加等、リーダーシップが不可欠とされる446。さらに、職員の意識においても、

上山が述べるように、「監督機関の決定だからしなければならない」「法的根拠がないのならわざ

わざする必要がない」といった法令遵守主義からの脱却が求められよう447。

業績測定はそれを実施すること自体が本来の目的ではない。JICAが独立行政法人として効果

的な事業を実施していくために、業績目標を数値を用いて表すことでより具体化するというプロ

セスが必要なのであり448、またそうすることで、組織全体の業績をより客観的かつ科学的に把握

し、組織内部のみならず対外的にも提示することが可能となる。すなわち、業績測定は結果指向

型のマネジメント向上のための一つのツールないし機能に過ぎず、また現場においてもそのよう

な理解のもとで実施されていくことが求められるといえよう。「…行政評価システムは、科学化

と民主化をともなった実践的な改革手段である」449と高寄が述べるように、業績測定の導入は

RBMにとって必須であり、RBMの導入とはつまり、JICAにおける組織改革の話にほかならず、

その意味において独立行政法人化はJICAにとってよい契機となり得ることは自明であるといえ

る。

これまで見てきたように、JICAにおいて評価結果が活用されていない理由の一つとして、職

員の意識の問題が挙げられていたが、今後、JICAにおいてRBMおよび業績測定が導入され、組

織に根づいていくかどうかということに関しても、現場における職員の意識によるところが大き

いといっても過言ではない。

443 Binnendijk（2001a）p. 128
444 上山（2002）p. 121
445 Ibid., pp. 10-11
446 Ibid., pp. 121-122：上山（1999）p. 44
447 上山（1999）p. 22
448 上山（2002）p. 127
449 高寄（1999）pp. 164－165。なお、ここでの「行政評価システム」では業績測定が想定されていると理解できる。
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７．結論

７‐１　摘要

本調査研究では、NPMの考え方に基づいた日本の行政改革の一環として、JICAが独立行政法

人化されるにあたり、

①日本のODA事業全体における政策体系の現状を検証した上で、主務省としての外務省と

JICAの関係をとらえ直し、またODA事業におけるJICA事業の位置付けを再確認し、

②DAC諸国の二国間援助機関や多国間援助機関における結果指向型のマネジメント改革に関

する国際的潮流をふまえた上で、JICAにおける結果重視マネジメント（RBM）の導入の有

用性について考察を深めた。

最終的に筆者の個人的見解として、

・戦略計画の策定、国別援助実施計画、分野・課題別アプローチ強化に関する今後の大局的な

方向性を提示し、

・プロジェクト・レベル、国別プログラム・レベルを含む業績測定の意義と、その導入に関す

る具体的方針を示した。

７‐２　本調査研究の限界と今後の課題

本稿のテーマは主に、特殊法人から独立行政法人へと移行するJICAにおいて、どのように結

果指向のマネジメントを導入していくべきかについてであった。上山によると、特殊法人の経営

改革において重要なのは、業績測定のみならず、監査、人事、そして主務官庁との契約制度であ

り、これら４つの制度がセットで見直しされなければ、正しい経営管理はできないとされる450。

JICAが独立行政法人化されるにあたり、後者３点に関しては、独立行政法人制度上の規定事項

にも含まれており、本稿ではこれらの点も含め、中でも特に業績測定のあり方について論じてき

た。しかしながら、JICAが独立行政法人化されてから、これらの各制度が実際どのように機能

していくかに関しては、例えば人事制度に関しては関連各府省の意向も絡んでくることが予想さ

れるなど、それぞれ不確定要素も多いように思われる。

また、JICA事業の業績について考える際には、日本のODA事業におけるJICA事業の位置付け

もさることながら、日本のODA事業実施体制のあり方に関する議論をさらに深めることが必要

となってくる。例えば米国において、1990年代前半に公的機関が行う事業の業績ないし結果に関

する議論が高まっていった頃、議会ではUSAIDの組織の有用性について取り上げられ、1993年

のGPRAの制定後には結局、USAIDは国務省に吸収されずその傘下において独立した地位は保っ

たものの、議会はUSAIDの活動を政府の外交政策の遂行手段と位置付け、その結果が国益追求

の実現に明確に貢献することを強く求めるようになったとされる451。

450 上山（2002）p. 211
451 藤村（2001）p. 214
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一方、日本の行政改革においては政策評価制度および独立行政法人制度が導入され、こと

JICA事業を含むODA事業に関しては、国民参加という目新しいスローガンは掲げられているも

のの、特に外交手段としての位置付けの見直しや国益重視といった声はあまり聞かれず、何がど

う変わるのかといった政策レベルでの明確なビジョンはなかなか見えてこない。ここで最も重要

なのは、ODA事業における戦略、すなわち日本政府による政策の明示化であり、この部分が定

まっていないと、JICAにおける結果指向や業績の意義も薄れかねない。この点にも関連して、

2003年３月の時点で、①ODA大綱の見直し方針が公表されて間もないこと、②外務省独立行政

法人評価委員会がまだ立ちあがっておらず、JICAへの中期目標の提示も先になること等も含め、

JICAを取り巻く状況は流動的であり、これらの事項が本調査研究における議論を深める上での

制約となっていることは認めざるを得ない。

さらに、本調査研究では、英国のエイジェンシー制度の特徴、日本で既に設立された他の独立

行政法人における動向、そしてプログラム・セオリーを含めた評価理論やプログラム評価のあり

方に関して十分に論じ得ていない。今後の課題としては、これらの事項に関する議論も併せて調

査研究を進めていくこととしたい。
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http://www.kantei.go.jp/gyokaku/report-final/（2002年12月24日アクセス）

―――「中央省庁等改革基本法」

http://www.kantei.go.jp/gyokaku/980303houan.html（2002年12月24日アクセス）

―――「中央省庁等改革の推進に関する方針」

http://www.kantei.go.jp/jp/cyuo-syocho/990427honbu/housin.html

（2002年12月13日アクセス）

―――「特殊法人等の廃止・民営化等及び独立行政法人の設立等に当たっての基本方針について」

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tokusyu/kettei/021018kihon.html

（2002年12月24日アクセス）

―――「『独立行政法人会計基準』の設定について」

http://www.kantei.go.jp/account/dai12/houkoku1.html（2002年12月24日アクセス）

総務省「行政機関が行う政策の評価に関する法律」

http://www.soumu.go.jp/kansatu/houritu.htm（2002年10月15日アクセス）

―――「行政評価等プログラム」

http://www.soumu.go.jp/kansatu/g-program_14.htm（2002年12月13日アクセス）

―――「政策評価に関する標準的ガイドライン」

http://www.soumu.go.jp/kansatu/gaido-gaidorain1.htm（2002年10月16日アクセス）

―――「政策評価に関する標準的ガイドライン（概要）」

http://www.soumu.go.jp/kansatu/gaido-gaiyou1.htm（2002年10月16日アクセス）

―――「独立行政法人一覧」

http://www.soumu.go.jp/kansatu/itiran.htm（2002年12月24日アクセス）

―――「独立行政法人制度に関するこれまでの経緯」

http://www.soumu.go.jp/kansatu/keii.htm（2002年12月24日アクセス）

―――「独立行政法人通則法」

http://www.soumu.go.jp/kansatu/tusokuhou2.htm（2002年12月13日アクセス）

―――「独立行政法人とは何か」

http://www.soumu.go.jp/kansatu/dokuritu-gyouseihoujin.htm（2002年12月13日アクセス）

―――「規制の設定又は改廃に係る意見提出手続（いわゆるパブリック・コメント手続）」

http://www.soumu.go.jp/gyoukan/kanria_07.htm（2003年１月９日アクセス）
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略　　歴

森田　智（もりた　さとし）
最終学歴：米国クラーク大学大学院国際開発学科修士課程修了

現　　在：東京大学大学院農学生命科学研究科農学国際専攻博士課程在籍

経　　歴：東京大学大学院農学生命科学研究科農学国際専攻修士課程在籍中に、JICAインドネ

シア事務所インターン（1998年７月～1998年８月）を経験。修士号取得後、東京大学

大学院農学生命科学研究科農学国際専攻博士課程に進学し、休学して米国クラーク大

学大学院国際開発学科修士課程にフルブライト奨学生として２年間留学。滞米中には、

UNDP途上国間技術協力（南南協力）部インターン（2001年６月～2001年９月）、お

よびOxfam America金融開発部インターン（2001年10月～2002年５月）を務める。

日米の開発援助機関における評価の比較研究を行い、修士号取得後、東京大学大学院

農学生命科学研究科農学国際専攻博士課程に復学。現在、主に開発援助の評価理論と

手法に関する研究を行っている。
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